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緒 E

近年における産業の発展と国民生活の向上から，電力需要は増大の a 途を辿っている。このような電力

需要の堅調な増大に伴って，電力システムはますます大規模化・複雑化の様相を主している。それと共に，

電気エネルギーに依存する割合が A層大きくなり，高品質な電力の供給に対する社会的要請は極めて高い。

このような状況下において，需要家ヘ高品質で、安定な電力を供給し続け，かつ経済的に屯JJ系統を計画・

運用するためには，合理的な電力系統の設備計画と運用計画が必要である。そのような屯力系統の計画・

運用業務には計算機による自動化が不可欠になっている o

電力系統の計画・運用の中で「系統操作」に関連する部分は，円常実施されている「、ド常時保作」と，

事故等による停電系統の復旧のために実施される「事故時操作」に分類されるが，いずれも安全かつ的確

に実施されなければならない。平常時操作は 電力系統の円滑な運用のためにH常行われている操作であ

るo すなわち，電力系統を構成する設備・機器を保守や点検作業のために停止したり，停止したものをそ

の後使用する操作である o このような操作は，給電所と制御所，発変電所などが述絡をとりながら安全か

っ的確に実施されなければならないD 一方 電力系統に事故が発生すると高速な自動保護装置がまず働い

て事故点が除去されるが， 一般には事故による停電部分が残ることになる。この事故後の系統状態に対し，

適切な事故操作を行つてなるべく停電範囲の少ない系統構成へと迅速に復旧させていく必要がある。

このような系統操作には，円滑な運用のために系統運用計算機による自動化が積他的に行われている。

特に，最近の系統操作はその多械な要求のために系統運用計算機のアフリケーションソフトの中で最大の

規模 (60%以上)を占めるようになっている o 従って，この「系統操作」のアプリケーションソフトを

作成する上でいかに信頼性と拡張性も有しながら要求される多様な機能を実現していくかが重要な課題と

なっている D

この論文は，電力系統における系統操作に関して，特に，多様な要求を実現するための知的なシステム

の構築方法について述べたものである。本論文は，電力系統の「平常時操作」と「事故時保作」のそれぞ

れに対して

O平常時操作への論理生成方式の適用検討と開発・評価

。平常時操作への知識ベース方式の適用検討と開発・評価



0事故時操作への組合せ最適化庁式の適用検討と開発-評価

。事故時傑作への知識ベースと数用計画法の融合方式の適用検討と開発・評価

についてぶしている。

第 l~においては，研究の背景ならびに研究の目的!とその方針について示した。

第2t'):においては，、l正常時操作に関してヒューリスティックな方法である論理生成方式について述べ，

その北本的巧え}jをぷすと同時に，それに基づいたソフトウェアの構成法について述べた。本手法による

ソフトウェアは，系統illJfJ n I<o.機に対して初めて知的な動作をさせることに成功したものである o このプ

ロジェクトは. '1'Il) ]会flC*J;(屯力)と.1:要屯電機メーカ 3社(東芝・目立・三菱)との共同研究により

7 i/qtljのt~ J1 を t~やして i肝不11 f) 2年(1 9 8 7 i/ ~ ) に完成されたものである。著者は，このプロジェクト

に必初から以後まで参加する機会を得ることができ， pl命月!生成による干常時操作の実現方法にさまざまな

従来を行った。また，本子t.t.によるソフトウェアは実際に系統運用計算機に搭載され現在稼働しているも

のであり，それ以後の平常時操作の研究の基本となっているものである o

第3市においては，知識ベース処理による平常時操作システムの構築方法について述べた。また，系統

操作に関する深い知識を用いて 知識ベース処理の弱点とされている不良知識の検出のための動的検証の

枠組みも検討した。提案した方式は，制御所の制御卓に見立てて連係した2台のパーソナルコンビュータ

上にインプリメントし，その操作性も含めて評価し，このようなオフライン的な業務においてはパーソナ

ルコンビュータでもかなりの部分がカバーできることを指摘した。

第4車においては，事故時操作における重要問題である復旧目標系統(復旧の目標となる解)を求める

問題に対し.線形JI'!ù'I法を~豊川して極めて高速に解を得る方法を提案した。事故時操作は停電した需要家

を Hl米るだけ迅速に~IIJ しなけばならない。この目標のために，事故復旧問題は復旧に要する時間と停電

負仰の般小化問題とし定式化しなければならないが，一般に目的関数として復旧に要する時間の最小化を

nT按点すことは附難である。そこで，本章では復旧優先度に対応する新しい“復旧操作コスト"という概

念、を将人し.熟糾~川1'(の持っているf!l l日戦略をこのコストで表現することにより，熟練運用者の考える

ものと IriJ~手な車内泌が仰られることをノメした。すなわち，復旧に要する時間の最小化を“復旧操作コスト"

を以小化する|問題として解いている o

~5 市においては. '1'll}J系統のす~I~復 /[1 問題を.復IIHl際系統を榊成するブランチの採否および復旧対

象Ü{'t:jの保内を o-} 変数に 'II~J 、 Líて.また各柿:の運用制約は連続変数により表す0-1 混合整数計画問題

としてど式化し，分校限に訟により解く }j法を従案した。この庁法は，目的関数として停電負荷の最小化
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だけでなく運用者の持っている復旧戦略との相異の最小化も目的としているため 従来の運用法に馴染ま

ない目標系統が構成されるという問題点を解決することができる実用化に近づいた}j法である o

第 6章においては，事故時操作を実施する Lで、必要になる復IlH栄作子舶のriillJ]合成まで合んだ実川シス

テムを構築するために，知識ベースと数理計l両法を融合した}j式を提案した。数J1Hj~十|山i法での処聞を lfJ 速

化するために，原問題を知識ベース処用で部分問題に分解して解く ti泌をノJえした。この結果.部分問題に

分解しない場合に比べて 30%の処理時間にまで、向速化で、きた。さらに，従来の知l滋ベースに栴納してい

た知識の約 2/3を数理計画法的方法に移しかえることができたために その閃光と維持のためのコスト

削減の効果も期待できるという実用面からも望ましいシステム構成になっている o

第 7章においては，各章の主要な結果を要約し，今後の課題を寺区尽して結論とした。
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第 1 . 序 論

第 1章 序
号6.

a岡

本章では，本論文の研究の背景と研究目的について述べ，本研究の位置付けを明確にした後，本研究の

概要について述べる o

1 .1 研究の背景

近年における産業の発展と国民生活の向上から，電力需要は増大の 一途を辿っている D このような電力

需要の堅調な増大に伴って，電力システムはますます大規模化・複雑化の様相を日している。さらに，近

年社会全般として電気エネルギーに依存する割合が一層大きくなり，高品質な電力の供給に対する環境的・

社会的要請も複雑かつ高度化している o このような状況下において，需要家へ高品質で安定な電力を供給

し続け，かつ経済的に電力系統を計画・運用するためには，合理的な電力系統の設備計l同と運用計曲iが必

要である o そのような電力系統の計画・運用業務には計算機による向動化が不可欠になっている。

わが国の系統運用への計算機の本格的な適用の歴史は比較的新しく，約20年前の昭和 50年代に導入

されたのが最初である。各電力会社における給電所の役割や位置付けが若干異なっているが，系統運用計

算機の機能は，概略表 1.1に示すように整理される (7)。これらの中で「需給制御や系統制御J，さらに

「運用計画」に関連する領域については従来より非常に多くの研究がなされてきている。これに引き換え，

「系統操作」と「記録」の分野においては系統運用業務の中で非常に重要な機能にもかかわらず，これま

でに多くの研究者達の興味が注がれなかったと言っても過言ではなかろう。しかし，昭和 50年代後半に

AI技術の電力への適用例として「系統操作」が扱われたのを契機に，新しい問題領域の 4 部としての

「系統操作」もようやく注目を集めるようになってきた。また r系統傑作」は現在の系統運用計算機の

アプリケーションソフトの中において，その占める割合が各機能の中で'醤大きく全体の 60%以上を占

めるまでになっており，その取り扱いは非常に難しくなっているのが実状であるo
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表 1.1 系統運用計算機の機能 (7) 

項 目 内 H廿』

径正m七. 視 現在の系統状態を表示するとともに，状態変化発生時，事故時に

は，運用者に把濯しやすい形に加工処理して表示する o

需給制御 発電力・周波数制御 電圧・無効電力制御，系統制御を，コンビ

系統制御 ュータシステムを通じて自動的あるいは手動によりオンラインで

実施する。

系統操作 予定作業・系統変更を実施するための操作手順表を，マンマシン

対応的または自動的に作成する。

また，事故時および緊急時の保作手順表も同様に生成する。

記 録 系統運用関係の諸記録を自動的に記録，保存，編集，印字する。

運 用計算 経済的な発電機運転計画作成のための需給計画計算，系統特性把

握のための潮流計算，系統保護運用のためのリレー整定計算およ

び水系の効率運用のための水系運用計算をオンラインで処理する o

~ 
(注;文献 (7)を一部修正)

電力系統の百十阿ならびに運用に当たっては，表 1. 1に示す項目を迅速かつ的確に実施しなければなら

ない(7)。これらの諸課題のうち，本研究は系統運用計算機のアプリケーションソフトの中で最大規模で

ある「系統燥作」のfH!lJ化における基礎的な課題を取り上げたものである。本論文は，主として以下の 4

つの部分から構成されている。

() r、1ι常時操作」への論理生成万式の適用検討と開発・評価

。「、fl常時操作」への知識ベース方式の適用検討と開発・評価

。「事故時操作」への組合せ最適化方式の適用検討と開発・評価

。「事故時傑什」への知識ベースと数理計画法の融合方式の適用検討と開発-評価

本日論文は.系統迎川計算機による「系統傑作」の中で「干常時操作」と「事故時操作」について，従来

の込{川将の子動JI式に代わり，知的なn動化システムとして実現するための方式を検討して得られた成果

をまとめたものである o
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第 l 章序

1 .2 研究の目的

電力系統の運用状態は，図 1.1に示すように“平常状態

別される。これらの状態のある状態から別の状態ヘ移行させるために実施される傑作に「緊急傑作」と

「復旧操作」がある o また，状態は移行しないが毎日のように実施されている「平常次操作」があるo 以

下，各運用状態と関連する操作について概説する D

復旧操作

( 1 )平常状態

.---------・・・・〉

緊急操作

図1.1 電力系統の状態と系統操作

負荷供給，周波数，電圧，潮流などが適性に維持されている状態で，系統に多少の優乱があっても電力

の安定供給が可能な状態である。電力系統を構成する設備や機溶は，保守作業のための作業停電傑作や運

用上の理由で停止したり 停止したものをその後使用したりすることが日常実施されている。これらの系

統傑作を総称して「平常時操作」と呼んでいる。こような「平常時操作」が実胞されたとしても，運用状

態は“平常状態"を維持しなければならない。近年の電力系統の大規模化・複雑化のために，このような

「平常時操作」を運用者のみの判断で安全かつ的確に実施することは非常に閑難になってきている o

( 2 )緊急状態

なんらかの原因で発生した事故または異常事態により系統が不安全になり そのまま放置しておくと事

故が波及し送電線トリップ電源・負荷の脱落等がカスケード的に発生して 系統崩壊となり大規模停電

に進展する恐れのある状態である。この状態においては，事故または異常事態の広大波及を急いで抑制し，
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第 1 .序輪

可能な限り供給支障を少なくする必要がある。従って，この場合は“平常状態

移行させる操作が必要となる o このような操作を「緊急操作」と呼ぶ。

(3)復旧状態

この状態は r緊急操作Jなどのために系統が一応安全化しているものの，系統の一部に供給支障，発

電支障，送電停止などを残している状態である o このとき，停電を速やかに解消するための操作が必要に

なるが，これを「復旧操作」という o この「復旧操作」の自動化は，高品質の電力供給に対する社会的要

請の高度化に対応して 近年の系統運用計算機に装備すべき主要な機能として重要な開発テーマになって

し=る。

本論文では，これらの操作中から系統運用計算機の自動化項目として r平常時操作」と「復旧操作」

を取り上げる o 本論文の目的を要約すると以下のようになる。

( 1) r平常時操作」に関しては，いかなる系統構成に対しても，知的に操作指令手順を自動合成でき，

かっソフト量の少ない(すなわち，信頼性の高い)方式の確立を目的とする D

(2) r復旧保作」に関しては，オンラインでの使用を念頭に置き，いかなる系統構成と運用状態に対

しでも，知的にかっ高速に復旧操作指令手順を自動合成するソフト量の少ない方式の確立を目

的とするo

なおゅ 「緊急操作」については，現段階の電力システムにおいては計算機による自動化項目ではなく現

地の個別装置がその役割を拘っているため除外する o

1 .3 本論文の研究概要

本節では各章の主な結果を含めて本論文の概要を述べる o

1 .3. " 論理生成方式による平常時操作手順の決定法に関する概況

第2市では. EI'/ì~実施されている「平常時保作」に関してヒューリスティクな方法である論理生成方式

について述べる (21)。まず.従来の庁式の問題点を明らかにして平常時操作指令手順の自動合成の必要

性を/Jえし r平常時傑作」の基本的考え方を述べる。次に，その基本的考え方に従ってソフトウェアを構

築する際に有用となるように電力系統を幾つかの設備クールーフ。に分類することを提案する。そして，運用

訴のi即日ノウハウを知識モジ.ユールとしてまとめ，その適用方法を「平常時操作」の基本的考え方に基づ

いて従米の手続き噌 EiJEで制御する構造を示す。また，操作手順の合成の際には「運用計算」で使用され
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ているような電力系統のモデルとは異なった“論理設備"と“論理開閉器"がそのモデル化の際に有用な

概念、であることを示す。最後に，提案する方式を電力会社の系統運用計算機に導入し良好な結果が得られ

たことを示す。

1 .3.2 知識ベースによる平常時操作手順の決定法に関する概況

第3章では r平常時操作」に関して，知識ベースを用いた予定作業停止操作と運用停止操作の件名に

対する停止側と使用側の操作指令手順の決定方法について示す (31)(33)(56)o まず，従来の知識ベー

スシステムの中で知識の不完全性という問題に着目し ある種の深い知識に基づく知識の動的検証が有効

な解決手段であることを示す。そしてその動的検証機構の実現方法について述べる o 次に，合成された操

作指令手順の妥当性を検証するための機器操作のシミュレーションの実現方法についても述べる。機器の

開閉操作シミュレーションの際には論理開閉器を拡張した論理接続子の慨念、が重要であることを/Jミす。披

後に，これらの実現方法を評価するために，連係した2台のパーソナルコンビュータを用いたエキスパー

トシステムを開発し モデル系統上で評価した結果を述べる。なお，本エキスパートシステムは.操作性

の向上対策のために大画面スクロール機能，音戸出力機能，マウスカーソルのコンビュータ間連続移動等

も実現しており，完成度の高いシステムとなっている o

1.3.3 線形計画法の適用による復旧目標系統の決定法に関する概況

第4章では r事故時操作」に関して線形計画法を適用する方法について述べる (42) (47)。まず，従

来の「事故復旧操作」の方式を分類しその問題点を明らかにし，それらの解決方法のーっとして数理計画

法的手法に着目し 事故復旧問題の定式化を示す。事故復旧操作は高速な処理が必要であることから，復

旧対象系統に対する復旧戦略を考慮して，最小費用流問題として定式化できることを示す。すなわち，復

旧戦略を復旧ルートの上のコストとして表現すれば，従来熟練運用者が実施していた復旧庁法と同等な解

が最小コストを実現するフローとして得られるのである。本方式は，ネットワークシンプレックス法に関

連する方式であり 問題構造の特殊性のために非常に効率のよいアルゴリズムが構築できる。そして，実

系統の事故例に本方式を適用した結果について示す。その結果から，通常の運転状態での事故に対しては

極めて高速に解が得られることを示す。

1.3.4 混合整数計画法の適用による復旧目標系統の決定法に関する概況

第5章では r事故時操作」を組合せ最適化問題としてとらえ，混合整数計画問題として定式化し解く
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方法について述べる (49)(83)(54)o まず，第4章で侵案した方式が対応、できない重負荷に対する事故

復旧問題を，厳密な解法である混合整数計画問題として定式化する。この場合には，開閉器の開閉と過負

荷による負荷切り離しを 0-1変数に割り 当てる。そして，停電負荷および熟練運用者の復旧操作との相

異の両方を最小化すべき目的関数として解く方法を示す。従来は，停電負荷の最小化あるいは操作回数最

小化の!単一目的での定式化のみであったので，実用に供される可能性はほとんどなかったものである。特

に，熟練運用省の傑作に近付けるために‘復旧操作コスト"の概念、を提案する o この新しい概念、は，数理

計画法で友現できる問題に対してエキスパートシステムで使用されるような専門家の知識を導入するため

に非常に有効であり，さまざまな問題への応用が期待で、きるものである o そして，実系統の事故例に本方

式を適用した結果について述べる。その結果，あらゆる系統の運転状態において 操作コスト"が効果的

に機能し最適な解が得られることが判明したことを述べる。

1 . 3.~) 知識ベースと数理計画法の融合による復旧手順の決定法に関する概況

第6章では r事故時傑作」を支援する計算機システムとして最も望ましいと考えられる“知識ベース

と数用計画法を融合した方式"を提案する (59) 従来の事故復旧に対して提案されている方法は，知識

ベースか数理計画法のいず、れかを用いているためにそれぞれの欠点を本質的に有している。すなわち，知

識ベース処PTIにおいては知識の不完全性とシステムの開発と維持のためのコストの増大がある。また，数

珂!j十 IÙII的処~Eにおいては履適解は得られるものの処理時間の長さがネックになる o 従って，これら問題を

解決するために両者を融合したシステムの提案を行なう。まず，復旧目標系統の決定は第5章で述べた混

合特数社IlbIilによっているが，処理時間の高速化のために知識ベース処理により原問題を幾つかの部分問

題に分解する々はをぷす。この部分問題への分解の手法は事故復旧特有の復旧戦略によるものであり，組

合せ段通化問題における傑京空間の縮小化に運用者のもつ復旧戦略を使用したものと考えるきことができ

る。部分問題に分解しない場合に比べて約30%の処理時間にまで高速化できる o さらに，従来知識ベー

スに桝納されていた知識の約2/3を数理計画的処理に移し替えることができたため，その開発と維持の

ためのコストは大幅に抑制できることが予想されるようになった。次に，復旧操作指令手順の作成は第 3

r~でぶしたような知識ベース処用により実現する o 最後に，非常に大規模なモデ、ル系統に対して本方式を

適用した結果について述べる。その結果，妥当な復旧操作指令を高速に合成できることが判明したことを

述べる。
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第2章論理生成方式による平常時操作手順の決定

本章では r平常時操作」に関して，系統運用計算機に対して初めて知的な動作をさせることを指loJし

た「論理生成方式」について述べる o プログラムによる知的な問題解決を日指した計節制御論開あるいは

論理生成と呼ばれる方式は，かなり古くから検討されているものであるが，昭和151lド(1 970年)に

鈴木ら(1 )により提案された論文がその最初のものであろう o その後，昭和 55年(1 980年)から電

力会社(東京電力)と主要重電メーカ(東芝，目立， 三菱)との共同研究として開始された“設備総合円

動化計画プロジ、エクト"の重点項目として論理生成による干常時および事故時操作の|可動坐成が取り 1:げ、

られ，詳細な検討が実施された。約5年間の検討に引き続いて約2年間を費やしてソフトウェアが開発さ

れ，昭和 62年(1 987年)に系統運用計算機上で我が国で最初の「論理生成Jj式J による平常時傑作

支援システムが稼働を開始した。現在も同一のソフトウェアが十数筒所の給電所で順調に稼働している。

さらに，他の電力会社用に一部変更されたソフトウェアも実用システムに供されており，その数はかなり

の数にのぼるo 著者は，この 設備総合自動化計画フロジ‘ェクト"に履初から最後まで参加する機会を得

ることができ，その論理生成を用いた平常および事故時の実現Ji法に関するさまざまな従来を行った o

「平常時操作」の論理生成についてはその設計から開発の全てを行い，その成果を論文 (21 )としてま

とめている o 本章の内容はその論文に基づいたものである o

2.1 概説

2.1 .1 平常時操作の自動化に関する概況

般に，電力系統は遮断器，断路器，変圧器，母線，調相設備などの変電設備と，送屯線，開閉t苔など

の送電設備からなる o これらの設備は保守作業のため，あるいは電力系統の運用上のために停止したり，

停止したものをその後使用する必要がある o これらの停止対象となる設備(以ド，作JLH象設備という)

の停止および使用の操作は複数の手順ステップからなる操作指令手順により実施される D

この操作指令手順の作成は r手動設定方式J. rファイル方式J. r論理生成方式J. r知識ベース

方式」の4つに大別される。まず第一の方法は，給電所等の運用者が系統の運転状態や安全性を考慮、しな
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がら 1ステップずつ作成する方式である。しかし，大規模で複雑な系統構成に対応するには運用者の負担

が大きくなりすぎている。 rファイル方式」は，あらかじめ主要設備に関する標準的な手順表を計算機に

保存しておき必要に応じて呼び出し，一部修正の上再利用する方法である o しかし，系統構成の変更と同

期して保存されている標準的な手順表も変更しなければならず，計算機システムのデータベースの管理を

難しくしている o 「論理生成方式」は，本章で述べる方式であり，運用者が実施している平常時操作の考

え方をいくつかの処理単位として計算機の中に格納し それらの組合せをある規則に従って行うようにし

たものであり，計算機による操作指令手順の自動生成がほぼ可能になっている o r知識ベース方式」は，

現在急速に広まっている方式で問題解決の手続きを汎用性をもっ推論機構と問題向きの知識に分離した手

法であり優れた方式であるといえる。この方式については，第3章で詳しく述べる o

2.1.2 提案手法の概況

ここで述べる「論理生成方式」による操作指令手順の作成方式は，給電所に設置する自動給電システム

に導入したものであり，電力系統設備の作業停止や運用停止などの平常時操作における実際の運用規則や

運用経験から生じた考え方や方法の中から，幾つかの知識を抽出し，これを規則の形に表現し，これらの

規則と実際に操作をする時点の電力系統設備の系統状態を比較することにより，停止操作指令手順と使用

操作手順を決定する方式をとっている。このため，電力系統内のいかなる停止対象設備に対しても，操作

を実施する時点の系統運用状態で最も適切と考えられる操作指令手順を自動的に作成できる方式である。

系統構成が変更(設備の追加や削除)されてもプログラムの変更は一切不要であるという特長を有する。

従米，この種の自動生成論理は，供給信頼度向上という目標に向かつて平常時・事故時における開閉操

作をいかにするかの問題を扱うものが主流であり，過負荷を解消するために特定線路を母線開で切り換え

ることなどがこれに含まれている o しかし，本章で述べている電力系統の作業停止や運用停止といった平

常時操作に対する自動作成論理はこれまで報告されていない。

本来で対象とする「平常時操作」は，地方供給系統すなわち一次変電所とそれらを連係する送電線，お

よびそれらの送電線から電力の供給を受ける配電用変電所や特別高圧需要家(以下，配変，特高と略記)

から構成されている系統を対象とする o ここで「平常時操作」とは，系統構成，電圧，潮流などが的確に

維持された状態での系統設備の保守のために行う「予定作業停止操作」や「運用停止操作」をいう。
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2.2 論理生成方式

2.2.1 論理生成方式の基本的考え方

一般に r平常時操作」を行う場合には，系統の安定供給を維持しながら安全に操作を実施する必要性

から，下記のような考え方のもとで‘操作指令手順を作っている。

(C -1)停電範囲を最小化する

(C-2)停電時間を最短にする

(C-3)操作の安全性を確保する

「論理生成方式」による操作指令手順を作成するためには 上述の (C-1)--(C-3)を制約条件

として操作対象設備を停止し，さらに使用する適切なアルゴリズムを確立することが必要である o

「平常時操作」に着目すると，電力系統は以下のように表される。

G={Ga， Gb， Gc， Gd， Ge， Gf} (2.1) 

ここで¥

G 給電所システムにより監視している電力系統設備の全体集合

Ga : 停止対象系統を構成する設備の集合

Gb: 停止により影響を受けない充電系統を構成する設備の集合

Gc 停止前に停止対象系統の操作をし，停電を回避できる系統の設備の集合

Gd: 停止対象系統を停止したため一時的に停電するが，再課電操作(系統運用の用語では“加電"

ではなく“課電"を用いている)により充電となる系統を構成する設備の集合

Ge 停止対象系統の停止のために従属的に停電が避けられない系統

G f : 停止操作前から停電していた系統

であるo

従って，停止対象設備の停止後の状態においては，

充電中系統={Gb， Gc， Gd} 

停電中系統={Ga， Ge， Gf} 

である。

制約条件 (C-1)は， GcおよびGdを最大にすることである。

max {Gc ，Gd}  (充電中系統の最大化)
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制約条件 (C-2)は， Ga操作指令手順作成時に充電時間を最小とするために，特高が全停となるよ

うな傑作順序を遅くすることで実現している。すなわち，送電線に連係する特高の操作順位は二回線受電

特高を優先し，最後に 」回線受電特高としている。 一方，制約条件 (C-3)は，操作指令手順作成時に

安全性を確保するために操作順序を適切に構成することである o

図~~ • 1は r論理生成方式」の基本的な考え方を説明するための簡単なモデル系統である o (a)図

に示すように，停止対象設備はB変電所の遮断器CBOlと， B変電所とD開閉塔聞の送電線b-d線と

する(図中の太線で示す)。また，各送電線はB変電所側から課電されており， D開閉塔の開閉器は無電

圧燥作開閉器であるとする。従って， D開閉塔の開閉器の操作時には開閉器の両端が無電圧でなければな

らない。停止対象設備を停止すると， (b)図に示すように網かけの部分が停電となる。この停電系統は

停止対象系統Gaと 停止前にA変電所から a-b線を課電することにより 停電を回避できる系統Gc

と，停止対象設備を停止後C変電所から c-d線を再課電することによる充電可能な系統Gdに分けられ

る。これらの傑作を実施した後の系統を (c)図に示す。同図は制約条件 (C-l)， (C-2)を満足

した結果となっている。 一方制約条件 (C-3) を満足するために 停止対象設備の送電線b-d線を

停止する際には， 一旦， D開閉塔の開閉器の両端を無電圧にしている。

ハU
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A変電所 B変電所(電源端)

CB01 

D開閉塔
a-b線 b-d線 c-d線

(a)初期系統

A変電所 B変電所(電源端)

Ga 
¥主

CB01 

Gc Ga 

(b)停止設備切離し系統

A変電所 B変電所(電源端) C変電所

CB01 

D開閉塔

a-b線 b-d線 c-d線

( c)停止操作実施後系統

停止対象設備(図中の太線で示す)
B変電所遮断器 CBOl

口:遮断器(閉) 民:遮断滋(開)

0:断路器(閉) ~:断路誌側)送電線 (B変電所--D開閉塔)

図2.1 モデル系統

図2.2は以上の考え方の適用順序を示した流れ図である o



第 2 • 酋理生成による平常時録作手順の決定

停電回避手順の作成

停止対象設備の停止手順の作成

停電設備への再課電手順の作成

使用側手順の作成

図2.2 基本的な考え方

2.2.2 論理生成方式の生成規則

J命J!M't成庁式の生成規則は，熟練運用者が実施していた操作指令手順の作成方法を詳細に検討すること

により抽出したものである (21)。この作業には，著者も従事した設備総合自動化計画プロジ、エクトの中

において.東京電力(株)技術開発研究所と重電3メーカ(東芝，目立，三菱)との共同作業により行な

われた。

生成規則の詳細は付録の付表B.l-----付表B.5に示したが，生成規則は概略以下のような考え方に従っ

てまとめられているo

( ] )凶 2.2に示した停電回避手順の作成，停止対象設備の停止手順の作成，停電設備への再課電手

~の作成，使用側手順の作成の各機能毎に適用する規則をグループ化する o

( ~~ )各機能毎に，操作対象設備を特定する規則と操作開閉器を特定する規則を設ける o

( ~~I )操作対象設備と操作開閉器が複数抽出された場合に， 一つの設備や開閉器を選択するための規則

を設ける o

(1 )設備積別と開閉~種別に従って，運用仁および安全面から必要となる操作指令手順を付加する規

1111を設けるo

-12 -
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(5 )操作目的が予定作業停止あるいは運用停止操作の場合は，停止件名データをもとにして接地の着

脱，連絡確認のための操作指令手順を自動作成する規則を設ける。

(6)使用側の操作指令手順は，停止側の逆順序となるような操作指令手順とする規則を設ける。

2.3 実現方法

2.3.1 論理生成方式の処理の流れ

「論理生成方式」の処理の具体的な流れを図 2.3に示す。以下，図に従って本庁式の実現方法を説明

する。

( 1 )停止件名グループ抽出と着目順位の決定

停止要求の出ている停止件名の中で，停止時刻あるいは使用時刻がある一定時間内(例えば. 6 

O分以内)に収まっているものを件名停止件名グループとしてまとめるo 停止側時間でまとめら

れたクゃルーフ。を停止側クγレープ，使用側時間でまとめられたグループ。を使用側グループ。と呼ぶ。

本方式では，時刻の早いグループを優先して処理を行う o このように複数の停止件名をその要求

時刻でグループ化することによって ほぼ同ー時刻の作業をまとめた効率的な操作指令子順友を

することができるようになる。以下の処理はこの停止件名グループ毎に着目して行う o

(2 )停止設備切離し系統の作成

着目中の停止側グループ内に含まれているすべての停止対象設備が停止した後の系統状態を検討

するために，停止対象設備に接続している開閉器を“開"状態とした系統を作成する o このよう

にして得られた系統を停止設備切離し系統と呼ぶ。この系統仁で充停電設備判定を行い，充電設

備の集合である充電設備クゃルーフ。と停電設備の集合で、ある停電設備グルーフ。に分ける。さらに，

停電設備グループを初期系統の状態と“開"状態とした開閉器の種別とにより，停止設備グルー

プ，従属停止設備グループ，関連停電設備グループおよびその他停電設備グループに分類する o

この分類において，停止設備グループは停止対象設備の集合である o 従属停止設備グループは，

停止対象設備を停止するために，無電圧操作開閉誌の操作を必要とするために従属して停止せざ

るを得ない設備の集合であり 関連停電設備グループは停止対象設備を停止した結果として停電

した設備の集合である。その他停電設備グループは初期系統において既に停電していた設備の集

qδ 
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合である。

(3)停電回避手順の作成

停止対象設備の停止に伴って停電する関連停電設備グループに対して，停止設備の停止に先立つ

て，あらかじめ他の充電設備と併用する操作指令手順を作成する o

(4 )停止対象設備の停止手順の作成

停止設備グループ従属停止設備グループ内の設備 および前記 (3)で停電回避できなかった

関連停電設備グループの設備を停止する操作指令手順を作成する o

(5 )停電設備への再課電手順の作成

停止対象設備の停止手順の作成で，停止した従属停止設備グループ内の設備を他の充電設備から

課電する操作指令手順を作成する。

(6 )同課電設備の初期受電形態維持手順の作成

停止対象設備の停止操作に伴って受電停止した特高あるいは受電切換した配変は，前記 (5)に

より，受電停止中の特高の受電操作および配変の受電切り戻し操作が可能となるので，そのよう

な操作指令手順を作成する。

(7)接地つける，作業開始などの手順の作成

「接地つける」および「作業開始」などの連絡確認のための操作指令手順を作成する o

(8 )接地はずす，作業終了などの手順の作成

「接地つけるJ. r作業開始」などの逆手順として「接地はず、す」および「作業終了」などの連

絡確認のための操作指令手順を作成する o

( 9 )使用側手順の作成

使用側手順は，手順作成過程系統の状態で停止中となっている停止対象設備を初期系統の状態ヘ

氏すための一連の操作指令手順を作成する o

-14 -
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(2) 停止設備切離系統の作成

(3) 停電回避手順の作成 I (8) 接地つける，作業開始等の
連絡確認手順の作成

(4 ) 停止対象設備の停止手順の作成

(9 ) mffi~ TJngのιコ(5 ) 停電設備への再課電手順の作成

(6 ) 再課電設備の初期受電形態維持
手順の作成

(7 ) 
接地つける，作業開始等の
連絡確認手順の作成

、、.，
J

'
E
i
 

J
'
E

‘、

停止件名グループの抽出

と着目順序の決定

1件名グループに着目

未済み

図2.3 全体の処理の流れ

- 15 -
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2.3:.2 電力系統の表現方法

効率的な処理を行うために r論理生成」の対象とする電力系統設備を論理設備と論理開閉器の集合と

して表現する。

( 1 )論理開閉器

遮断器，断路器および、ジャンパなど個々の開閉器で関連するものを集めて論理開閉器として定義

し，電力系統設備の接続状態を表すための開閉状態を表わす論理的な開閉器として使用する o 論

理開閉器とは，設備に所属する個々の開閉器で直列な分岐のない開閉器を集めたものであるo 論

理開閉器はその両端が充電中でも開閉することができる論理開閉器 (A)と，その両端が無電圧

の場合にのみ開閉することが可能な論理開閉器 (B)に分類する D 論理開閉器の例を図 2.4に

示す。

中性点接地装置

~: 論理開閉器

一次側甲母線

一次側乙母線

二次側乙母線

SC:スタティクコンデンサ

SR:シャントリアクトル

図2.4 論理開閉器の例

-16-
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(2)論理設備

電力系統設備から論理開閉器を除いたすべての設備をいう o 論理設備は，母線および変圧器のよ

うに実設備に対応するものと，仮想的な設備に対応するものがある。図 2.1の論理開閉器以外

の部分が論理設備である o 図2.5は抱き合わせ設備と称して 一つの開閉器により異なった送

電線への課電を行なう設備であり仮想的な設備の例である。なお，本システムで、扱っている設備

の詳細は付録Cに示している。

g警

論理設備

口:遮断器(閉) 民 :遮断誌側)

0:断路器側 ※:断路器(開)

図2.5 仮想的な設備に対応する論理設備の例

2.3.3 論理生成方式の基本機能

「論理生成方式」を実現する上で必要になる基本機能には，操作規則判定，停電設備判定，課電操作開

閉器抽出，送電線の電源、端一負荷端聞の最短経路抽出，操作指令の模擬実行などがある o ここでは，これ

らの中から操作規則判定について述べるo

( 1 )操作規則判定

前項で操作指令手順を作成する際に用いられる規則を示したが これらの数多くの規則を整理して，効

率良く判定させ，しかもメンテナンス性を向上させるためには，プログラムからいかに規則を独立させて

扱うかが一つのポイントである o このため，操作対象設備毎に「条件部」と「結論部(指令用語)Jから

-17-
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なるテーブルを作成し，条件を逐次判定し条件を満足する場合に指令用語を決定し，操作指令手順を作成

する o

ここで r条件部」は通常複数(1 0個程度)の条件の集合で表現されている場合が多い。このような

設計方針を採用したことにより，結果として第3章で述べる知識ベース処理に類似したシステムとなって

いる o 計らずも， A 1ブームの火付け役になった松本と坂口らによる論文 (8)が提出されたのと同時期に

このような設計を実施していたのは興味深い。知識ベース処理との大きな違いは， 1 F，，-，THENで表現

した規則がプログラムのロジック部に配置されているか否かである o

表2.1は停止対象設備が二回線受電特高の場合の具体的な生成規則の例である o 表中のCHi (i= 

1"--8)は論理変数であり，備考欄にその論理値を示している o また， ‘&"は論理積を表している D 本

規則を図 2.6(a)の二回線受電特高引込線の予定作業停止に適用すると， (b)図の操作指令手順が

作成される。

表2.1 論理生成方式の生成規則の例

(停止対象設備=二回線受電特高の引込線)

規則 条件 結論

ルール l
C H 1 &C H2&C H3&C H4 &C H5& 関連併用配変の予備線側引込線

CH6 を“併用する"。

yレール 2 CH1&CH2&CH3&CH7 

停止側引込線から相手側引込線

ヘ

lレーlレ3 CH1&CH2&CH3&XH8 

停止側引込線から相手側引込線

ヘ“ルーフ。切替 (運用)する o

ルールk CH1 &CH2&CH7 

停止側引込線の線路側LSを

“操作ロック"するo

ルールn ルール 1による手順作成有無 一 有
関連併用配変の予備線側引込線

を“併用とく o

備考 CHjの説明

CH1 :停止側引込線の開閉状態=“閉"

CH3 :特高の切替方式=ルーフ。切替

CH5 :関連併用配変有無=“有"

CH7 :停止要求の種類=“予定作業停止"

CH2 :相手側引込線の開閉状態=“関"

CH4 :ループ切替可否判定結果=“可"

CH6 :関連併用配変併用可否判定結果=“可"

CH8 :停止要求の種類=“運用停止"

no 
'E且
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a線 lL
圃圃・・・圃・・

2L 

停止対象設備
(特高引込線)

LSl 

A特高

切替方式:ループ切替

(a)初期系統

B配変

No. 所名 操作 内 容

1 B配変 a線 2L 併用
i + 1 A特高 a線 lLから 2Lヘ lレーブ切柊

i+2 A特高 a線 1L LSl 操作ロック
i+3 B配変 a線 2L 併J+Jとく

(b)操作指令手順表

図2.6 二回線受電特高の引込線作業停止の例

2.4 実系統への適用例

本方式を電力会社の給電用計算機システムに適用して，各種の停止対象設備を与えて作成した操作指令

手順の妥当性と処理時間を評価した。その中から停止設備がてつの場合の例を用いて説明する。

図2.7(a)にこれから「論理生成方式」で操作指令手順を作成しようとしている実系統の初期系統

を示す。本例では，送電線に三つの特高(三国工業，湯浅電池，フィルム小田原)と-つの配変(足柄). 

および二つの変電所(多古，西相模)が連係している o 停止要求のあった設備は. (b)図にボすように

nwd 
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送電線とその送電線に連係する遮断器の二つである。この停止対象設備を (a)図の太線で示している o

(a.)図において丸の中に記入した数字が停止操作優先順位である。停止優先順位は停止対象送電線の電

源端である西相模変電所側に近い特高を優先し，次に配変，変電所，最後に電源端の変電所としている

(表2.1の停止対象設備の停止手順作成処理の第一番目の規則に対応する) 0 

甲

乙 =3 
34口開 33 

① 

1 

湯浅電池(特)

足柄線 1 L 

2L 

2 

① 2ぷ。笠1① ① 
フィルム小田原(特)

困:CB (閉)口:CB (開)

• : LS (閉 o : LS (開)

(a)初期系統

停止対象設備

足柄線 1L
(西相模 SS""'多古 ss) 

多占 ss 穴部線 1L CB01 

停止側グループ 1， 2 

使用側グループ 3， 4 

(b)停止件名グループ。

図2.7論理生成方式の適用例

-20ー
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(b)図に示したように，本ケースの停止対象設備の送電線と連係している遮断器 (CB)の停止の時

間帯(停止時刻から使用時間まで)が互いに関係しているために，操作指令手順の作成が比較的難しい例

である。

図2.8に本方式により自動生成された燥作指令手順を示す。同図の操作指令予順においては. N 0.1 

-----N 0.1 0までが停止操作手順である o

「論理生成方式」による操作指令手順の作成を要求してから結果がCRT画面に衣ぷされるまでの処用

時間は，本ケース (27手順ステップ)では 26秒であった。使用計算機は，制御HJ計算機TOSBAC

-7/70G.使用言語は. FORTRANである。マンマシン処理を除く論理坐成の核の部分は，プロ

グラムソースで約30.000ステップである。

表2.7は，主要な停止対象設備毎の標準的な手順数に対する停止設備毎の標準的な子j服数に対する本

方式と手動設定方式による所要時間の比較を示すものである。同表からわかるように，従来週用者が系統

の運用方法，人身の安全などを総合的に判断しながら行っていたのに比較して，的確な操作指令手順を傾

めて高速に作成することが可能となった。特に，送電線停止のように手順数が多いものや，複数の停止設

備が重なり合う場合にはその効果が顕著に表れている o

表2.7 手動庁式と論理生成方式の所要時間の比較

項目 l標準手順数| 所要時間

論理生成方式 手動方式

母線 4 5 (秒) 30 (秒)

変圧器 6 6 (秒) 60 (秒)

送電線(小) 30 2 9 (秒) 2 0 (分)

送電線(大) 60 6 5 (秒) 4 5 (分)

送電線(大) 60 6 5 (秒) 4 5 (分)

送電線(小)+CB 34 3 5 (秒) 2 2 (分)

母線交互停止 8 8 (秒) 2 (分)
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操 作指令 手 順 表

停止件名; 足柄線 1L (西相模 ss--......多古 ss) 

多占 ss 穴部線 CBOl 

所 名 操 作

ニ三国工業 三国工業線 1L 

三国工業 三国工業線 1L 

湯浅電池 足柄線 lL

足柄線 2L

o 1開 1関 2閉 02閉

湯浅電池 足柄線 lL

フィルム小田原 富士小田原線 1L 

富士小田原線2L

2閉 02閉 o 1開 1開

フィルム小田原 富士小田原線 lL 1 

足柄 ss 足柄線 1L 

多占 ss 穴部線 lL

両相模 ss 足柄線 1L 

内相模 ss 足柄線 lL

多~Lj-S S 穴部線 lL

松川送屯 足柄線 lL

多，1)-S S 穴部線 lL o 1 

多山 ss 穴部線 1L o 1 

多rijS S 穴部線 1L o 1 

多山 sS 穴部線 1L o 1 

多松田送電 足柄線 lL

多 r~- S S 穴部線 1L 

同相模 sS 足柄線 lL

内

両相模 sS 足柄線 1Lを66kV甲母線より

多占 ss 穴部線 1L 

bi柄 SS 足柄線 1L 

フィルム小川原 富上小田原線 1L 
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第 2 • 詣理生成による平常時操作手周囲の決定

1 8 フィルム小田原 富士小田原線 lL

富士小田原線 2L

I閉 o 1閉 02関 2関

湯浅電池 足柄線 lL ロック解除

1 9 湯浅電池 足柄線 lL

足柄線2L

02開 2開 l閉 012閉

三国工業 三国工業線 1L ロック解除

図2.8 操作指令手順表の作成例

2.5 結言

本章では，電力系統の平常時操作指令手順作成を制御用計算機を用いて自動生成する「論~生成方式」

について述べた。本方式は，電力系統の「平常時操作」のノウハウを熟知しない打年名-でも熟練告と[u']等

の操作指令手順を作成することが可能となり運用者の負担を減少できる o また，使用する都度，その時点

の電力系統に合わせて作成するので，系統変更に伴う操作指令手順の修正も不要である o また， 2.2.2 

項で述べた論理生成の生成規則は，計算機による千常時保作の本格的な自動化における重要な考え庁を/示

しており，現在開発されているシステムのほとんどがこの考え方を利用している。

本章で述べた「論理生成方式」は，昭和 62年(1 987年) 2月より実運用の給活用計算機システム

(東京電力(株)厚木給電所)に組み込まれて順調に稼働中であり，運用面からも運用者の負担軽減の面

で良好な結果が得られている。また，本フログラムは同給電用計算機システムの操作訓練機能の J 部にも

取り入れられて系統運転員の新人教育にも利用されている o
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第3章 知識ベース方式による平常時操作手順の決定

本章では r平常時操作」に関して，知識ベースを用いた予定作業停止操作と運用停止操作の件名に対

する停止側と使用側の操作指令手順の決定方法 (31) (33) (52) (55)について述べる o 本章の内容は，第

2章で示した手順の自動生成に対する規則を知識ベースシステムのルールとして記述し，更に，操作手順

の妥当性を検証するために新たに必要となるルールも付加したものである。知識処理言語としては，

Prologでの検討から開始したが，最終的には処理時間と他言語との柔軟なインターフェイスを備えている

点でOPS83言語を用いたシステムを構築した。また，本システムを構築中に遭遇した知識ベース自体

の不完全性に起因する問題を検討し，知識の動的検証機構を本システムヘ組込む方法を提案する。本章で

述べた方式は，制御所の操作卓に類似した環境を実現するためパソコン 2台を連結したシステム上にイン

プリメントし，電力会社の実系統データをモデル化した系統を用いて評価し良好な結果が得られたことを

示す。現段階において知識ベースシステムの開発や維持に要するコストは非常に大きく 系統運用業務で

それを手軽に利用するまでにはなっていない。しかし，平常時操作指令手順の作成のようにオフライン的

な業務を支t愛するには 本章で提案したパソコンによるシステムでもかなりの部分がカバーできるように

与えられる D 本章の内容は，一連の研究成果をまとめた論文 (52，55)に基づいたものである o

3. '1 概説

3.1 .1 平常時操作への知識ベース方式の適用に関する概況

「平常時傑作」への知識ベース適用の検討は昭和 60年 (1985年)頃から始まったが r事故時操

作」に対する検討に比較すると，その実際の適用は比較的最近のことである (23)(24)(3i)(52)(55)o

その.理山は，異常時における電力の供給信頼度確保の点から「事故時操作」の方が「平常時操作」よりも

技術荷や研究者の興味をヲ|し￥たためだと思われる o しかし，常時の電力の安定供給のためには系統の運用

や設備保守が必安である o 更に r平常時操作」は非常に重要な業務として系統運用計算機上のこのソフ

トウェアの規模は機能単独として最大規模 (60%程度)となっており その維持管理が難しくなってい

る。従って，第11:章以降で述べる「事故時保作」の自動化と同等に，近年「平常時操作」にも技術者や研
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究者の関心が向けられてきたことは喜ばしいことである。

「平常時操作」ヘ知識ベース適用した最初のプロトタイプシステムは，平成ノ己年(1 989年)の沖ら

(22)による作業停電計画に対するものであろう。作業停電計画とは「停止;1t"，珂」あるいは「停止調整」

とも呼ばれ r平常時操作」業務の最初に扱われる機能である o 電力系統設備の拡充・改良や保守点検の

ための作業停電，あるいは運用上の理由による運用停止は，電力系統の屯任階級別に年単位，月単位に作

業要求を取りまとめ，系統の信頼度の低下や設備・機器の過負を最小限に留めるよう各所から提出された

要求を相互調整して，全体の実施計画を策定するものである。文献 (22 )の知識処E哲郎は.Symbolics 

-3670を用いてLi s p言語により検討されたが，最終的にはガーベッジの発生による処均速度のJ悪

化のために SU~3上に C言語と FORTRANとで構築されている o

一方，平常時操作指令手順の作成に知識ベースを適用したシステムは，平成2年(1 990年)の長谷

川ら (23)の報告によるものが最初であるが，そこでは具体的な傑作指令手順は示されていない。その後，

平成5年 (1993年)の幅ら (24)の論文で本格的なシステムとして報告され，平成 6年(1 991年)

の著者 (55) によるパソコンを利用したシステムの報告へと続いている o 幅らのシステムは知識表現にオ

フ。ジ、エクト指向による階層的系統表現を用いているのが特徴である。しかし 特定の計算機に依存したエ

キスパーシステム構築ツール (EUREKA-II)を用いているため汎用的とは言い難いものである。

3.1.2 提案手法の概況

ここで述べる「知識ベース方式」による操作指令手順の作成方式は，第2章で述べた「論理生成」の

規則を知識ベースシステムのルールとして記述し，更に 操作手順の妥当性を検証するために新たに必要

となる“機器展開ルーノレ"と，知識の動的検証を行うための“検証用知識"を付加したものてある o 知識

ベースによる方式は，問題解決の手続きを汎用性をもっ推論機構と問題向きの知識に分離した手法であり，

優れた方式であるといえるo しかし 本手法は本質的に知識の不完全性という問題点が残る o 高野らの論

文 (38)は，このような問題解決のために電力系統操作手順作成に対する知識の動的検証の枠組みを提案

した先駆的なものである o そこでは，システムが満足すべき仕様を「状態禁止J. r-遷移禁止J.および

「サブゴール到達」の3つの制約条件として知識ベースに格納し，ワーキングメモリ上にこれらの制約条

件に違反する状態が発生すれば，推論を中断させている o しかし，同論文で示されている 3つの制約条件

の具体的な実現方法は，実在の開閉器毎の状態を個々に規定して知識ベースに格納しており，実用的なシ

ステムに搭載するには，開閉器数に比例する膨大な数のルールを入力しなければならず煩雑すぎる o さら

に，知識ベースによる方式は，その開発や維持に要するコストが従来のシステムに比べ著しく増大する傾
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向にある o その理由の 1つとして知識ベース処理を実現するための高性能な計算機の必要性がある o

本草では，知識ベースによる庁式の仁述の問題点を克服する目的で r平常時操作」の基本的な考え方

に基づいたより深い知識を用いて，検証用の知識数を少なくした動的検証機構を備え，さらに，安価なパ

ソコンと汎用的な三語を用いて開発コストを抑さえた平常時操作支援システムを提案する o 提案方式の特

長は以下の3点である o

(A-1)動的検証用の知識として r干常時操作」の基本的考え方に基づく深い知識を導入するとと

もに，パソコン用に簡易な動的検証機構を提案していること。

(A-2) 2台のパソコンの並列駆動により，制御所等の実システムと同等な感覚で操作指令手順の作

成とシミュレーションが行えること o

(Al -3)系統図の人a 岡画スクロール，マウスカーソルの 2画面連続移動，および音声出力を組み込み

操作性の向上を図っていること。

ここで， (A-1 )は信頼性の高し嘆用の知詩文一スシステムにするためには必要不可欠なものである o

本システムでは，次市:で述べる「干常時保作」の基本的な考え方の制約条件を個々の開閉器のレベルでは

なく，もっと抽象的な電力系統設備・機器の充停電状態と運転状態(使用中，運用停止中，作業中)を用

いて記述して，検証用の知識数の低減を図っている o また，シングルタスクの動作が基本であるパソコン

Lで‘システムを精築するために，文献 (38)の機構を簡易にして実現している。両者の相違は，推論エ

ンジンとワーキングメモリを監視している検証用のタスクが独立に存在するか否かであり，検証結果に影

轡をリえるようなものではない。次に， (A -2)は実システムでの操作性に極力近づけるためである D

尖システムの、|正常時保作業務は，操作指令手順表と系統図を同時に表示させながら実施されているからで

ある。また， (A -3)は燥作性の向仁のために考慮した機能である o マウスカーソルの 2画面連続移動

により，実システムよりも傑作ドtが向上している o すなわち，実システムではライトぺン等のポインティ

ングデバイスは，メ己イi切替え釦を押下した側のCRT画面の受け付けを可能とさせているが，本方式はこ

の金f1tfjl下の行為を不安とし定右のCRT表示装置問でマウスカーソルを自由に移動できるからである。ま

た，操作シミュレーション時に操作手順内容の音声出力を付加したため，使用者は系統図上の状態変化に

怠織を集中させることができ.より確実な手順の検証ができる D

内
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3.2 知識ベース処理の実現方法

3.2.1 平常時操作の基本知識

一般に平常時操作を行う場合には，系統の安定供給を維持しながら安全な傑作を実施する必要性から.

第 2章2.2.1で示したような考え方のもとで、操作指令手順友を作っている o

(C - 1) 停電範囲を最小とする (制約条件(1) ) 

(C -2) 停電時間を最短とする (制約条件 (2)) 

(C -3) 操作の安全性を確保する(制約条件 (3)) 

知識ベース方式による操作指令手順を作成するためには 上記 (C-l)~ (C-3)を制約条件とし

て操作対象設備を停止し，さらに使用する適切な知識の集合を抽出することが必要である o 平常時傑作の

知識を整理しやすくするため r論理生成方式」の場合と同様に電力系統を以ドのクーループに分類する

(第2章2.2.1項参照)0 

( i )停止対象設備グループ

( ii )関連停電設備グループ

(iii )従属停止設備グループ

( iv )その他停電設備グループ

( v )操作の影響を受けない充電系統設備グループ

ここで r停止対象設備グループ」は停止件名として入力された停止対象の設備の集合 r関連仰屯設

備グループ」は停止対象設備を停止した結果として停電する設備の集合 r従胤停止設備グループ」は停

止対象設備を停止するために無電圧操作開閉器の操作を必要とするために従属して停止せざるをのない設

備の集合 rその他停電設備グループ」は初期系統において既に停電している設備の集合である o

これらのグループの中で，制約条件 (C-1)は「関連停電設備グループ」と「従属停止設備グループ」

の最小化問題として扱うことができる o すなわち r関連停電設備グループ」の最小化のためには，停止

対象設備の停止に先立つて予め他の充電設備と併用する知識を r従属停止設備グループ」の最小化のた

めには，停止対象設備の停止後に他の充電設備から課電する知識を知識ベースに登録すればよい。 ー方，

制約条件 (C-2) (C-3)は同一グループ内の操作順序を適切に行うための知識を知識ベースに登録

することにより実現できる o

『
，
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3.2.2 知識ベース方式の処理の流れ

ーー般的な干常時操作の処理の流れを図 3.1に示す。同図の (2)-----(5)が知識ベース処理に関係す

る部分である D 以下，図に従って説明する。

( 1 )停止対象設備の入力

停止対象設備コード 作業目的および作業開始・終了時間等の入力する o

(2)操作順序の決定

停止対象設備として入力した設備を停止するためには その停止対象設備の境界にある開閉器を

開く必要がある o 例えば 送電線の場合に操作を必要とする箇所は複数の異なった発変電所や配

電用変電所，そして特別高圧需要家(特高)等の引込み線になる。従って，操作の安全性や開閉

する機器種別の制約により，操作の順序を決定するo

( ， ) 
(2) 

(3) 

(4) 

(5) 

(6) 

停止対象設備の入力

操作順序の決定

停止側手順の作成

使用側手順の作成

操作シミュレーション

指令実行

関3.1 処理の流れ
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(3)停止側手順の作成

操作順序に従って停止側操作指令手順を作成する。また，給電所で作成される操作指令手順は効

率化のために目的指令用語(1つの指令用語で実際には複数の開閉器が操作される: “作業停

止 “使用"等)を用いて作成する。

(4)使用側手順の作成

実際の作業等が完了した後 停止している停止対象設備等を操作前の初期系統に戻すために

一連の操作指令手順を作成する。

(5)操作シミュレーション

完成した操作指令手順が正しいか否かを 1ステッフ毎の操作シミュレーションにより検証する。

(6)指令実行

実際に，現地の開閉器を操作する信号を送出する o

本システムでは指令実行を除いた (1)~(5) をカバーしている o

3.2.3 動的検証周知識

一般に，知識ベースによる処理は知識の不完全性という大きな問題がある。この知識の不備を発見する

ためには個々の知識の適用によって生ず、るすべての中間結果を予測し，知識の適用条件を厳密に記述しな

ければならない。これには相当な時間と高度な知識情報処理技術者の力を必要とするため，完全に誤りを

除くことは事実上不可能である o 従って，知識自体には誤りがないが，知識適用過程で発生する誤推論を

検証するような機構を構築することができれば非常に有効である o

知識ベースによる処理ではその推論過程の全ての情報をワーキングメモリに保有しているので，その過

程を何等かの方法で監視すればよい。このことを知識の動的検証と呼び，その機構の一例が既に高野ら

(38)により提案されている。しかし 文献 (38)の検証周知識は開閉器毎の状態を全て制約条件とし

て規定しなければならない。これは，実システムにおいては，検証周知識の初期入力量が膨大になるばか

りでなく，頻繁に実施されている系統設備・機器の追加・削除等に同期して検証周知識を更新しなければ

ならなず現実的でない。そこで著者は，動的検証周知識として平常時保作の基本的考え方に基づくより深

い知識を導入した方式を提案している (33)。本システムの動的検証用知識ベースには. 3.2.1で説明

した 3つの制約条件に対応する知識を組み込んでいる。以下にその一例を示す。
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(K-1)停電範囲最小化

IF 停止対象設備が送電線の 1回線 and 

連係する 2回線受電特高が停電

TH EN 推論過樫に誤りがある

(K-2)停電時間最小化

IF 停止対象設備が送電線の 1回線 and 

l回線受電特高の停電時間が2回線受電特高より長い

TH EN 般論過程に誤りがある

(K-3) 操作 tの安全確保

IF 停止対象設備が複数ある and 

ある停止対象設備の作業終 f後の復旧操作により停止中の停止対象設備に影響がある

TH EN 推論過程に誤りがある

現{'1:.深い知識を統 a的に抽出する手法は確立されていないが，対象とする物事の原理や原則に関する

知識が深い知識であると考えられる o 今 r2回線受電特高が何故存在するのか」ということを考えてみ

るo それは，片!日]線の引込み線の作業停電時等に他回線から受電し，特高が全停しないように考えられた

特荷受屯形態で、あると考えられる o 従って そのような知識からワーキングメモリを検証しようとするの

が L述の (K-1 )の知識である o これは，停電範囲最小化という干常時操作の基本的考え方の制約条件

(K--l) に対応するものである o 以下の検証周知識もこのようにして抽出している。

|刻 ;3.2が，本システムの動的検証の機構である。シングルタスクの動作が基本であるパソコン上でシ

ステムを構築するために，文献 (38)の機構を簡易にして実現している o 両者の相違は，推論エンジン

知識ベース

図3.2 動的検証機構
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第 3 • 知識ベース方式による平常時操作手順の決定

とワーキングメモリ監視用の検証用のタスク(文献 (38)ではコレクトネスチェッカーと称している)

が独立に存在するか否かであり，検証結果に影響を与えるようなものではない。本方式では，ワーキング

メモリの内容の更新の都度，同じ推論エンジンを用いて検証用知識を適用した検証を実施している。

3.2.4 操作順序の決定

図3.1の処理の流れの(2)に対応する操作順序の決定は，本システムで車要な役割jを持つ。傑作順

序の決定における考え方を説明するために図3.3の簡単なモデル系統を用いて説明する o (a)凶にぷ

すように，停止対象設備はA変電所と E開閉所聞の送電線a-e線 1しとする(図中の太線で示す)0 停

止対象の送電線はA変電所側から課電されており， E開閉所の開閉訟は無電Jf操作開閉器とする。従って，

E開閉所の開閉器の操作時には開閉器の両端が無電圧でなければならない。停止対象設備を停止すると，

(b)図の囲みを入れた部分が停電となる。この停電系統は「停止対象設備グループJG a， r関連停電

設備グループJG b， r従属停止設備グルーフJG cに分類される o ここで， Gbに含まれるC特高は 2

回線受電特高であるから停止対象設備の停止に先立って 2L側から受電するような操作を実施すれば停

電を回避できる o 一方， Gcに含まれるD特高は停止設備の停止後にB変電所側から課屯すれば.停電を

回避できる。 これれは共に，停電範囲を最小とする考え方を実現するためのJi法である o それらの傑作

を実施した系統を(c )図に示す。同図において数字 1-----7はその燥作順序を衣している。傑作順序6と

7は従属停止設備グループへの再課電操作に対応するものである o 以上のように初期系統と作止対象設備

から，電力系統をグループに分類し r関連停電設備グループ」の停電回避操作 r停止対象設備クゃルー

フ。」の停止操作 r従属停止設備グループ」への再課電操作の順序で操作するように知識ベースに登録す

れば，適切な操作順序が決定できる o

A (変)

E (開)

c (特) D (特)

(a)初期系統

'ta 
qδ 
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c (特) D (特)

(b)停止設備切離系統

間
切

引⑤一心L
 

何

飢
①
f
 a

 

m釘一，.

A
 

笠②(切)
①(入)

D (特)

数字は操作)1慎序を示す

( c )停止操作実施後系統

図3.3 簡単な系統

3.2.5 指令用語の決定

|苅 3.1の処理の流れの (3)-----(4)の手順の作成で必要になる指令用語は，操作対象設備の種類，所

属の事業所種別，傑作目的，系統の状態により決定できる o 本システムで考慮している操作対象設備の種

類は，付線(単母線，復母線，変圧~3 次側母線) ，変圧器，発電機，調相設備 (SC，SR) ，引込み

線である o 所属の事業所椅別は，変電所，発電所，配電用変電所，特高(1回線受電. 2回線受電).開

閉所である o 操作t1的は，予定作業停止操作と運用停止操作である o 系統の状態とは 操作対象設備に隣

接する開閉援の開問状態.設備の充停電状態，そして運転状態(使用中，作業中，運用停止中)である o

表3.1に本システムの知減ベースに格納している指令用語を示す。
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表 3.1 指令用語

入れる 解列

開く 並列

作業停止 発電停止(作業)

運用停止 発電停止(運用)

停止 受電

復旧 A接地つける

使用 A接地はずす

併用解く 作業開始

併用 作業終了

ループ切替(作業) 運用停止開始

ループ切替(運用) 運用停止終了

停電切替(作業) 開放確認

停電切替(運用) 操作ロック

切替 ロック解除

3.2.6 個別機器操作への展開方法の決定

図 3.1 の処理の流れの (3)~(5) で必要になる個別機器(遮断器や断路器)操作への展開方法の

決定は，操作指令手順作成における指令用語の決定と，生成された操作指令手順が妥当であるか否かを検

証するために重要である o 操作指令手順の指令用語を遮断器や断路器等の個別機器の開閉操作に展開する

には，開閉器の集合としての接続子の概念、(25) を用いるのがよい。接続子とは設備と設備を結合する開

閉器の集合で，図3.3(c)の破線で囲んだ部分に対応するo 接続子を用いると設備データの管理が容

易になり，個別機器操作への展開方法を容易に知識表現することができる o すなわち，指令用語と操作対

象設備と隣接する接続子内の開閉器の開閉状態により，どのように個別操作すればよいかが決定できる。

例えば，指令用語が「作業停止」の場合は操作対象設備に接続する接続子内の全開閉I~を“開"状態にす

るような知識を知識ベースに格納すれば操作対象設備に接続する開閉器の集合(すなわち接続子内の開

閉器)が非標準な開閉器の形態であったとしても，この知識で対処できる。また，個別機器操作が完了す

ると当該操作対象設備と機器の状態は，図 3.4に示すように， “作業中'¥ “運用停止中'¥ “使用中"

のいずれかに状態を更新する o
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図3.4 運転状態

3.3， システム構成

3<3.1 システム構成

~J 3.5に本エキスパートシステムの構成を示す。 CPUとして 80286を用いた汎用パソコン 2台を.R

S-232Cインターフェイスを用いて接続している。制御所等の計算機システムの構成に合わせて，

パソコン“布"は系統凶 パソコン“左"は操作指令手順表を表示させている D 系統図は拡張メモリ

(EM.S)を用いて大画面スクロール機能をソフト的に実現している o すなわち. EMSに格納している

l両面データに対して友示すべき部分のアドレスを計算し実メモリ上に復元させている。 2台のパソコン

の阿国とのマンマシンインターフェイスは主にマウスを用いている。このためマウスカーソルの 2画面連

続移動を実現している o すなわち，パソコン 右"にマウスを接続し，マウスカーソルの (X，y)座標と

左右どちらの両面ヒにあるのかを示す情報をRS-232Cを介してパソコン‘右"からパソコン左に

送り，マウスカーソルの表示が必要なパソコン側で表示させている o また，操作シミュレーション時はマ

ウスによりパソコン“左"の傑作指令手順表の該当ステッブをクリックすれば 当該ステップの表示色が

円色から黄色に変化し，パソコン“右"の系統図の該当する開閉器の形状と表示色 および設備の充停

電色(亦;充電寺:停電)が変化する o さらに，その操作の内容が音声出力される(出力装

置:VCS l1A-CIF) 0 使用 言語は. OPS83とMS-Cである o 図 3.6に表示画面の例を示

す。
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パソコン“左"

操作指令

手順表

パソコン“右"

系統図

(スクロール)

手順表表示処理

図3.5 システム構成

電力系統操作手JII買表
番号 所 名 樋 作 内 容

板(特〉 板支線 lL →2し ループ切替〈作業)

2 坂〈特) 板支線 lL LS11織作口ツク
一一一

3 上平原(変〉 上平原線 lL 作業停止
a・・圃圃圃・・

4 東広島(蛮〉 上平原紙 lL 作業停止

l司d 5 上平原線 lL 作集開始

6 上平原線 1 L 作業終了

( a)パソコン左

isi f Ls2'f IS12 LSiZ LS13 "L'S2"3 

::~~J4~制:

日 i右|下|上 確認

( b )パソコン右

図 3.6 ~受ぷ画面の例
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第 3 1震 知識ベース方式による平常時換作手順の決定

知識ベースシステムでは，特定の領域を規定した知識を操作することによって問題を解決する。そして

この知識は推論機構により制御される。知識ベースシステムは3つの要素，すなわち領域内のオブジ、エク

ト，プロダクションルーノレ，そして推論機構から構成されるo

( 1 )領域内のオブジェクト

骨堂に，領域はオブジェクトの集合で表現される o 「平常時操作Jでは，ノードとプランチと接続子の

3つのオブジ‘ェクトが領域を表現するための基本的なオブ、ジ‘ェクトである。ここで， “ブランチ"は，潮

流計算モデル等の電力系統解析で使用される送電線や変圧器に加えて開閉器 (CB，LS)も表す。 “ノー

ド"も潮流計算モデルで使用されるものとは少し異なっており， 2つの開閉器の接続点にも定義される。

接続子は，関連する開閉器群をまとめたものである。以下にこれらのオブジェクトのOPS83での記述

例を示す。

Type node = record 一一ノード

NDPKN : symbol; -point key n a m e 

ND IDX : lnteger; 明 nodei ndex 

NDTYP : symbol; -node type 

NDSSNAME : symbol; ー SSn ame 

NDNAME : symbol; --node n a m e 

CELLPTR :lnteger; -to cell poi nter 

ND STS : symbol; --status 

NDOPE STS : symbol; ーーoperatIng ststus 

NETWORK :lnteger; -network index 

Type branch = record 一一フーランチ

BRPKN 

BR IDX 

BRTYP 

BRSSNAME 

BRNAME 

NF 

NT 

BR STS 

BROPE STS 

: symbol; 

: integer; 

: symbol; 

: symbol; 

: symbol; 

: lnteger; 

: lnteger; 

: symbol; 

: symbol; 

-point key n a m e 

-branch index 

-branch type 

-SSname 

-branch n a m e 

-from node index 

-to node i n d e x 

-ststus(on/off) 

ー operatlng status 

戸

h
u

内

4
d
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Type cell = record 一一接続子

CELL IDX 

NUM 

BR 

: i n t e g e r ; --cell i n d e x 

: integr; --number of branches 

: array(1 O:integer); --branch index 

(2 )プロダクションノレール

問題を解決するためには，オブジェクト聞の関係を表す知識(プロダクションルール)が必要である。

本システムには，図 3.1の処理の流れの (2)-----(5)に対応する以下のプロダクションルールを備え

ている o

(a)操作順序決定ルール

(b)停止側手順決定ルール

(c)使用側手順決定ルーノレ

(d)操作シミュレーションルール

例えば，以下は上記 (d)に含まれるルールの例である。

(プロダクションルール)

1 F 操作指令用語が“ループ切替(作業)"である

THEN 相手回線の引込線の接続子(開閉器群)の状態を“関"とし，

操作対象設備(引込線)に対応する接続子(開閉器群)の状態を“関"とする

このルールをOPS83言語で示すと以下のようになる。

Rule expl0 

&G(goal staus = active; class = step4 ); 
&F(fact command = "loop ch a nge (m n t) ") ; 

ーー> &n1 = &F.nodel; 
&n2 = &F.node2・

cal1 dBupdate(on， &n2， mnt); 

cal1 dBupdate(off， &n1， mnt); 

modify &G(status = done; class = step4); 

(3)推論エンジン

標準的な推論エンジンがOPS83システムには付属している o この推論エンジンもまたOPS83で

記述されている o 本システムではこの推論エンジンをそのまま使用している。
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3.4 適用例

本システムの布効性を確認するために，うた系統の'部をモデル化した送電系統に適用しケーススタディ

を行-った。そのqlから停止対象設備が lっと 2つの場合のケースを図3.7の系統(モデル系統の一部)

をHJいてi説明する。

まず，本システムの利用者はパソコン右に表示されている系統図を操作当日の系統構成に変更する D す

なわち，マウスカーソルを開閉器のシンボルに合わせてクリックして開閉器の状態(開，閉)を変更し，

操作、句fI系統が完成したらl両面のド部にある 確認"をクリックする o この時点でこの系統は初期系統と

してデータベースに絡納され. l両面上には停止件名の人力両面が表示される。停止件名は停止対象の設備

や機おに対応するポイントキーネーム (8桁の英数字)と作業開始・終 f時間と作業目的を入力する。こ

の1't:名は複数の人)]がuJ能である。そして.この停止件名の入力が完 fすると推論が開始され，推論が完

fすれば，パソコン注に合成された傑作指令手順表がパソコン右に初期系統(操作当日系統)が表示され

るo 不11川告はこの 2つの|両面を用いて操作指令手順友の妥巧性をステッフ毎に検証できる口この模擬操作

の実行時には，操作内容が音声出力されるので系統図の変化に利用者の意識を集中させることができるよ

うになりより確実な検証ができる o

:tijj総:iiiijiiii 
:LSll LS12: :LS21 LS22: ; LS32 LS31: 

~Q条〈変〉 ‘，a令
'
t内
〆
ι

'・t
a
-
-

F
b
n
H
U
F
O
 

徳)11(配〉 武田〈特〉

~ I il I下 山下確認
上杉(特)

I主]3.7 対象系統( -部)と停止対象設備

口
円

v

q
ぺ
d
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3.4.1 ケース 1(単一の停止件名)

まず，比較的簡単な例として以下に示す送電線 l回線の停止件名の予Jl¥t'lを作成する。本例では織m変電

所から鎌倉開閉所の送電線の予定作業停止の操作指令手順を作成しなければならないが，鎌p，開閉所の開

閉器は無電圧操作の単独LSであることに注志しなければならない。すなわち. 3.2.4項で刀ミした「関

連停電設備グループJG bと「従属停止設備グループJG cに関述したより知的な T:j阪を合成しなければ

ならない。

1 9 : 0 0 

作業fI的 | 

予定作業停止

停止対象設備 | 停止時間

織田-鎌倉線 lL18:00

終了時間

図 3.8 に本システムが合成した操作指令子順を示す。第 1~13J二順が停止側操作指令子!阪であり，

第 14~25手順が使用側操作指令手順である o

n
u
d
 

n
J
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操作指令手順表

停止件名: 織田一鎌倉線 lL

番号 所 名 操 作 内 ~廿.." 

l 武田(特) 武回線 1 L LSll 開放確認

2 武田(特) 武田線 1 L LSll 操作ロック

3 上杉(特) 上杉線 lL->2L ルー7切替(運用)

4 上杉(特) 上杉線 1 L LSll 操作ロック

5 徳川(配) 徳川線 1 L 作業停止

6 伊達(特) 伊達線 1 L 受電停止(運用)

7 北条(変) 北条ー鎌倉線 1L 運用停止

8 織田(変) 織田.鎌倉線 1L 作業停止

9 鎌倉(開) 鎌倉-織回線 1L LSll 開く

1 0 北条(変) 北条ー鎌倉線 1L 使用

1 1 伊達(特) 伊達線 lL 受電

1 2 織田(変) 織田-鎌倉線 1L A接地つける

1 3 織田-鎌倉線 1L 作業開始

1 4 一一一 織田.鎌倉線 1L 作業終了

1 5 織田(変) 織田-鎌倉線 1L A接地はずす

1 6 伊達(特) 伊達線 1L 受電停止(運用)

1 7 北条(変) 北条-鎌倉線 lL 運用停止

1 8 鎌倉(開) 鎌倉-織回線 1L LSll 入れる

1 9 織田(変) 織田-鎌倉線 1L 使用

2 0 北条(変) 北条-鎌倉線 1L 復旧

2 1 伊達(特) 伊達線 1 L 受電

2 2 徳川(配) 徳川|線 1 L 使用

2 3 上杉(特) 上杉線 1 L LS11 ロック解除

2 4 上杉(特) 上杉線 2L->lL ル-7'切替(運用)

2 5 武田(特) 武回線 1 L LSll ロック解除

図3.8 操作指令手順(ケース 1) 
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第 3 • 知識ベース方式による平常時撮作手順の決定

3.4.2 ケース 2 (複数の停止件名)

次に，動的検証に対するシステムのレスポンスを示すために複数の停止件名に対する手順を作成する。

本ケースの停止対象設備は，送電線と送電線に連係している遮断器であり，停止の時間帯(停止時刻から

使用時刻まで)が互いに関連するやや複雑なものである o

停止対象設備 停止時間 終了時間 作業目的

織田-鎌倉線 1L 8 : 00 1 9 : 00 予定作業停止

織田(変) CB30 1 0 : 00 1 5 : 00 -予定作業停止

図3.9は，操作指令手順作成中に知識の動的検証により知識に不備があることが指摘されている例で

ある o 第 17手順の遮断器の作業終了後の使用操作で， 作業中"であるべき送屯線、への諜屯が発生し，

システムが警告メッセージを出力している o すなわち これは 3.2.1項で述べた制約条件 (C-3) 

「操作の安全を確保する」に対応した動的検証用の知識により導出された結果である。この?警告メッセー

ジをもとに知識ベースを調べてみると，遮断器の作業終了後の使用側操作の時点で，使月j側操作により他

の停止対象設備に影響を与えるか否かの検証を実施しなければならないことがわかる o すなわち，指令用

語を rf吏用」ではなく F復旧」にするための知識が不足していたのである o このような知識を追加すれば，

図3.10に示すように妥当な操作指令手順が作成される。同図において，第3手順が「関連停電設備グ

lレープ」に対する停電回避手順であり，第 10'"'-' 1 1手順が「従属停止設備グループ」への再課電予順で、

ある o
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第 3 掌 知識ベース方式による平常時操作手順の決定

くく A 1応用平常時操作指令手!頓作成-検証システム>>

停止件名を入力して下さい

設備コード 機器コード 目的 開始時間 終了時間 c/e 

LNOOI001 s ag y 0 U 8:00 19: 00 

CB001001 s ag y 0 U 10: 00 15 :00 

平常時指令手順の作成を開始します

1 武田(特) 武田線 1 L 開放確認

2 武田(特) 武田線 1 L LS11 操作ロック

3 上杉(特) 上杉線 lL->2L ループ切替(運用)

4 上杉(特) 上杉線 1 L LSll 操作ロック

5 徳川I(配) 徳川線 1 L 作業停止

6 伊達(特) 伊達線 1 L 受電停止(運用)

7 北条(変) 北条-鎌倉線 1L 運用停止

8 織田(変) 織田-鎌倉線 1L 作業停止

9 鎌倉(開) 鎌倉ー織回線 1L LSll 開く

1 0 北条(変) 北条-鎌倉線 1L 使用

1 1 伊達(特) 伊達線 1L 受電

1 2 織田(変) 織田ー鎌倉線 1L A接地つける

1 3 織田-鎌倉線 1L 作業開始

1 4 織田(変) 織田-鎌倉線 1L CB30 作業停止

1 5 織田-鎌倉線 1L CB30 作業開始

1 6 織田-鎌倉線 1L 作業終了

1 7 織田(変) 織田ー鎌倉線 1L CB30 使用

***本*串***本*****本********本草本*****牢******本****

本* Th e f 0 11 0 w i n g i 11 e a g a 1 e 1 e m e n t wa s d e t e c t e d *牢

** in the working memory ** 
***本*ホ*********本*******************本********

<6> 

(goalx statusx lerrorl; 

classx = Ideep301; 

ssname二|織田(変)1; 

ndname = I織田-鎌倉線 1LI; 

ndstatus 作業中1;) 

*串***本本**本車**本**本*本********本***本******本*****

*本 Apparatusbeing maintained will be charged. ** 
** ー・・ー>Check the Knowledge-base ** 

******ホ********本*本************本**本***本**本***

図3.9 動的検証の例
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第 3 1震 知識ベース方式による平常時操作手販の決定

操作指令手JI慎表
停止件名:織田-鎌倉線 lL + 織[1](金)C H 0 1 

番号 所 名 操 作 r̂J 容

武田(特) 武回線 1 L 開政確認

2 武田(特) 武田線 1 L LS 11 操作ロック

3 上杉(特) 上杉線 lL->2L ルー7切斡(週間)

4 上杉(特) 上杉線 1 L LS 11 操作ロック

5 徳川I(配) 徳川線 1 L 作業停止

6 伊達(特) 伊達線 1 L 受句作 11:(迎HJ)

7 北条(変) 北条-鎌倉線 1L 連川停止

8 織田(変) 織田-鎌倉線 1L 作業停止

9 鎌倉(関) 鎌倉-織回線 1L LS11 開く

1 0 北条(変) 北条-鎌倉線 1L 使HJ

1 1 伊達(特) 伊達線 1L 受電

1 2 織田(変) 織田-鎌倉線 1L A接地つける

1 3 織田-鎌倉線 1L 作業開始

1 4 織田(変) 織田ー鎌倉線 1L C830 作業停止

1 5 織田ー鎌倉線 1L C830 作業開始

1 6 織田ー鎌倉線 1L C830 作業終 f

1 7 織田(変) 織田-鎌倉線 1L C830 復|日

1 8 織田-鎌倉線 1L 作業終 f

1 9 織田(変) 織田-鎌倉線 1L A接地はずす

2 0 伊達(特) 伊達線 1L 受電停止1(j型JIJ)

2 1 北条(変) 北条.鎌倉線 1L 運用停止

2 2 鎌倉(関) 鎌倉-織回線 1L LS11 入れる

2 3 織田(変) 織田ー鎌倉線 1L 使用

2 4 北条(変) 北条ー鎌倉線 1L 復旧

2 5 伊達(特) 伊達線 1 L 受電

2 6 徳川(配) 徳川|線 1 L 使月j

2 7 上杉(特) 上杉線 1 L LSll ロック解除

2 8 上杉(特) 上杉線 2L一>1 L ルー7'切替(運用)

2 9 武田(特) 武田線 1 L LSl1 ロック解除

図3.10 操作指令手順(ケース 2)

qu 
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第 3 章知識ベース方式による平常時撮作手順の決定

3.5 結言

本市Jでは，パソコンによる知識ベースによる電力系統の平常時操作支援システムについて提案した。

「干常時操作」の基本的な考え方に基づいたより深い知識を用いて，検言正周知識数を少なくした動的検

証機構:を備え，さらに安価なパソコンと汎用的な言語を用いて開発コストを抑さえた平常時操作支援シ

ステムが構築できた。実系統規模のモデル系統を用いたケーススタディにより本システムの有効性を示し

た。本システムは，実用の傑作文媛システムだけでなく，系統運転員の新人教育用システムとしても有効

であると考えている。すなわち，異なった系統構成と停止対象設備に対して，知識ベース処理で作成した

手順の傑作を画面1:で、繰り返し実行することにより，短期間に熟練運用者が行う操作のノウハウを体得で

きると予想される。

実際の制御所等で実施されている操作シミュレーションは 2つのCRT表示装置に系統図と操作指令

手順点を表示させ 1手順ステップ毎に模擬操作を実施し その系統状態変化の可否を目視により判定し

ている。本システムでも，パソコン右はスクロール付きの系統図，パソコン左は操作指令手順表を表示さ

せているため，実システムと同様な操作シミュレーションが可能である o さらに，操作対象の手順ステッ

ブの内符の音声出力も付加したため，運用者は系統の状態変化に意識を集中させるきとができ，より確実

な手順ステップの検証ができる o また，図3.10に示す程度 (30手順ステップ程度)の操作指令手順

を什成するための所要時間は， 運用者が考えながら行う手動設定方式だと 20分程度であるが，本シス

テムでは 5秒程度である o

i1l:力系統制御のための計算機は信頼性と性能の面で制御用計算機が不可欠であるが 本章で対象とした

ようなオフライン的な業務を支媛する計算機システムには パソコンでもかなりの部分がカバーできるよ

うに巧えられる o しかし 系統運用計算機システムの一部としてパソコンによるシステムを組み込むため

には，パソコン側のデータと系統運用計算機側のデータの共有化をいかに実現するかが大きな課題である

が，適切なコンビュータネットワークを構築し分散処理環境として実現するのも一方法であろう。
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第4章線形計画法の適用による復旧目標系統の決定

本章では r事故時操作」に関して，線形計画法の適用による復旧目標系統の決定万法について述べる。

電力系統において事故が発生した場合は，生じた供給支障を解消するための系統操作が行われる o これは，

過負荷や電圧になどに関する制約のもとで，供給支障電力最小，供給支障電力量最小(すなわち復旧時間

最小)などを目的とした操作となる o 開閉器による系統の接続・切離し操作や，過負何解消のための負符

切離し操作を伴うため，系統の離制守状態を扱う組合せ最適化問題として考えることができる。本章では，

放射状系統を対象に，系統をグラフ表現し，運用者の復旧戦略を 復旧操作コスト"としてブランチに割

り当て，最小費用流問題として非常に高速に解く方法を提案する。この}j法は，ネッ トワークシンプレッ

クス法と呼ばれる範鴎に属するものであり，グラフ的なデータ構造を用いることにより効率的なプログラ

ムが構築できる。そして 実系統の事故例に本方式を適用して評価し 通常の運転状態に対しては極めて

高速に解が得られることを示す。本章の内容は， 一連の研究成果をまとめた論文 (4:~. 47)に基づい

たものであるo

4.1 概説

4.1 .1 事故時操作の自動化に関する概況

電力系統に事故による停電が生じた場合 まず事故設備を特定し 迅速に事故設備を含む区間以外の停

電系統を復旧しなければならない。このような事故設備以外の停電系統を復旧していく操作を事故復旧と

呼んでいる。従来，事故復旧における復旧目標系統の決定は系統運用の熟練者が行っているが，系統保護

システムの充実により 実際に系統運用者が大規模な系統事故に遭遇する機会が非常に少なくなってきて

いる o このような状況を踏まえて，事故復旧を自動化する試みが積極的に採られている o r事故時操作」

に関連した研究は r平常時操作」に比較して非常に多くの研究が実施されている o 国内では，昭和48 

年 (1973年)に鈴木ら (3)が実際の系統で、実際に行っていた運用を計算機により模擬したものが最初

であろう o 海外でも「事故時操作」の自動化に関する興味は高く，多くの論文が提出されている o 計算機

による事故復旧に用いられる手法は，複数の復旧論理の適用による「論理生成方式J. r知識ベース処理
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方式J ，そして「数用計画的方式」による方法の3つに大別される。 r事故時操作」を体系的的に紹介し

ている文献は，同内では電気学会技術報告の“電力系統の事故時操作 (29)が 海外では IEEEの

“Power Systcm Restoration -A Task Force Report" (13)がある。

まず，観数の復旧論理の適用による「論理生成庁式」は，かなり古くから検討されているものである o

いずれも運用者の実施している方式を検討して計算機に置き換えられる部分をプログラム化する方法を採っ

ている o 超高ff・ 4 次系を対象に事故後の分離系統を把握しその分離系統毎に試行錯誤的に復旧方針を決

定する!j式 (3)や， 二次系を対象に復旧負桁の優先順位と供給支障量を評価基準にして復旧操作の順序に

焦点を吋てたものがある (4)。そして，この方式は「平常時操作」と問機に昭和55年 (1980年)か

ら開始された“設備総合日動化計画プロジェクト"の「論理生成方式」による事故時操作の自動生成でほ

ぼ完成した (1 8)。この「論理生成方式」は，運用者が実施している復旧の考え方をいくつかの処理単位

にまとめ千続き型J語で記述し，リアルタイム性も考慮した本格的な方法である D このん-式の検討時には，

同内弔電メーカミ社(東芝，目立，宅菱)がそれぞれ個別に同一の電力系統データを用いたプロトタイプ

システムを約イドの期間かけて開発し，そのオンライン性能が徹底的に評価された。著者はこのプロトタ

イプシステムの開発を担ちし，プログラム作成上の工夫(特に，データ構造)の結果，幸運にも三社の中

で:， ~st高速のシステムを開発した経験を有している o 特に 実システムでは国内の系統運用計算機では初め

て計算機のデ‘ュアル庁式(通常，デ、ユープレックス庁式)を採用し 二つの計算機で個別に計算し途中結

以を 1，:いに俗認しあいながら処用を進める設計になっており信頼性の高いシステムになっている。現在も

rti] -のソフトウェアが十数筒所の給電所で順調に稼働している。しかしながら ソフトウェア規模が非常

に大きくなっておりソフトウェアメンテナンスの点からすると難点があると言わさマるを得ない。海外では，

彼II'l傑作1111数の低減を[I僚とした寸百充電のシミュレーション (5)や 計算機との会話により復旧庁針を

決定する/了法 (6)が検討されているが，国内での全向動化を目指した研究に比較して一部機能の自動化を

[]僚としており，その内容はかなり異なっている o これら複数の復旧論理の適用による方式は，第2章の

論珂!生成による千常時操作指令手順の作成と同様な手法であるため 本論文ではこれ以上立ち入らない。

-jj， r知識ベース処~jj法」は，問題解決の手続きを汎用性をもっ推論機構と問題向きの知識に分

離した手法である o 現花のところ実システムの多くはこの知識ベースによる方法を採用している o この理

由は，迎札口の経験を知識として蓄積し復旧燥作手順を推論するエキスパートシステムとして導入されて

いるからである。これは，誤った操作を行わないことを大前慢に 準最適でありさえすれば厳密に最適な

操作手順である必要はないとする巧え万に基づくものである (29) しかしながら 知識ベースに基づく

システムは，その開発や維持に要するコスト(開発工数・保守費用等)が増大してしまういう問題点が指

F
n
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第 4 章線形計画法の適用による掩旧目療系統の決定

摘されているo 坂口と松本は，昭和58年 (1983年)に「事故時保作」に初めて知識工γ:を適用した

(8) (lO)。この論文が引き金になって，国の内外を問わず電力の分野への知識工学の適用が積極的に実

施されるようになった。昭和 63年(1 983年)に，九州電力の武雄市IJ御所で運用開始されたシステム

が電力系統ヘ適用された実用エキスパートシステムの第 a 号である。その後 幾つかの'だJljシステムが開

発されてきている o

次に r数理計画的方式」は.目的を達成する上で課される数々の制約条件を等式・不等式制約条f'lニで、

表し，なんらかの評価に基づいて数式化された目的関数を最大もしくは松小とする解を決lとする手法であ

るD 開閉器の入り切りを 0-1変数に，潮流値を連続変数に害114てた混合整数;-tI'l!lJj問題として定式化し，

分枝限定法やその改良方法により解くものであり，比較的最近になってから研究され始めたものである。

奈良らは(1 1) “遮断器操作回数最小化"を目的関数にして辞書的列挙法を適用した解法をノメしている o

駒井ら(l2)は， “供給支障量最小化"問題として分校限定法により解いている o さらに.1.上ら (19)は，

線路潮流を変数として通常の線形計画法として定式化しシンフレックス法を丹jし=た解法を示しているo ま

た，中村 (37)は，系統をグラフ表現し最小木を用いて復旧目標系統を求める!ii去をぷしている。しかし，

これらの手法による解は単一の目的関数の実現を目指すものであり 運用面から馴染まない系統が構成さ

れるという問題点があった。その後，著者 (42.47.53.54. 58)により本論文で示している“復旧傑作コ

スト"の概念を導入し，運用面からも満足のし=く解が得られるようにて夫したー述の研究がなされている o

一般に r数理計画的方式」は，最適な結果が得られるという長所があるものの， JI'~?=時間が長いために

未だ実用化の例がないものである。しかし，計算機ハードウェアの著しい性能向上と優れたアルゴリズム

の開発により，前述の「知識ベース方式」の欠点を克服する目的で，その}j式に代わる(あるいは，補完

する)方式であると考えられる o 第6章では，このような見地から「知識ベース万式」に「数用計|同的jj

式」を取り込んだ実用に近づいた方式を提案する o

4.1.2 提案手法の概況

ここで述べる線形計画法の適用による復旧目標系統の決定庁式は，計算時間の短縮と運用者の復旧戦

略に沿った系統構成の作成を目標とした方式である o 文献(1 9)は，復旧目標系統の決定を「事故によ

り使用不能となった設備が与えられたとき，送電損失，燃料費鼠失，浦安家のイ予屯損失の線形和を最小と

する復旧目標系統を決定せよ」と定式化して解いている o しかし，運用1?i・の考える復旧操作との整合性の

点から解の妥当性についての検討が行なわれていなし=。文献 (37)は グラフ友現された系統に対して

グラフ理論の最小木を数理計画法により解き，過負荷情報を巧みに組み合わせて復旧目標系統を決定し，
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さらに運用者の復旧保作との整合性についての検討も行っている。しかし，この方法は多くのパラメータ

をうまく決定する必要があり，数理計画法の熟練者のもつパラメータの設定に関する知識が要求されるた

めその実用化は困難で、ある。

本章では，地方供給系統で広く使用されている放射状系統を対象に，復旧目標系統の決定に線形計画法

を適用する方法を提案し 実系統ヘ適用しその有効性を検証する o 本方式においては 復旧目標系統の作

成問題を復旧操作の優先度をブランチコストに対応させ，最小費用流問題に置き換えて線形計画法により

解く。本手法は，従来のSCADAシステムに登載されているブランチデータに，復旧操作の優先度に対応

したコストを追加するだけで良く 非常に簡単であるo また 得られたトータルコストが開閉器操作量に

一致しているので運用者の理解が得られやすいという長所もある o

4 .2~ 事故復旧問題の定式化

4.2.1 基本的考え方

提案する復旧目標系統の決定方法の基本的考え方は 下記のとおりである o

( 1 )各ブランチに傑作の優先度に対応させたコスト(復旧操作コストと称する)と，設備許容値に

対応させた容量を持たせる。

(:2 )電源の各ノードに応援可能電力値(有効電力)と，負荷の各ノードに負荷電力値(有効電力)

を持たせる。

(:3)上記(1) ( 2 )のデータを用いて 復旧目標系統を線形計画問題の最小費用流問題として解

き，有効潮流の分布から復旧目標系統を決定する。

4.2.2 最小費用流問題としての定式化

この問題は線形計画問題の代表例として古くから研究されている。 Dantzingは，最小費用流量問題

の基底行列が基底木というグラフ構造で表わされることを示している(9)。ここでは，簡単にその概要に

ついて述べる o n個のノードとm本のフ、ランチをもっネットワークを考えよう o 有向ブランチkは，図4.

1にぷ;すようにその始点NF(k)と終点NT(k)で表わされ，非負の容量U(k)と単位流量あたり

の費用係数C (k)をもっ。各ノード iの流量B (i)は.B(i)>uならば湧き出し点. B (i) < 

Oならば吸い込み点であり .B(i)=uならば流入量と流出量が等しい通過点であるo 図4.2はこの

ような'ネットワークの一例である。
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最小費用流量問題は，このネットワーク上で，ノード iの流入出力量B (i)およびブランチkの容量

U (k)の制約を満たし，かつ全ブランチの費用の和を最小にする非負の流れX (k)を求める問題であ

り，次のように定式化できる o

目的関数:

minirnize L C (k) X (k) (4.1) 

制約条件:

ヱX(k)- L X(k) = B(i} 
kεF "εT 

F= {k I NF (k) = i } 

T= {k INT (k) =i} (i=1.2. 、‘./n
 

(4.2) 

O壬X(k)壬U(k)

(k=1.2. ・・. m) (4.3) 

L B(i) = 0 (4.4) 

ここで. C (k)は正負いずれでも良く，また. (4.4)式は全流入出量の均衡条件である。

最小費用流量問題の初期実行可能解を得るには，ネットワークに追加ノード (n+ 1 )を設け. B (i) 

注Oなるノードからは，ブランチk=(i. n+1)を作り X (k) =B (i)とおく。 B(i)<Oの

ノードからは，ブランチk=(n+1. i)を作り.X (k) =-B (i)とする o その他のブランチに

ついてはX (k) =0とする。追加ブランチの費用係数は十分大きな正の値L.その容量も十分大きな正

の値Uと定めるo また. B (n+1) =0とするo 図4.2の網かけの部分がこの追加ノードとブランチ

を示している。

図4.1 ブランチkの容量U(k)とコストC(k)
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ブランチ (6)----(10)は初期実行可能解を得るために追加された仮想ブランチ

追加ブランチの方向に注意のこと

図4.2 ネットワークの例

このように修正した後の最小費用流量問題は，以下のようになる o

目的関数:

minimize L C (k) X (k) 

制約条件:

エX(k) - L X欣)+ sgn (B(i))' X (m+i)ニ B(i)
kεF k εT 

F= {k I NF  (k) = i } 

T= {k INT (k) =i} 

(i=1，2， 、‘，/n
 

0三X(k)三U(k) (k=l， 2. ..， m') 

C(k) = L， U(k )=U 

(k=m+1， m+2， ・・， m' ) 

sgn (B (i) ) = 1 B (i)孟O

-1 B(i)<u 
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ここで， m' (=m+n)は修正後のブランチ数であり，また，追加ノード (n+ 1.)の制約条件は他

のn個のノードの条件で表されるため除いてある。

制約条件の係数行列を，図4.2の例により示すと以下のようになるo

3 9 1 0 6 7 2 4 5 8 

(1) 

(2) 

(3) 

(4) 

(5) 

1 

1 

-1 

-1 1 

-1 ←1 

(1 :ノードから流出 -1:ノードヘ流入)

この制約条件の係数行列から適当なnxn正則部分行列を選ぶと 1つの基底行列が定まる D 例として，

第 2，3， 4， 7. 10列からなる基底行列を考えてみる。

2 7 1 0 3 4 

(1) 

(2) 

(3) 

(4) 

(5) 

l 

1 1 

-1 1 

-1 

トー 1 

(4.9) 

この基底行列Bの行と列を入れ替えると .Bは上三角行列になる。本例の結果を以下にノ示す。

1 0 7 3 4 2 

、、.. ，，，

、、‘，，，

、、.. ，，，

、、.，，，

A

け
H

リ

今

L

A

斗

「

当

d

t

i

hrい

J
t
‘、

JE--
、

/
t
-

〆
t
‘、

-1 

-1 -1 

1 

(4.10) 

p
h
d
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これをグラフで表現すると図4.3(a)となり，ブランチは閉路を作らず全域木となる。ここで，非

零要素をただ 1つ持つ列は，対角要素のノードと追加ノード 6と接続するブランチを表す。

全域木において，追加ノードを根として全てのブランチの方向を根に向けたものを基底木という。図4.

3 (b)に基底木を示す。これは，逆方向のブランチkについて，変数X (k)を変数U (k) -X (k) 

に置換えることに相当する。その結果 行列Bの対角要素は全て 1に統一される o

ハU
唱
E
i 73 4  2 

(5) 

(2) 

(4) 

(3) 

(1) 

1 

-1 

1 

(4.11) 

基底木のブランチは基底変数に，それ以外のブランチは非基底変数に対応する。また (4.7)式によ

り，非基底変数X (k)は下限値Oあるいは上限値U (k)に固定される。基底変数の値は， Bが三角行

列であることを利用すれば簡単に求めることができる。

すなわち，基底木の葉ノードから根に向けて，各ノードの流量の制約条件を満足するように，そのノ

ードから出るブランチ(基底変数)の流量を決めればよい。

得られた解が，全ての基底変数X (k)について，

O孟X (k)孟U (k) 

を満足すれば，実行可能解である o この実行可能解を出発点にして線形計画法で最適解を求めていく。

(a)基底を表わす木
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(b)基底木

図4.3 基底のグラフ表現

4.3 実現方法

4.3.1 処理の流れ

図4.4に具体的な処理の流れを示す。以下，図に従って説明する o

( 1 )系統データの読み込み

事故設備を除いた電力系統のノード・ブランチの接続関係と，事故前の負荷データ，およびブ

ランチの容量(設備容量に対応)とコスト(復旧操作コスト)のデータを読み込む。

(2)初期基底木の作成

基底木の根になる追加ノード (n+ 1)と n本の追加ブランチにより構築する。

(3)ピボット列の選択

新たに基底に入るべきブランチkを求める o

(4 )終了判定

ピボット列が選択されなければ，最適解が得られたことになり， (7) の処理に移る。

(5 )非基底変数の決定

新たに非基底変数になるブランチ rを決定する o
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(6)基本木の更新

(3) と (5)で得られたブランチkとブランチ rを交換し“基底木"を再構築する o

そして (3)の処理に戻る。

(7 )操作開閉器の決定

ブランチ上の潮流分布により復旧目標系統を決定する o この際，基底木の根と負荷ノード間の

追加仮想、ブランチに潮流が現れるようであれば，対応する基底変数は実行不可能基底解である o

そのような負荷ノードは 負荷切離操作に対応させる o

( 1 ) 系統データの読み込み

(2) 初期基底木の作成

(3) I ピボット列の選択

(4 ) 

( 5 ) I 非基底木の更新

( 6 ) I 操作開閉器の決定

図4.4 処理の流れ
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4.3.2 効率的な計算方法

本章で、扱っているような最小費用流問題は 前項で示したように“基底行列"が“基底木"というグラ

フ構造で表すことができるため シンプレックス法のピボット演算の効率の良い解法を設計することがで

きる o 以下その方法について説明する o

( 1 )線形計画問題の標準形

まず，線形計画問題の標準形は次式で示される。

目的関数:

minimize CT X=b (1.12) 

制約条件:

AX=b 

f-5:X-5:u 

Aはmxn行列 x.f. u. cはn次元ベクトル. bはm次元ベクトル.Tは転値記号である。

まず，制約条件の係数行列Aの列から正則な正方行列B (m x m)を構築するために m本の列ベクト

ルを選ぶ。さらに，残りの (n-m)本の列ベクトルの集合を適当に分割して得られる行列を Nl. N2 

とする。 Nlはmxn 1行列.N2はmxnz行列とする (n1+nz=n-m)0 

A=[ B， Nl， N2 ] (4.13) 

この分割に伴って，ベクトルx.f. u. cも以下のように分割できる o

I XB I I CB I I fB I I UB I 
X=IXN11， C=ICN11， f=lfN11， U=IUN11 

L XN2J L CN2J 1 fN21 匂 21

このようにして選ばれた正則な行列Bは，基底行列と呼ばれれ.Bの各列に対応する変数X sを基底変数，

それ以外の変数を非基底変数という o

この分割に伴って.LP問題 (4.12)の制約条件式は，

B'XB +Nl'XN1 +N2'XN2 =b 

となるので，
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XB = B-1(b -N1・.eN1-N2・U
N2

) (4.15) 

XN1 =.e "'" X "'"， = U Nl -{.. Nl' /l..N2 -uN2 (4. 1 6) 

として解が一つ得られる。この解を基底解と呼ぶ。

X = (XB， XN1， XN2) 

もし，この解が

lB ~ XB ~ uB 

を満足すれば，LP問題の全ての制約条件式を満足するので，実行可能基底解と呼ぶ。

線形計画法では，もし最適解が存在するなら，実行可能基底解の中に最適解が必ず存在することが知ら

れている o このような実行可能基底解の有限集合の中から最適解を系統的に求める方法はシンプレックス

法とじて知られている。

いま， 一つの実行可能解

X = (XB， XN1， XN2) 

が得られているものとすれば，

XB + B-1N1・xN1+B-1N2・XN2= B-1b 

が成立する。目的関数値を Zとすれば，

z -CTX = z -C~XB -C~XNl -C~XN2 = 0 

であるが，この式から (4.17)式を用いて基底変数XBを消去すれば

z + (C~B-IN1- C~l)XNl + (C~B-1N2 -C~2)XN2 = C~B-1b 

すなわち，目的関数は次式で表される。

z = C~B-1b +昂lXNl+昂2XN2

ただし，

dl=C51-cZB-1NI 品2=C52 一 C~B-1N2

(4 . 1 7) 

(4.18) 

(4.19) 

この基底において，非基底変数は下限 (.e Nl)と上限 (UN2)の値をとるので，目的関数の値は，

5=CSB-lb+d1・fN1+E52・UN2 (4.20) 

であり，基底変数XBは，
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(4.2 1 ) 5=XB=B-1(b-Nl-fNl-N2-UN2) 

である o

ここで，非基底変数XN1とXN2の値を現在の値から変化させることを考える。すなわち.

(4.22) ムj三0)

Aj三0)

U εNl， X ..=.e..一一→X..=e..+ム・J-"'J "HJ-"J I ~J 

;=U:一一→X，'=U，'ーム-j一時J-------， n'j -U  J ....... J (1.23) υεN2， 

が許容される変化である o

(4.1 7)式は一方，

(4.24) B-1N2 AN2 ANl = B-1Nl， 

とすると，基底変数は次式で表される。

(1.25) XB = B-1b -AN1XN1 - AN2XN2 

基底変数 X sの各成分は，2 3 )式のような非基底変数の変化に対応して，

(4.25)式より(4.2 1 ) 各成分XBiに対応して，

(4 (4.22) 

(4.26) (i = 1，2，・・・，m)+ち-;'a....ム・L..<A-lj~J 

jεN2 

XBi = bi - Iaijムj
jεNl 

(4 .2 1 )式より

z+ _~ _Cjムj
j εNl 

に変化する o ここで C;は非基底変数の相対コスト係数(非基底変数の 1単位の変化に対応する目的関

(4.27) 

(4.18) 

-ICjムj
jεN2 

となる D 目的関数値は，

z 

数の変化量を示す)という o

以上をまとめると，ある実行可能解に対して，以下のシンプレックス-タブロー(単体表)得られる o

(4.28) 

実行可能解の一つ一つに対応してこのようなタブローが存在する o

円，f
F
h
d
 

XN2 

AN2 

-C~l 

XNl 

ANl 

-C~l 
XB 

z 
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基底変数 XBの値は. (4.21)式より

XBi = bi (i = 1，2，・・・，m) (4.29) 

と書けるので，実行可能性の条件より以下が成り立つ。

fBi 壬b(~UBi (i = 1，2，・ .'，m) (4.3 0) 

すなわち.タブローのタIjijの各成分の値は，対応する基底変数に対する上下限値の間にある。

次に，現在の基底に対する目的関数は

z=C;B-
1
b +エ弓Xj+ L号Xめ

jεNl jεN2 

で与えられ，各非基底変数に (4.16)式を代入した (4.20)式の2に等しい。

(4.31) 

ところーで，

C/?O 

CJ三O

(j E NI) (4.32) 

(jεN2) (4.33) 

が1点、工している時には，非基底変数の実行可能性を損なわない範囲でどのように変化させても，目的関数

値を減少させることはできない。これは 現在の実行可能基底解がLP問題の最適解であることを示して

し=る D

(2) ピボット列の選択

さて，シンプレックス法の基本ステッブであるピボット列(新しく基底に入る変数)の選択とピボット

演算が法底木を用いてどのように処理されるのかを示す。ピボット列には. (4.18) (4.19)式に

従い非基底変数Xkの相対コスト係数

己=G-CZB-lAK

を求め (A k は係数行列の第 k~lj) • 

Ck<O X k= 0 の場合 (ek = 0) 

(4.34) 

Ck>O Xk=Uk の場合

を満たすものをーつ選択する o 相対コスト係数を求めるためには，

d
T =C;:B-1 

(4.35) 

を計算する o このdの各要素はポテンシャルと呼ばれ.Bの三角性により容易に求めることができる D

口

O
F
h
d
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すなわち，基底木の各ブランチkにコスト

Ck ブランチkがXkを表す場合

- C k ブランチkが (Uk-Xk) を表す場合(方向を変えたブランチ)

を与え，根 (n+ 1)のポテンシヤルdn+ 1 = 0から下に向かつて，親ノード jのポテンシャルdJに上

記のコストを加えて子ノード iのポテンシャルdjを計算すればよい。

このようにして得られたポテンシャルを用いると，非基底変数の相対コスト係数は (4.34)式より，

CK=CK-d TAK 

となるが，ブランチk=(i. j)に対するAkの第 i要素は 1.第j要素は-1. その他はOであるの

で，次式のように簡単に求められる o

C k = Ck - di + dj 

従って，非基底変数Xkに対して，

c;=己 Xk=o  の場合

-Ck X k = Uk の場合

とすれば，

c;<O 

を満たすものをピボット列に選択すればよい。

(1.36) 

(4.37) 

(4.38) 

図 4.2 のネットワークに対する初期実行可能解における基底変数X B • ポテンシヤル d i' 非基底変数

X k (図中の破線で示したブランチに対応)の相対コスト係数を図4.5に示す。この結果から. (4.3 

8)式によりピボット列に選択される非基底変数はX5となる。
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l~ 

d3=5 

非基底変数 コスト 相対コスト係数

( 1 ) O. 1 O. 1 (=0. 1-5+5) 
(2) O. 2 O. 2 (=0. 2-5+5) 
(3 ) 1. 0 1.0 (=1.0-5+5) 
(4 ) O. 3 O. 3 (=0. 3-5+5) 
(5 ) O. 4 -9. 6 (=0.4-5+ (-5)) 

図4.5 ピッボト列(新しく基底に入る変数)の選択の説明図

(3)非基底変数となる基底変数の決定

ピボット列kが決定されると，次は X kの変化の上限ムkと X kに代わって非基底変数となる基底変数

X rの決定をする o ムkは図4.6に示すようにブランチkの端点 j，jの共通の祖先のうち深さ最大のも

のpを通る閉路J→ i→p→ jに沿って還流することのできる最大値に等しい。すなわち，閉ループを構

成する各ブランチのムrのうちの最小値で抑さえられる o 各ブランチのムfはブランチの方向に注意して以

下のように与える。

(a)ブランチk ムk=Uk

(b) →pの路ブランチf

ムe=Uf.-Xf. (ブランチの向きが下から上の場合;ブランチfの流れはXfJ

ムe= xe (ブランチの向きが上から下の場合;ブランチfの流れはムf.=Uf.-Xf.)

( c) j →pの路ブランチf

!1e = xe (ブランチの向きが下から上の場合)

ムe=Uf.-Xe (ブランチの向きが上から下の場合)
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k k 

ミ
(a) Xk=O  (下限)の場合 (b) Xk=Uk (上限)の場合

図4.6 流量&の還流

次に閉路に沿って流量企を還流させる D すなわち 閉路中の各ブランチrについて以ドのようにする。

xe=xe+ム

xe=xeーム

ブランチfと閉路の向きが一致

ブランチfと閉路の向きが逆

閉路以外のブランチの流量は変化しない。これが，ピボット操作である o

(4.39) 

さて，非基底変数となる基底変数X rは以下のように求める。すなわち ，r羽路qJでムe==ムを満たしていた

ブランチfでは，新しい流量は， Xe=O，あるいは上限値Ujになる。従って，そのようなxeを新しい

非基底変数X rにすればよい。もし，複数存在すれば任意に一つ選ぶ。

(1) r=kの場合:基底木は変化しないが，非基底変数Xrの値は以下に変更するo

もし X r= 0 → X r=Uk とする。

もし X r=Uk → X r=O  とする o

(2) r宇 kの場合:ブランチkが基底に入り，ブランチ rが基底から出る o

もし s r=  X r → X r=O  とするo

もし sr=Ur-Xr → X r=U  r とするo

図4.5のネットワークにおける第 l回目のピボット操作の例を図4.7に示す。本例では，負の相対コ

ストをを有するブランチ5が基底に入り，ブランチ9が基底から出ているo
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pivot=l 

1〉
4
4
I
/
 

，，
 

，
 

，，
 川プ

，t
t
‘

，，
 

J
 

基底に入るブランチ(5) ，基底から出るブランチ(9) 

図4.7 ピボット操作後の基底解(太線)

4.3.(3 復旧操作コスト

さて，以上で、段小費用流問題の基底行安IJBが基底木というグラフ構造で表され，シンプレックス法の基

本的操作であるピボット演算がそのグラフを用いて効率的に計算できることを示した o 4.2.1項で述べ

たように事故復1[3問題の定式化において ブランチの上に定義されるコストを運用者の復旧方針を反映す

るように[犬しなければならない。文献(1 8)にはそのような復旧庁針が示されている o これは， 設

備総合同動化プロジ、エクト"で過去の事故例を詳細に検討した結果であり.著者もその検討に加わった。

この復IrlfI針を優先順位順に示すと表4.1のようにまとめられる。

従って，この復|日優先順位を復旧操作コストに反映するために以下のような考え方を用いる o

( 1) "1羽"のブランチに対する復旧操作コストは， “0"にする o 最小化問題として定式化するため，

そのようなブランチは復川ルートとして採用してもコストは要しないと考えるのである o

(2 ) “開"のブランチに対しては，復旧優先順位を反映した“復旧操作コスト"を与える D すなわち，

優先度の高い復旧方策に用いられるブランチに対しては小さいコストを与える o 表4.1の(1 ) 

(2) (3)は上位屯l王階級の開閉器に対応するブランチに対するものであり，同表 (4) (5) 

は卜.位電Jf階級の開閉器Jこ対応するブランチに対するものであるから，対象としている電力系統か

ら直ちに決定できる o また，同表 (2)はその開閉誌がブスタイ CBとセクションCBの場合に限

ればよし=。
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表4.1 復旧方針

( 1 ) 原形復旧方式 事故前に受電していた送電線またはバンクを電源として

停電発変電所母線を復旧する }j式

(2) ブスタイ復旧方式 同一発変電所の隣接母線を電源としてブスタイ CH.セクション

CBを投入することにより停電母線を復川する Jj式

(3) 上位他電源復旧方式 事故前とは別の上位他電源、からの送電線を屯源として作屯した

発変電所の母線を復旧する方式

(4 ) 下位他電源復旧方式 上記方式により復旧されなかった停電送電線を健全な母線

あるいは復旧した 2次母線を電源として復1[1するjj式

(5 ) 下位ブス回し復旧方式 上記方式により復旧されなかった発変電所の下位付線をド位

連係線母線を電源として復旧し停電負荷を復旧する}j~t

以上の考え方に沿って設定した復旧操作コストの設定内容を表4.2にまとめる。

表4.2 復旧操作コスト

甲乙母線切換用LS 閉:0.0 関:5.0 

送電線開閉器(低次) 閉:0.0 開:2.5 

送電線開閉器(高次) 閉:0.0 開:1.5 

ブスタイ CB 閉:0.0 関:0.5 

負荷切換用開閉器 閉:0.0 開:0.3 

司
ぺ
U

丹

h
U
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4.4 適用例

4.4.1 ケーススタディの条件

本方式の有効性を確認するために，実系統の事故例 (37)に適用してケーススタディを実施した。この

事故例!，j:B変電所 (Bs/s) ， E変電所(Es/s)が全停.F変電所(Fs/s)が片母線停電という復旧目標

系統の作成が非常に難しいものとなっている。図4.8にその事故例を示し，図4.9に本系統のノード・

ブランチ表現を示す。ここで行うケーススタディの目的は，実用レベルのモデルを用いて負荷条件と設備

許容値を変えた場合に最適解が求まるか否かを評価することにあるロ本章では，これらのケーススタディ

の中から典型的な4つのケースについて述べる。表 4.3にケーススタディで用いたケース毎のパラメー

タを示す。

Bs/s 

上位電源 、

P5 P6 

図4.8 実系統の事故例
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3 
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電 源

P3 

X :"開"状態の

ブランチ

す す

p7 P8 

(30) 

図4.9 復旧対象系統のノード・ブランチ表現

表4.3 ケース毎のパラメータ

負荷条件 設備許容値

P1'"'"'P8全て 0.5 全てのブランチ:1.0 

P5=0.6 その他 0.5 全てのブランチ:1.0 

P1'"'"'P8全て 0.5 41，42，43，44，45ブ、ランチ:2.0 

その他のブランチ 1.0

P4=0.6， P6=0.6 41，42，43，44，45フボランチ:2.0 

その他 0.5 1 5フーランチ:0.0 その他ブランチ:1.0 
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4.4.~~ ケーススタディの結果と考察

( 1 )ケース l

ケース lは，電源につながるブランチの総容量が 4.0で，負荷の総和も 4.0であり全復旧が可能な

ケースである。凶1.10に結果を/Jミすo 問問より，上位他電源復旧 2箇所，健全系内操作 1箇所の最適

解が求まっていることがわかる o 実用的見地からすれば，健全系内操作は好ましくないが，本ケースの場

合には供給支障を全て解消するためには本保作が必要であり妥当な結果である。このトータルコストは，

1.8であり，これは復Inのために開の開閉器を閉にするために要する操作コストに 一致している。すな

わち，送電線開閉25を“閉"にすることにより潮流 1.0が流れる箇所が 3箇所，負荷切換用開閉誌を

.. r?fl"にすることに潮流0.5が流れる筒所が2箇所であるから，

1.5x3x 1.0+0.3x2xO.5=4.8 

である。

トータルコスト=4.8

園圃園田:復旧ルートの

フーランチ

ーーー復旧ルート以外

のブランチ

源、

F S/S 

図4.10 ケース lの処理結果
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(2)ケース 2

ケース 2は，電源につながるブランチの総容量が 4.0で.負街の総和が 4.1という軍負何時に対応

しており. Bs/sかEs/sのいずれかの負街を切離さないと復旧ができないケースである o 凶1.1 1に紡*

を示す。ケース lとほぼ同様な結果であるが. Es/sの負街 P6に文りじするノードが不rrJfm解になってい

る。これは. P 6の負荷切離操作を怠味しており妥吋な結果である o

園園田園:復旧Jレートの

ブランチ

ーーー・:復旧ルート以外

のブランチ

源

F s/s 

図4.11 ケース 2の処理結果
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(3 )ケース3

ケース 3は，電源、とFs/sの送電線と Fs/sの一部の容量を 2.0にしたケースである o Es/sの復旧を操

作コストの小さいFs/sのブスタイ復旧により行えるケースである o 図4.12に結果を示す。トータルコ

ストは. 2.3 (=0.5+1.5+0.3)であり，復旧優先度の高いブスタイ復旧を用いた期待どうりの

結果が得られていることがわかる o

電源

*
O
ー
や
。

¥

-

t

、

1

・v

u

、
y

¥

D

，
 

P2 

P3 P4 

び、s

トータルコスト=2.3 " 。;二、
:復旧ルートの

ブランチ

ーーー復旧ルート以外

のブランチ
P5 P6 

図4.12 ケース 3の処理結果
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(4 )ケース4

ケース4は，ケース 3においてBs/sとDs/sの送電線を作業中として復旧ルートに使用できないように

し、さらにBs/sとEs/sの負荷をそれぞれ 0.6に増やし過負荷を発生させた，かなり複雑なケースであ

るo 図4.13に結果を示す。 Bs/sとDs/sで負荷切離操作を行い期待どうりの結果が得られていることが

わかる。

電

' 

D s/s ヰ〈、〆。
，、，、，、，、

ーー 二二:~.O
、‘・ 、。

Pl P2 

圃圃園田:復旧ルートの

ブランチ

ーーー・:復旧ルート以外

のブランチ

源

• 

I pr J 

P6 

図4.13 ケース4の処理結果
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(4 )実行時間と動作環境

このケーススタディイは， 3 MIPSのEWSを用いて行なった。表4.4に処理時間を示す。同表に示す

ようにすべてのケースにおいて処理時間は 1秒以内であり，本提案方式が非常に高速であることがわかる o

表4.4 処理時間

ケース 処理時間(秒)

0.4 

2 0.5 

3 0.5 

4 0.5 

4.5 結言

本草においては，系統復旧問題を線形計画問題の最小費用流問題として定式化し 有効潮流の分布から

復Illn椋系統を決定する方法を提案した。実系統のモデルを用いたケーススタディにより本庁式の有効性

をぶした。ノド手法は，従来のSCADAシステムに登載されているブランチデータに 復旧操作の優先度に

対応する復川操作コストを追加するだけで良く非常に簡単である o さらに.最適解のトータルコストが開

閉器保作はに-致しているため，運用醤の理解が得られやすいという長所もある D また，全てのケースに

おいて処均時間は l秒以内 (3MIPSのEWS)であり，リアルタイム処理にも十分に適用できると考え

られる o

復1f1EH京系統の決定を線形3十両法の最小費用流問題として解く方法は，従来提案されていない方法であ

るにもかかわらず非常に高速に解を得ることができる方法であり，系統運用計算機による事故復旧操作の

n動化のl而からすると a つの唱ましい解決方法であると考えられる o しかし，ケース lの結果にみられる

ようにIriJ -変屯所がフ、スタイを開放して員電源で復旧されるような解が得られることがある o この結果は，

最適化問題の制約条件を満足する最適解であるが，従来実施されている運用面からすると運用者に馴染ま

ない系統構成であるo このような解が得られる珂由は，最小費用流問題の制約条件の与え方に起因するも

のである o すなわち，この問題の制約条件は (4.2)式に示されるようにフローの平衡バランス制約と
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上下限制約のみを扱っているため，発変電所自体を一つのノードと見なしたような放射状制約が人れられ

ない為である o このような問題を解決する目的で，第5章では各種の制約条件を満足し蜘かつ運用者の復

旧方策に馴染みゃすいような事故復旧問題の定式化を行う o
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第5章混合整数計画法の適用による

復旧目標系統の決定

本章では r事故時操作」に関して，混合整数計画法の適用による復旧目標系統の決定方法について述

べる o すなわち，復旧日標系統を構成するブランチと，復旧対象負荷に 0-1変数を割当て，ブランチ潮

流に連続変数を割り当てると，復旧目標系統の決定問題が自然な形で表現できる o 本章では，放射状系統

を対象に，従米より行なわれている復旧残負荷量の最小化に加えて系統の熟練運用者の持っている復旧戦

略を実現できるように工夫した方法を提案するo 一般に この種の組合せ最適化問題の求解に要する時間

は.大規模な問題になるにつれ指数関数的に増大するため，本章では事故復旧特有の性質を利用した幾つ

かの高速化のための方策についても提案する。そして 実系統の事故例に本方式を適用した結果望ましい

解が得られたことを示す。本章の内容は， 一連の研究成果をまとめた論文 (54)に基づいたものである o

5. 1 概説

5. 1. 1 数理計画的方式による復旧目標系統決定に関する概況

前章で復旧目標系統の決定問題を線形計画法の最小費用流量問題として定式化して その有効潮流分布

から復|日目標系統を決定する方法(以下 簡易法と称する)を提案し その有効性を実系統の事故例で実

証した。この方法は地方供給系統の復旧で一般的に採用されている放射状制約が制約条件の中に入れられ

ないために，ブランチの操作コストを上昇(停電系統内のブスタイを擬似的に開放することに相当)させ

て放射状系統を構築している o 通常の電力系統では送電線容量に余裕があるため，ほとんどの場合，この

点式により運用者の考えるような復旧目標系統を得ることが可能である o しかし 送電線容量に余裕がな

い場合にはブスタイを開放した変電所が異系統の電源、から受電するような結果が得られている o この結果

は放射状制約は満足しているものの運用者には受け入れ難いものである o
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5. 1. 2 提案手法の概況

そこで本論文においては，運用者に受け入れられやすい解を得るために 放射状制約のみならず運用者

の実施している復旧操作の優先度も考慮、できるように混合整数計画問題として定式化し その有効潮流分

布から復旧目標系統を効率的にかつ高速に決定する方式を提案するo

本提案の方式の特徴は以下の 2点である o

(i)混合整数計画問題としての定式化の際に 復旧残負荷量の最小化に加えて系統の熟練運用者の持つ

ている復旧戦略を導入していること。

(ii)処理の高速化のために，前章で提案した簡易法を補完するように 本章の方式を組み合わせた復

旧目標系統決定の枠組みを提案していること o

ここで. (i)は実用化に際して運用者が受け入れやすい解を得るために必要不可欠なものである o す

なわち，従来の混合整数計画法を用いた方法 (11.12)のように 復旧残負荷量あるいは遮断器操作回数

の最小化のみを目的とするだけでは，得られた解が必ずしも運用者の経験に基づくものにならないためで

ある。次に. (u)は復旧目標系統を効率的にかつ高速に決定するために 極めて高速な簡易法による問

題のスクリーニングと，実質的な問題規模の縮小化を併用するものであり 実用化に近づいた方法である o

5.2 事故復旧問題の定式化

5.2.1 基本的考え方

提案する復旧目標系統の決定方法の基本的考え方は，下記のとおりである o

( 1 )復旧ルートとしてのブランチの採否，復旧対象負荷の採否に 0-1変数を割り当てる o

(2 )ブランチの有効潮流に連続変数を割り当てる。

(3)各ブランチに操作の優先度に対応させたコストと，設備許容値に対応させた容量を割り 当てる。

(4)各電源、ノードに応援可能有効電力値を，各負荷ノードに負荷有効電力値を割り 当てる D

(5) (1) ~ (4)のデータを用いて，復旧操作優先度に対応する操作コストと復旧残負荷量の最小

化問題として，復旧電源容量制約，需給平衡条件，線路容量制約，放射状制約のもとに，混合整

数計画問題として解き，その有効潮流分布から復旧目標系統を決定する O
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第 5 1駐 混合整数計画法の適用による復旧目標系統の決定

5.2.2 混合整数問題としての定式化

線形計画問題の変数において一部の変数のとりうる値が整数値に限定されたものを混合整数計画問題と

いう。復旧目標系統を構成するブランチの採否を 0-1変数で表し，更に地方供給系統の復旧問題では不

可欠である過負何による負荷切離しを表現するために復旧対象負荷の採否を 0-1変数で表す。また，需

給干衡条件などは連続変数で表す。このように系統運用者の意思を反映する 0-1変数と連続変数を用い

ることにより復旧目標系統の決定方法の定式化が自然な形で行うことができる o

復旧目標系統決定問題は 以下に示すような制約条件の下で， 復旧操作コスト"と復旧残負荷量を最

小化する問題として定式化することができる o

( 1 )復旧電源容量制約

(2 )諦給平衡条件

(3)線路容量制約

(4 )放射状制約

ここで“復旧操作コスト"とは，復旧のための開閉器操作に要するコストである。本来復旧操作は，熟

練運転員が実施している操作になるべく近付けるのが望ましいと考えられるので 本論文では文献(1 8) 

で述べられているような復旧操作方式の優先度に対応したコストをブランチに割り当て利用している。こ

のことにより，運用者が行っている復旧方策(ブスタイ復旧や上位他電源復旧等)の優先度に従い，かつ

1:述の制約を満足する復旧が実現できる o

以上の問題は混合整数計画問題として以下のように定式化される o

( 1 )変数の説明

n ノードの数

m ブランチの数

ns 電源、ノードの数

nl 負荷ノードの数

NFk:ブランチkの始点ノード

~Tk :ブランチkの終点ノード

Fi = {k I 1¥ Fk=i} iを始点とするブランチの集合

Ti = {k I NTk=i}を終点とするブランチの集合

Xk: = 1 ブランチkを復旧ルートとして採用

4
9
 

司

i



章 混合整数計画法の適用による復旧目標系統の決定5 第

=0:不採用

Yp: = 1 負荷kを復旧対象として採用

=0:不採用

Pk :ブランチkの有効潮流

Ck :ブランチkの操作コスト

Uk :ブランチkの容量

Lp :負荷pの負荷有効電力値

Gq :電源qの応援可能有効電力値

z 目的関数値

ここで，連係線とブスタイに対応するブランチは，始点と終点が一志に決定できないために方向jの異な

る2本のブランチを割り当てる o

(2 )目的関数

目的関数はαとβをlEの定“復旧操作コスト"と復旧残負荷量を最小化することが目的であるから，

(5. 1 ) 

数として両者の線形結合で表される。

日1XK111う(1ーら)}
ここで，右辺の第 1項は運用者の復旧操作優先度に近付けるもので，第2項が復旧残負荷量の最小化に対

(5.2) 

応する D すべての負荷が復旧された場合には，第2項は零になる。この式を変形すると，
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のようになるロ右辺の第2項は定数なので除外して考えることができ，目的関数として次式が得られる。

(5.3) 
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(3 )制約条件

(i)復旧電源容量制約
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L ~壬 Gk ¥Jq 
kE弓

(q = 1，2，・…，ns)

(5.4 ) 

(ii)需給平衡条件

L P]; 
k εT 

z FL=LiR-
kE行

(i = 1，2γ. '，n) 
(5.5) 

(iii)線路容量制約

P， - U，X， ~ 0 k ~kHk (k = 1，:2，・・・，m) (5.6) 

(iv)放射状制約

L X]; 三 l

kE写
(k = 1，2，・・・，m)

(5.7) 

5.2.3 簡単な系統での提案方式の説明

上述の方式の理解を容易にするために，図 5.1に示す簡単な系統上で動作原理を説明する.この図はノ

ード番号 1を電源ノード，ノード番号4，5， 6を負荷ノードとし，ノード番号2とノード番号3を甲乙

母線とする系統をノードブランチ表現したものである D 両母線のブスタイが開放されているために，片母

線が停電となり負荷が停電している状態であり，復旧過程においてよく遭遇する系統構成である o 応援可

能有効電力値 (G1) と負何有効電力値 (L1~L3) を図に示した値とすすれば，過負荷が発生し停電

負荷の全復旧は出来ずに負荷切離しが必要になる o また，ブランチの容量は全て 1.0とし，操作コスト

の値は図中に示す。

このネットワークに対して. (5.3)式から (5.7)式を用いて混合整数計画問題として定式化し，

LP緩和に基ずく分校限定法を用いて解く o Xl'"'--X9を復旧ルートブランチの採否のための0-1変数，

Y1~Y3 を復旧対象負符 (L 1""'L3)の採否のための0-1変数とし， P1""'P9をブランチ潮流と

する o 分校限定法は要領のよい列挙法で，原問題を次々に部分問題に分解し，その部分問題に簡単なテス

トを加えながら計算を進めていく o 部分問題のテストの結果，その部分問題の最適解が求まったり，最適

解が存在しないことが判明し終端したり，新たな部分問題が生成したりする o このため列挙法に比べて効

率的に最適解を得ることができる o

戸

h
u

n
l
 



第 5 1質 混合整数計画法の適用による復旧目標系統の決定

図5.2に本問題の分校図を示す。 8個の部分問題への分解により最適解が求まっている様子がわかる。

z=一0.5が原問題の最適値，最適解はこのZを与えたX=(011110000) ，Y= (110)， 

p= ( 0.0，1.0，1.0，0.5.0.5，0.0.0.0.0.0.0.0 )である o すなわち. 0-1変数の

中で復旧ルートとして採用するブランチは， X2=X3=X4=X5=1であり，復旧対象として探用す

る負荷はY1=Y2=1である o

図5.3が対応する復旧目標系統である。復旧操作コストの低い(復旧操作の優先度の高い)ブスタ

イ復旧 (X3=1に対応)により 一番小さい負荷有効電力値 (L3=0.3) を切離して復旧しており

最適解が求まっていることがわかる o

1.0 ~( 1 

(Gl) 

操作コスト

Cl=0.6 C3=0.5 C7=0.3 C8=0.3 C9=0.3 

図5.1 簡単な例題系統
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(Y3=U fixed) 

(X5=1 fi;xed) 

z=-9.4 
z=-9.5 

口:実行可能解 臨:最適解
乙込:下界値テストにより終端

0:部分問題

図5.2 分枝図
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図5.3 復旧目標系統

nδ 
司，

t



第 5 • 混合整数計画法の適用による捜旧目標系統の決定

5.3 実現方法

5.3.1 処理の流れ

提案する詳細法を説明するために，原問題を Q1とし， Q1から変数の0-1条件を取り除いて緩和し

た問題を Q1とする。図 5.4に具体的な処理の流れを示す。以下， I珂に従って説明する o

( 1 )系統データの読み込み

事故設備を除いた電力系統のノード・ブランチの接続関係と，事故前の負荷データ，およびブラ

ンチの容量(設備容量に対応)と復旧操作コストのデータを読み込む。

(2 )初期LP解の算出

問題。1に対する分校限定法は， Q1から変数の 0-1条件を取り除いた緩和問題初期問題。1を

シンプレックス法で解くことを出発点とする o この結果・ Qlの最適値を Z1とおく o QlはQl

の緩和問題だから， Q1の最適値をZ1とすると・ ZlはZ1の下界値になる。

Z1 ~ Zl (5.8) 

(3) 初期設定

初期問題。1を活性部分問題とし，その暫定解(近似最適解)を 00とする。活性部分問題とは，

分解も終端もされないまま残っている問題であり，分校限定法の各時点では多数存在する。更に，

目的関数の最適値の推定値も求めておく。 0-1変数を Wjとすると， Wjの中でOまたは Iに

固定されていない変数(自由変数)は， 0と1の中間値Wjをとるが，これを 1に切り上げて

(0に切り下げて)固定した場合，新しいLP最適値のZlからの増分を

h寸・ (l-w;)， h7 ・ (5.9) j'¥l-Wj)' nj'wj 

とおく o ここで，h→:， hでは擬コストである o Fを自由変数の集合弁して この値を用いて目的j ， '''j r d-fl'K.~ /'  I '-V../'<:vo J.. c.. p I-U~ 5V. V/ 7IC I::r :..- V '-， 

関数の推定値を次式求める o

一川
J

一J
r
J

，
n
 

一川
J

4
E
i
 

+・ノ
ム凡n

 
m
 zg 

y
j
 

+
 

一幻一一O』

ム
μ (5.10) 

これは，各自由変数を Oまたは 1に固定したときに，目的関数の値の増分が最小になるように考え
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第 5 1経 混合整数計画法の適用による復旧目線系統の決定

たものである o

(4 )活性部分問題の選択

どの活性部分問題を選択するかは 計算の全体効率に大きな影響を与える o ここでは，深さ優先探

索と幅優先探索の中間的方法を採用している o すなわち，深い部分問題から複数個以内の部分問題

を探索し，その部分問題の中から目的関数の段小の推定値をもっ部分問題を選択する o

(5 )終 f判定

活性部分問題がなくなれば計算を終了し. (9)ヘ移る。

( 6) 部分問題のテスト(限定操作)

部分問題に対し下界値テストを実施する。緩和問題。kの最適値を友 (下界値).目的関数の暫

定flnをz*とおくと，

Zk さ Z* (5.11) 

が成¥tすれば，もはやこれ以上の分枝操作は不要であり，終端できる。更に. 0または 1に固定で

きる変数があれば固定する o

(7 )テスト結果判定

(6)の結果，部分問題に実行可能解が存在しないか，または下界値テストが成立することが判

明すると，この部分問題は終端され (4)ヘ戻る o

(8)部分問題への分解(分枝傑作)

どの分校変数を選択するかも，計算効率に大きな影響を与える o ここでは，下界値テストの効果を

高めるために，できるだけ下界値の大きな部分問題を生成させる D すなわち，

min~州 1一一一) ， h一一)ln)¥l-WjJ ' njWjJ (5.12) 

を最大とする添字 jの0-1変数Wjを採用する o 選ばれた分校変数を用いて，以下の処理を行

なう D

(i)分校家数を Oに悶定し最適タブローを求め，実行可能解が存在しないか，または下界値テスト

が成注することが判明すると. (ii)ヘ移る。実行可能解が存在すれば，暫定解Z*を更新し

(ii )ヘ移る o 以上が成屯しなければ，新しい活性部分問題を生成し目的関数の推定値を計算し

(ii)ヘ移る o

(ii)分校変数を 1に固定し最適タブローを求め，実行可能解が存在しないか または下界値テスト
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が成立することが判明すると，この部分問題を終端し (4)ヘ戻る。。実行可能解が存在すれば.

暫定解z*を更新し(4 )へ移る。以上が成立しなければ，新しい活性部分問題を生成し目的

関数の推定値を計算し (4)ヘ戻る o

(9 )操作開閉器の決定

有効潮流分布から復旧目標系統を決定する o

[1] I 系統データの読み込み

[2] I 初期LP解の算出

[3] I 初期設定

[4] I 活性部分問題の選択

[5] 

[6] 部分問題のテスト
(限定操作)

テスト結果判定

[8] I 部分問題への分解
(分校操作)

[9] I 操作開閉器の決定

図5.4 処理方式

n
6
 

終了
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5.3.2 高速化手法

分校限定法のような厳宮な最適解を求めるアルゴリズムは， 一般に 0-1変数の個数の指数関数オーダ

の計算量を必要とするため，問題の規模が大きくなると，許容範囲内で計算が終了しないという事態にな

るo そこで，事故復旧特有の性質を利用して問題規模の実質的な縮小化による高速化手法を行う o 採用し

た手法は以ドの通りである o

(i )復川口標系統mの系統縮退の採用

(ii)復旧ルート対象フランチ用 0-1変数の固定

まず. ~~ [~己(i)は「復 ILJ の過特においてブスタイを開放することはなしりという前提のもとに，事故

前後系統においてブスタイが 閉"の母線は lつのノードに縮退するものである o その結果隣接するノー

ド(引込線写)も縮返することが可能となり，ノード数を減少させることができる D

次に. (ii)は健全系統と停電系統内の 0-1変数に関する 2つの内容を含んで、いる o まず r地方供

給系統の復If 1において健全系統内の操作は実施しない」という原則があるため，事故直後の健全系統にお

いて使川されているブランチの0-1変数を全て lに固定する o 次に 「停電系統内においては原形復旧

を優先させる」という原則があるため，事故直後の停電系統において使用されているブランチの0-1変

数を令て lに同定する。このような0-1変数の固定により計算時間を大幅に減少させることができる。

5.4 適用例

5.4.1 ケーススタディの条件

本}j式の打効性を位認するために 第4章と同J隊に図 5.5に示す実系統の事故例 (47)に適用してケー

ススタディを実施した。この事故例はB変電所 (Bs/s)， E変電所 (Es/s)が全停， F変電所 (Fs/s) 

が片付線停電という復旧日標系統の作成が非常に難しいものとなっている o

ぷ5.1にケーススタディでnJいた共通のパラメータを示すD 表 5.1の復旧操作コストは一つの設定例

であり，実際の通mに、竹たっては復旧操作優先度に従って設定すればよい。本例では， “甲乙母線切換用

IJ S"の操作コストが a 書大きいとして，以ド 送電線開閉器 “ブスタイ “負荷切換用開閉器"

の!阪に設定している。これは，負符へ供給する母線を切り換えて復旧が完了することが一番望ましい復旧

Jj策だからである o 以ト¥同様にして復旧操作優先度に従った設定をしている o なお 復旧操作コストの

内

40
0
 



第 5 章混合整数計画法の適用による慢旧目標系統の決定

数値は各コストが差別化される程度のものでよい。

ここで行なうケーススタディの目的は，実用レベルのモデルについて，負向条件と設備容積偵を変えた

場合に対する復旧目標系統の最適解が，従来の熟練運転員の習慣からみて受け入れ可能かどうかを評価す

るとともに，許容できる計算量で解が得られているか否かを評価することにある。

上位電源

P7 P8 

Bs/s 

Es/s 

P5 P6 

図5.5 実系統の事故例

表 5.1 ケーススタディで用いた共通のパラメータ

種類 復旧操作コスト

甲乙切換用LS 閉:O. 0 開:1. 0 

送電線開閉器 閉:O. 0 関:O. 6 

ブ、スタイ 閉:O. 0 開:O. 5 

負荷切換用開閉器 閉:O. 0 開:O. 3 
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5.4.2 ケーススタディの結果と考察

( 1 )ケース i

ケース 1は，電源につながるブランチの総容量が8.0.負荷の総和が4.0であり通常の電力系統の事

故で遭遇することの多い負荷の全復旧が可能なケースである o 図 5.6に結果を示す。同図において太線

が復旧ルートのブランチである o 本ケースでは. Bs/sの上位他電源、復旧により全ての停電負荷を復旧で

きている o 運用者の復川傑作の優先度からすると. Fs/sのブスタイ復旧の方が望ましいと考えられるが，

各ブランチの容量が 2.0であることを考えると妥当な結果である o すなわち，ブスタイ復旧を適用す

ると電源と Fs/s問の送電線に過負荷を生ずる結果となるためである o この結果は，前章の簡易法で得ら

れる結果と同一である。すなわち，本ケースは停電負荷量の割合が応援可能ルート上の送電線容量に比較

してあまり大きくないため，本問題は(5.3)式の目的関数において復旧保作コスト最小化のみの問題

として捕えることができ，結果的に簡易法の目的関数 (4.5)式と同一になるからであるo

太線は復旧ルートのブランチ
( )内の数値は負荷値

全てのブランチ容量=2.0

源

-
電
回

1

米
《
〉
l

D
 

L7 L8 
(0.5) (0.5) 

L3 L4 
(0.5) (0.5) 

サ V
L5 L6 
(0.5) (0.5) 

図5.6 ケース 1の処理結果
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(2)ケース 2

ケース 2は，ケース 1の復旧対象負荷の総和を増加させており，負荷を切離さないと復旧ができない重

負荷時に対応したケースである D すなわち復旧対象負荷の総和は 2.2であるが.復旧対象の変電所が異

電源、からの受電を許さないために応援可能電力が2.0となるためである o 図5.7に結果を示す。ケース

1とほぼ同様な結果であるが，復旧対象負荷の中で一番小さい負荷有効電力値 (0.4)を有するBs/sの

負荷L3の負荷切離しを実施しており 妥当な結果である o 本ケースのように復旧対象負荷の採否を表す

0-1変数を導入することにより，負荷の切離し優先度を考慮することができる o

電源

九三:L可。

?1るBs/s 

過負荷切離し

太線は復旧ルートのブランチ
( )内の数値は負荷値

全てのブランチ容量=2.0 v 

F s/s 

図5.7 ケース 2の処理結果
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この結果は，前章の簡易法で得られる結果とは異なっている。すなわち，過負荷による負荷切離しを行

なう Bs/sは，簡易法ではブスタイを開放して異なったルートから受電し過負荷による負荷切離しは行な

わない結果となる o この簡易法による結果は 停電負荷の最小化の目的からすると望ましい結果のように

思われるが，従来の運用者の行なっている復旧操作の習慣からすると馴染まない系統構成である o なぜな

ら，実運用では後続の事故などの不測の事態に対処するために，系統構成はなるべく簡単にしておこうと

いう考え庁が主流であるため 現在のところ停電変電所に対する異電源導入は行なわれていないからであ

る (12. 1 B)。従って 本提案方式による結果は r運用に馴染まない解が得られる」という従来の数理

計阿的手法による事故復旧の短所を克服することができたことを示すものである o また，ここでは (5.

3)式にノJミしたように負街量の最小のものを優先して切離すように定式化しているが，同式のLpの代わ

りに重要負仰のランキングのようなものを与えれば，負荷の重要度を考慮した過負荷切離しも容易に実現

可能であり，より実用に即した解を得ることもできる。

(3 )ケース3

ケース 3は，電源とBs/s聞の送電線とDs/sとBs/s間の送電線が両方とも，なんらかの原因で復旧ルー

トとして使用できないような極めて特殊なケースである。 Fs/sのブランチの一部の容量を 3.0にしてあ

るため. F s/sのブスタイ復旧により Es/sの母線を経由してBs/sの復旧が行えるケースである o 図8に

結果をぷすロブスタイ復旧に加えてEs/sのブス回し復旧という高度な復旧が実現されており，期待どう

りの結果が得られていることがわかる o この結果は，前章の簡易法で得られる結果と同一である。すなわ

ち，本ケースはケース 2で述べたようなBs/sの異電源持ち込みの可能性がないために，結果として放射

状の復旧ルートが精築されるためである o
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太線は復旧ルートのブランチ

( )内の数値は負荷値

*印のブランチ容量=3.O. 
他=2. 0 

電源

L5 L6 
(0.6) (0.7) 

図5.8 ケース 3の処理結果

(4 )実行時間と動作環境

t i 

このケーススタディは. 3MIPSのEWSを用いて行った。表 5.2に処理時間について，第4章で示し

た簡易方式と，本章の方式で高速化対策を未実施の場合と実施した場合の比較を示す。これらの結果から

高速化対策を実施した本提案方式では 処理時間の大幅な短縮(ケース 1で約 18% ケース 2------3では

約 3%に減少)が実現できていることがわかる。

表 5.2 処理時間の比較 (単位:秒)

ケース 第4章の方法 提案方式 提案方式

(簡易法 (47)) (詳細法:高速化対策なし) (詳細法 (54) 高速化対策あり)

1 0.4 87.0 1 6.0 

2 0.5* 790.0 22.0 

3 0.5 828.0 2 1.0 

(* :異電源の受電による変電所復旧が発生)
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5.4.3 事故復旧システムへの適用方針

通常の電力系統の運転状態では，前章で提案した簡易法は，本章における提案方式(詳細法)に比較し

て極めて高速に復旧目標系統を決定することができるo 平常時の系統は夏季対策に代表されるように重負

荷を念頭においた系統構成が採用されているために，簡易法で復旧目標系統が求まる場合が多い。しかし，

なんらかの原肉で送電線容量に余俗がない場合は，簡易法では表 5.2のケース 2のように異電源の受電

による変電所復旧が発生してしまう。

従って，詳細法は簡易法を補完するように事故復旧システムに適用すればよい。すなわち，事故設備判

定が完 f後.まず高速な簡易法を適用する。その結果，変電所の異電源、の受電が発生した場合にのみ，そ

の結果を彼棄して詳細法を適用する。このようにすると，履適な復旧目標系統を効率的にかつ高速に決定

することができる o

一般に地方供給系統の事故復旧は 計算機による事故検出後から復旧手順作成完了までの処理時間の目

安が 1分以内とされている o 従って，上述のように簡易法と詳細法を組み合わせて 3MIPS程度の計算機

を用いたシステムを構築しでも 復旧目標系統の作成が，ほとんどの場合 1秒以内，詳細法を適用せざる

を得ない場合でも 25秒程度で完了できる。このため 事故検出や事故設備判定や復旧手順作成の処理を

付加しでも，本提案のような数理計画法的手法を用いて 1分以内に処理が完了する可能性がでてきたと考

えられる o

5.5 結言

本章においては，系統復旧問題を運用者に受け入れられやすい解を得るために，放射状制約のみならず

運用者の実施している復旧傑作の優先度も考慮、できるように混合整数計画問題として定式化し，効率的に

かつ尚速に決定する }j法を提案した。実系統モデルを用いたケーススタディにより本方式の有効性を示し

た。本方式は，復旧ルートを構成するブランチの採否と復旧対象負荷の採否を表す0-1変数と潮流を表

す述続変数を月jし￥ることにより，復旧円標系統の決定方法の定式化が自然な形で行われるという特徴があ

るo 更に，事故復IH問題特有の性質を考慮、して問題規模の実質的な縮小化を行ったネットワークに対して

計算することにより，ほぼ許容できる計算時間内で計算が終了している。本方式(詳細法)を前章で提案

した簡易法を補完するように組み合わせると，より実用化に近づいた方法が確立できると考えられる o ま

た，本市で述べたような簡易法による問題のスクリーニングと問題規模の縮小化とを併用する技法は，数

煙計画法を適用しようとするさまざまな実用規模の問題解決策への貢献が期待される。
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第6章知識ベースと数理計画法の融合による

復旧手順の決定

本章では r事故時操作」に関して，知識ベースと数理計画法の適用による復旧手順の決定方法につい

て述べる D 従来の事故復旧に関して提案されている方法は，知識ベースか数理計画法のいずれかを用いて

いるためにそれぞれの欠点を本質的に有している。すなわち，知識ベース処理においては知識の不完全性

とシステムの開発と維持のためのコストの増大があるo また，数理計画的処理においては最適解は得られ

るものの処理時間がネックになるロ従って，これら問題を解決するために両者を融合したシステムの促案

を行う o まず，復旧目標系統の決定は第 5 章で述べた混合整数計画法による方法を拡張し，処~時間の高

速化のために知識ベース処理により原問題を幾つかの部分問題に分解する方法を示す。この部分問題への

分解の手法は事故復旧特有の復旧戦略によるものであり，組合せ最適化問題における探索空間の縮小化に

運用者のもつ復旧戦略を使用したものと考えるきことができる。この結果 部分問題に分解しない場合に

比べて約30%の処理時間にまで高速化できた。さらに 従来知識ベースに格納されていた知識の約60

%を数理計画的処理に移し替えることができたため，その開発と維持のためのコストは大幅に抑制できる

ことが予想される o そして，実系統の事故例に本方式を適用して評価し，極めて高速に解が得られること

を示す。本章の内容は，一連の研究成果をまとめた論文 (58，59，61)に基づいたものである o

6.1 概説

6.1 .1 知識ベース処理による事故復旧システムに関する概況

現在 r事故時操作」に対する計算機による自動化に一番多く採用されているのは 知識ベースによる

方法である o 事故復旧操作は 周波数制御，電圧制御，潮流制御などの電力系統技術を統合化した技術で

あり，異種の制約条件付き最適化問題としてとらえることができる o しかし，この最適化問題は，大規模，

多目的，多段階，組合せ，非線形，制約付き最適化問題 (1 7)であり，現状の技術で最適解を解くことは

できない。従って 現在採用されている方法は r誤った復旧操作を行なわないということを大前提に，
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準最適な復旧手順てありさえすればよい (29)Jとする考え方である o この考え方に従って，運転員の経

験を知識として蓄積し復旧手順を推論により求めるエキスパートシステムが実システムに導入されている

のである o

ところで，事故復旧のためのエキスパートシステムが制御所や給電所で稼働を開始し 10年近くが経過

し，以下のようなさまざまな問題点か指摘されるようになった。

(i)エキスパートシステムが扱える範囲に限界があり，それを越える状況には対処できない。

(ii)エキスパートシステムの格納されている知識に対する完全性の保証がないため，運用者に不安を

与えている。

(iii)エキスパートシステムの開発とシステムの運用開始後のメンテナンスに要するコストが，従来シ

ステムに比較して非常に大きくなる o

これらの問題点の中で. (i)は第2章でもふれたように従来の“浅い知識"ではなく， “深い知識"

を将入したより知的なエキスパートシステムの確立に向けた研究がなされておりその成果が期待される o

(ii)は，特に事故復IIIのような切迫した状況を扱うシステムでは致命的な事項である o このため，シス

テムの連川開始前には非常に多くの時間をかけてテストが実施されているが完全性の保証はない。しかも

知減が相 /fに関述しており a つの知識の変更に伴う知識ベースの完全性を確認することが極めて困難に

なっている o (iii)は システムの利用者側からすると望ましくない事項である。これは，開発時におけ

る知識獲得の系統だ、った}j法がなく，また運用開始後のメンテナンスは知識ベースの完全性の確認に要す

る労}Jは非常に大きくなっているからである o

6.1.2 提案手法の概況

本市では.!也)J供給系統に対して上述の課題を解決するために数理計画的手法と知識ベース的手法の融

合による事故復IU問題の高速解法について提案する o すなわち 復旧目標系統は高速化を図った数理計画

的手法を適用し，復旧操作手順は知識ベース処理的手法を適用する D これにより，運転員に説得力のある

復川操作手順を尚速に決定することができ.また，従来管用の難しかった知識ベースに格納する知識を操

作手順作成に関するものに限定しその取り扱いを容易にしている。提案手法の特徴は以下の 2点である o

(i)復旧円標系統を決定する際に，事故復旧特布.の性質を利用した知識ベース処理により復旧目標系統

を部分系統に分解して数理計画的手法で、解く方法を提案し，従来の方式に比べ大幅な高速化を達成し

ていること。
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(ii)復旧目標系統を決定する部分の知識を数埋計画的手法に置き換えて システム全体の知識数を減少

させた知識ベースと数理計画的手法を融合した事故復旧システムを提案していること。

ここで， (i)は，従来計算時間の点から事故復旧システムへの適用が困難とされてきた数用計画的手

法を実用システムに適用する際には必要不可欠な事項であるo すなわち，最適性の保証がある解を許容時

間内に得るようにするためである o 次に (ii)は現在実用化されている事故復旧エキスパートシステム

の知識数を削減することができ，開発時や運用開始後の知識のメンテナンスに要するコストを低く抑える

ことが期待できる方法である o このように 提案方式は知識ベースと数理計両的手法を融合することによ

り各々の短所を補い長所を伸ばした方法である。

6.2 復旧目標系統の決定

6.2.1 復旧目標系統決定問題の定式化

復旧目標系統の決定方法の定式化を自然なかたちで行うために，著者は文献 (51)で混合整数計嗣問

題として定式化して解く方法を提案している o すなわち，復旧目標系統を構成するブランチの採否や，過

負荷による負荷切り離しを表現するための復旧対象負荷の採否を 0-1変数で友し 需給平衡条件や線路

容量制約等は連続変数で表す。そして 復旧操作コストという概念を用いると 復旧残負街段小化のみで‘

なく，運転員の実施している復旧方策(ブスタイ復旧や上位他電源復旧等)の優先度に従った復旧目標系

統を決定することができる o

( 1 )目的関数

復旧操作コストと復旧残負荷量を最小化することが目的であるから， αと戸を正の定数として両者の線

形結合で表される。なお， αと。の大きさはは CkとLpの値から決定される o すなわち，文献 (54)

で述べたように， CkとLpが同程度で、あるため復旧残負荷量の最小化が主目的との観点から α=1.0， 

s=10.0としている D

m nL 

z = min{αL CkXk -s L LpYp} (6.1) 

(2)制約条件

(i)復旧電源容量制約

エPk~ Gq (q=l ，2，' • '，nS ) 
kεFq 

(6.2) 

nwd 
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(ii)需給平衡条件

エPk-I Pk = LiYi (i=l ，2，' • '，n ) 
kεTi kεFi 

(iu)線路容量制約

Pk -UkXk三o (k=l.2.・.，.m) 

(iv) 放射状制約

エxk壬1 (i=l ，2，' ， '，m ) 
kεTi 

(3)変数の説明

n ノードの数

m:ブランチの数

nS:電源ノードの数

nL:負符ノードの数

NFk :ブランチkの始点ノード

KTk :ブランチkの終点ノード

F j = {k:NFk=i} : iを始点とするブランチの集合

T i = {k:NTk=i} :を終点とするブランチの集合

Xk : = 1 ブランチkを復旧ルートとして採用

=0:イミ深用

Y p : = 1 負荷pを復旧対象として採用

=0:不採用

Pk :ブランチkの有効潮流(pu)

Ck :ブランチkの傑作コスト

LT k :ブランチkの容量(pu)

Lp 負符pの負荷有効電力(pu)

Gq :電源qの)10t愛可能有効電力(pu)

z 円的関数

(6.3) 

(6，4) 

(6.5) 

ここで，連絡線とブスタイに対応するブランチは始点と終点が一意に決定できないために方向の異なる

2本のブランチを割り当てる。
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6.2.2 知識ベースによる高速化

( 1 )高速化のと基本的考え方

分枝限定法のような厳密な最適解を求めるアルゴリズムは， 一般に 0-1変数の個数の指数関数オーダー

の計算量を必要とするため，問題の規模が大きくなると，許容時間内で計算が終 fしないという事態にな

る。そこで，事故復旧特有の性質を利用して原問題を独立な複数の部分問題に分解することができれば，

問題の求解に要する処理時間の大幅な短縮が期待できる o すなわち，原問題をそのまま解くより. 0 -1 

変数の数が少ない個々の部分問題をそれぞれ解いた後に，それらの解を合成し原問題の解を得るのである o

ところで，地方供給系統における事故復旧では，次のような方針のもとに復旧が実施されている o

(S -1)健全系統内の操作は実施しない。

(S -2)復旧系統内の停電変電所は異電源、からの復旧は実施しない。

この簡単な方針を利用して事故復旧問題の定式化を行うと実質的な問題規模の縮小化が実現で、きる。す

なわち，原問題を部分問題に分解するために以下のような分割知識を利用するのである。

(D -1) 1 F 健全系統内にノードが存在する

THEN 同一応援可能母線のノードは一つのノードにまとめる。

(D-2) I F 復旧対象系統内の変電所の開放されたブスタイの両端のー次側母線に対応するノー

ドが存在する

THEN ブスタイを仮想的に併用し一つのノードにまとめる。

(D-3) I F 復旧対象系統内に異なった変電所の一次側母線が“閉"状態の連係線により接続さ

れ，かつ，各母線が他の復旧可能ブランチを有する

THEN 連係線ブランチを仮想的に開放する o

(D -1 )は， (S-l)に対応する分解知識であり，この結果0-1変数を大幅に減少させることが

できる。この際に，健全系統内のブランチの事故前潮流値と許容値から応援可能有効電力値 (GQ)を求

めて復旧電源ノードを割り当てるo 次に， (D -2)は (S-2)に対応する分解知識であり， 一次側ブ

スタイを併用することにより変電所の復旧を異系統から受電するという状況が避けられ， 0-1変数も 一

つ減少できる o また， (D-3)も (S-2)からから導出される知識である。地方供給系統レベルの運

用では上位電源、から受電可能な変電所が各々独立に受電し，下位方向ヘ電力を供給している o 従って，事
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故による停電範凶はそれほど大きくならない。しかし， 一部に上位電源からの大容量の送電線を有する変

電所があるような系統ては 連係線を介して隣の変電所へ電力を供給している場合がある o このような場

合に，その大容は送電線が'1手放により使用不可になった場合を想定すると，事故により停電する復旧対象

系統は非常に大規校になることが予想される。この場合の復旧には連係線を開放して，両端の変電所がそ

れぞれ上位屯跡、から受電する方策が宅ましいと巧えられる o なぜなら，復旧対象系統内の負荷が復旧ルー

ト上の過負荷により切り離されるほが少なくできる可能性が高いからである o これは海外でも採則されて

いるJi1.t.で“verticalsplitting"と呼ばれている。この結果，連係線の開放により非常に大規模だ‘った復

旧対象系統はいくつかの部分系統に分解される o そして，この部分系統は各々独立に復旧されるため，個

別に分校限定法を適用して許符できる時間内に解くことが可能になる o

以ト¥|苅 6.1に/]，す大規模なモデ.ル系統を用いて説明する o 対象とした系統は 154kVと66kV

の2'~'UJ t~階級の系統で， A ，，- ~1 は管轄下の変電所，矢印は負荷である o 今， D-H送電線のルート事故が

発生し肉中にぷすような広範囲な停電が発生した場合を考える。 図6.2は事故復旧用の事故直後系統の

ノード・ブランチ衣現である o 0 -1変数を減少させるために系統を締約してある o また，復旧電源、母線

ノードはE理解を行易にするために電圧附級毎にまとめてある。 L1，，-L11は復旧対象になる負荷である D

まず， 1:記 (D-1 )によって，健全系統は電圧階級毎の Iつの電源ノードとして表すことができる D ま

た， Lle (D-2)によって，停電系統内のブスタイが“開"状態であるH変電所の一次母線を締約する o

そして. L:記 (D-3)によって，停電系統内の連係線のG-H送電線は復旧目標系統では開放されるべ

き送屯線となるので仮想的に開放する o なぜなら， G変電所も H変電所も復旧候補ブランチ (B-G送

屯線， 八一日送泡線に文りむ) を介して個々に復旧した}Jが，復旧対象系統内に過負荷が発生した場合に

過fl.術切り離しとなる負ィ;;jjttを少なくできる可能性が高いとJ5aえられるためである D また開放する連係線

が負仰を有する場合には.、11J.表負仰をいずれの部分系統側に接続させるかは一意に決定できないため，事

故前潮流のJntl]を参照し流れ11¥る側の部分系統に含ませている。ただし.GまたはH変電所のいずれかが，

復1[1候補ブランチを布さない変電所である場合は このような仮忽的な開放は実施しない。

このようにして，復旧対象系統は図 6.3のように 2つの部分系統に分解できる口この分解された部分

系統に対して，それぞれ分校限定法を適用する o 図6.2の場合の 0-1変数は1:2個であるが，図 6.3

の場合は 2，1倒と 16倒である(関 6.3は，部分系統問のブランチに対応する 0-1変数分だけ少なく

なっている) 0 このように，分解された部分系統毎に分枝限定法を適用する。そして それぞれの解を合

成して復旧目標系統を完成させる o ここで使用している分校限定法は，目的関数の推定値を擬コストを用

いて計算し，部分問題の探索には深さ優先探索と幅優先探索の中間的方法を採用している o
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ー・ Load X open 

図6.1 モデル系統

66kV復旧電源群

図6.2 事故直後系統のノード・ブランチ表現
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66kV復旧電源群 154kV復旧電源群

66kV復旧電源、群 154kV復旧電源

Fss I IJss 

l f、‘
'-'"温....L9 

図6.3 部分系統

(2)知識処理による高速化の実現

t述の高速化のための基本的考え方を知識処理により実現する方法について説明する o 本システムの知

識ベース処砲には汎用的なPr 0 1 0 gの処理系を採用している o 図6.4は，電力系統を表わしている事

実の例である o 述語 "branch"は，ブランチデータに関する事実を表し 述語“ n0 d e"はノー

ドに関する事実を表している D

branch (ブランチ杏号，

ネットワーク醤号，

F
n
v
 

A
H
d
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事故直後系統開閉状態 (on/off=閉/開)

処理過程系統開閉状態 (on/off=閉/開)， 

復旧目標系統開閉状態 (on/off=閉/関)， 

始端ノード番号，終端ノード番号，

電圧階級，

設備容量，種別，

所属電気所名称，

設備名称 ) . 

n 0 d e (ノード番号，

ネットワーク番号，

充停電状態 (charg吋伽har例=充電/停電)， 

電圧階級

種別，

所属電気所名称，

設備名称 ) . 

ここで， 、ranch"の第4引数が知識ベース処理により 更新される処理過程系統の開閉器状態で

あり，第5引数の内容が復旧目標系統決定結果により更新される部分である。ここで， “b ranch" 

と“n0 d e"の第2引数のネットワーク番号が同ーのものが部分系統を構成するノ ードとブランチにな

る。

図6.5は，部分系統に分解する知識の伊l代、ある o “rule3'は， (D -3)に対応する知識である。

すなわち，復旧対象系統内の連係線の両端変電所の母線が停電で、復旧lレートを有するならば，仮想的に 当

該連係線を開放する知識である o この中で， “cond3"が条件を表し “action3"が条件が

成立した時の動作を表す。このようにして得られた部分系統毎に分校限定法を適用して復旧目標部分系統

を決定するのである o
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/* << fact >> ..，・H ・.Branch Data …H ・H ・......・H ・.*/

branch(l， off， off.ー，1，3，154，2.8， to_line， 。Hss'，'A-HLine' 

branch(2， 2， off， off，ー，1，6，154，l.0， to_line， 'Gss' ，'B-G Line' 

branch(3， off， on，ー，3，4，154，9.0， bus_tie， 。Hss'，'CB01

branch(4， 0， on， off.-，5，4，154，4.0， to_line， 。Hss'，'G-HLine' 

branch(S， 2 on， on，ー，6，5，154，4.0， from_line， 'Gss'，'G-H Line' 

branch(6， on， on，-，3，7，] 54，4.0， trans， 'Hss'，'#1B 

branch(7， on， on，-，4，8，154，4.0， trans， 'Hss'，'#2B 

/* << fact >> ……・・ Nodc Data …………...・H ・.*/

nodc(] ， 。chargcd， 154， source， 

node(6， 。charged， 66， source， 

node(7， discharged， 154， p_bus， 'Hss'， '154kV-Bus' 

node(8， discharged， 154， p_bus， 'Hs's， '154kV-Bus' 

node(9， 2， discharged， 154， line_load， 'Load4' 

node(10， 2， discharged， 154 p_bus， 'Gss'， '154kV-Bus' 

node(ll， 1 discharged， 66， s_bus， 'Hss'， '66kV-Bus' 

図6.4 電力系統の事実の例

/* ....・H ・..…くく rule(3)>>….分解ルール(3) ...・H ・.*/

rule3(N):ー /*writc( 'rule(3) start!')，nl， */ 

陀 pcat(N)，

cond3(ID)ー>action3(ID)，/* ID:ブランチ番号 */ 

fail. 

rulc3υ:-rctract(counter2(B)) 

cond3(ID):- /* Condision(3) 条件部 (3)*/ 

count2 ，cnt2 (ID)， /*ブランチ番号のカウントアップ*/

is_closc(ID)， /*ブランチDは“閉"か?*/ 

is_tic_linc(ID)， /*ブランチD は連係線"か?*/ 

is_tciden(ID)， /*ブランチDの両端ノードは“停電"か?*/ 

has_rest_r，∞t(ID). /*ブランチDの両端ノードは“復旧候補を有する"か?*/ 

action3 (ID):ー /* Action (3) 実行部 (3)*/ 

branch(ID，O.on，on，一，NF，NT，V，SS，'tie-line')， 

asscrtz(branch(ID，O，on，off，ー，NF，NT，V，SS，'tie_line'))， 

rctract(branch(ID，O，on，on，_，NF，NT，_，_，'tie_line')). 

/*ブランチDの復旧目標系統開閉状態を“閉 (on)"とする*/

間 6.5 部分問題への分解知識の例

n
R
u
 

n可
M
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6.3 知識ベースによる復旧手順作成

事故直後の系統状態から復旧目標系統へ移行する傑作手順を求めるのが，復 111操作子}~iの決l主である o

本システムは地方供給系統を対象としており，発電機の出力調轄のように時間的制約を合まないため，比

較的簡単に復旧操作手順を決定することができる D すなわち 基本的には事故直後系統と復IrJ日標系統の

開閉状態を比較し両者に差異のある開閉器を操作する操作手順を作成すればよい。ただし. l，fq系統の開閉

器の開閉状態が 閉"状態であっても，変圧器加電時の突入電流を抑制するために行われている寸時的な

開放操作は作成する D このような実際の運用で実施されている項目は静的な復旧日傍系統ではぷわすこと

ができないために，提案システムでは知識ベース処理を採用している o

知識ベース処理は 対象とする問題領域が広がるにつれ非常に多くの知識が必要になる。その知識の獲

得は現在のところシステマティックな方法が存在せず，ユーザとの数多くの打ち合わせの I~で、実施されて

いるが，最終的にはシステム設計者(知識情報処理技術者)の判断に頼っている o さらに，知識数が増え

るに従って知識聞の相互関係が複雑になるため 知識の変更に伴う知識ベース全体の完全性の俗認が難し

くなってくる。従って，本提案のように復旧手順決定問題に対してのみ主に知識ベース処用で実現すると，

知識数も限定されその取り扱いが容易になる

図6.6は，復旧手順作成知識の例である o "rule(50)"は，事故任後系統と復IlJ目標系統の開|羽23状

態がともに“ on であり 一次側母線の電圧階級が 151kVである変圧誌を一時的に停止する(指令

用語=stop)操作手順を作成するための知識である。

/* ・……・…ー << rule(50) >> …………… ………・・*/

rule50(N):-/* write( 'rule(50) start!')，nl， */ 

repeat(N)， 

rule5-1 

fail. 

印 le50υ:-retract(counter2(B)). 

rule50-1:ー

count2，cnt2 (ID)， 

branch (ID，on，on， 154， tarns，SSN AME，DEVN A乱1E)

ー>tejunput(SSNAME，DEVNAME，'stop '). 

図6.6 復旧手順作成知識の例
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6.4 実現方法

6.4.1 処理の流れ

実用的な事故復旧システムを完成させるためには，復旧目標系統の決定に続いて，復旧操作手順の決定

が必要である o 図6.7に提案}j式全体の縛成を示す。同図に示すように 提案方式は復旧目標系統決定

と復旧操作手順決定の 2つの部分から構成されている。以下，図に従って説明する o

( 1 )事故直後系統の取り込み

事故設備を除いた電力系統のノード・ブランチの接続関係と事故前の負荷データ，およびブランチ

の容量(設備容量)とコスト(操作コスト)を読み込む。

( 2 )事故復旧問題の定式化

0-1変数と連続変数を用いて事故復旧問題を混合整数計画問題として (6.1)式-----(6.2)式を

用いて定式化する o

(3 )部分問題への分解

l変電所への巽電源復旧を許さないという制約を積極的に利用した分解知識 (D-1) -----(D -3) 

を用いて，上記で千了った定式化を複数の部分問題ヘ分解する o

(4 )復IH目標部分系統の決定

分解された部分問題毎に分校限定法を適用し復旧目標部分系統を決定する o

(5 )復旧目標系統の決定

復旧円標部分系統を合成して 復旧対象系統全体の復旧目標系統を決定する o

(6)復旧操作手順の決定

事故直後系統と復旧目標系統の開閉器の開閉状態と，ブランチの属性(種別や電圧階級等)により

復川傑作手順を知識ベース処理により合成する o
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( 1 ) 

(2 ) 

事故復旧問題

(3 ) 

(4 ) 

( 6) 

図6.7 処理方式

6.5 適用例

6.5.1 ケーススタディの条件

本方式を図 6.1に示す系統に適用する o この事故例は.G変電所 (Gss). H変電所 (Hss). 1変電

所(1 ss) • K変電所 (Kss) • L変電所 (Lss) .およびM変電所 (Mss)が全停という広範囲にわた

る停電区域のために復旧の難しいものになっている o ここで行うケーススタディの目的は，実用レベルの
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大規模なモデ、ルを用いて負何条件と設備容量値を変えた場合に 熟練運転員が実施しているのと同等な復

旧操作手順が許容できる計算量で出力されるか否かを評価することにある。以下では，典型的な3つのケー

スについて説明する。

6.5.2 ケーススタディの結果と考察

( 1 )ケース 1

ケース lは，全ての負仰が復旧できるケースでトある。図 6.8に結果として得られた復旧目標系統を示

す。関巾の太線が復 1[1ルートをぶしている o この結果は，文献 (54)の方法を用いた場合と同 ーのもの

である o 1:{fL他電源、復IU2筒所，ブスタイ復旧 1箇所，下位他電源復旧 1箇所としヴ結果が得られている D

開放した連係線の両端のGssとHssは各々別のルートから復旧されているが 応援可能電力の不足のため

に， KssはHssからの受電をあきらめ事故前とは別のルートからの復旧となっている。

!苅 6.9に復旧燥作手順を示す。復旧手順は電圧階級の高い順番に まず 復旧ルート以外のブラン

チに対して切離し傑作を実施し 次に 復旧ルートを構築する傑作を実施させるように決定している o 6 

---7 番手j聞は，変圧~加電時の突入電流を抑制するための 一時的な開放操作である。これらの手順は， 6. 

3項でも述べたよう知識処理により作成できる手順である D

66kV復旧電源群 154kV復旧電源群

図6.8 復旧円標系統(ケース 1) 
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第 6 章 知識ベースと数理計画法の融合による復旧手順の決定

事故復旧操作手順表

事故設備 :D-H送電線ルート事故 (4回線)

No. 所名 操作 内 ~ 

1 Hss G-H送電線 切離

2 Hss H-K2送電線 切離

3 Gss # 1・2B 停止

4 Hss CBOl 閉じる

5 Hss #lB 停止

6 Hss #2B 停止

7 Hss A-H送電線 使用

8 Gss B-G送電線 使用

9 Hss #lB 使用

1 0 Hss #2B 使用

1 1 Gss # 1・2B 使用

1 2 J s s J-K送電線 使用

図 6.9 復旧手順表(ケース 1) 
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(2)ケース 2

ケース 2は，ケース 1のBssとGss聞の送電線の片回線を作業中とした特殊なケースである o 片回線の

作業はBssとGss聞の送電線の容量を半分にすることにより表現できる。図 6.10に結果として得られた

復旧目標系統を示す。文献 (54)と同一の結果である o 上位他電源復旧 2箇所，ブスタイ復旧 1箇所，

下位他電源、2箇所で全ての負荷が復旧されている。 Gssの2次側母線を介したブス回し復旧という高度な

復旧が実現されている。すなわち， Gssの2次側母線は変圧器を介した 1次側母線からの復旧をあきらめ，

2次側母線に接続している連係線 (C-G送電線)を用いて復旧することにより，同母線に接続している

他の停電送電線を復旧している。

図6.11に復旧操作手順を示す。

図6.10 復旧目標系統(ケース 2)
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事故復旧操作手順表

事故設備 :D-H送電線ルート事故 (4回線)

No. 所名 操作 内
，廿，ιe 

1 H s s G-H送電線 切離

2 H s s H-K2送電線 切離

3 G s s # 1・2B 停止

4 H s s CBOl 閉じる

5 H s s #lB 停止

6 Hss #2B 停止

7 Hss A-H送電線 使用

8 G s s B-G送電線 使用

9 H s s #lB 使用

1 0 H s s #2B 使用

1 1 Gss C-G送電線 使用

1 2 Kss F-K送電線 使用

図6.11 復旧手順表(ケース 2)
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(3 )ケース3

ケース 3は，さらに特殊なケースとしてケース 2のブス回し復旧の応援ルートであったCssとGss聞の

送電線をなんらかの理由で使用できないようにしたものである。図 6.12に結果として得られた復旧目

標系統を示す。文献 (54)と同一の結果である。 JA1負荷切離し l箇所，上位他電源、復旧 2箇所，ブスタ

イ復旧 l箇所， 下位他電源2箇所を用いた復旧が実現されている o 図6.13が結果として得られた復旧

様作手順である。第 l手順が過負何による負荷の切離し手順，第 7-----8が変圧器課電時の突入電流を抑制

するための 一次的な開放操作である。簡単化のために図 6.2のノード・ブランチレベルの手順にとどめ

て/示しであるo すなわち，第2手順を実際の給電指令レベルで表すと 2回線送電線であるため実際には2

ステップとなる。

径三診 :過負荷切離し

図6.12 復旧目標系統(ケース 3)
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事故復旧操作手順表

事故設備 :D-H送電線ルート事故 (4回線)

No. 所名 操作 内 hモaザT 

1 Lss 負荷o1 過負荷切離

2 H s s G-H送電線 事故切離

3 Hss H-K2送電線 切離

4 G s s F-G送電線 切離

5 G s s #lB 停止

6 Hss CBOl 閉じる

7 H s s #lB 停止

8 Hss #2B 停止

9 H s s A-H送電線 使用

1 0 G s s B-G送電線 使用

1 1 H s s #lB 使用

1 2 H s s #2B 使用

1 3 Fss F-G送電線 使用

1 4 E s s E-L送電線 使用

1 5 J s s J-K送電線 使用

図 6.13 復旧手順表(ケース 3)
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(4 )実行時間と動作環境

このケーススタディは 3 M 1 P S のEWSを用いて行った。表6.2に復旧目標系統決定の処理時間

について，文献 (54)の方法と，提案する方式の比較を示す。いずれも目標系統の決定と復旧操作手順

決定を含んでいる処理時間である o 提案方式が非常に高速に復旧操作手順まで決定できることがわかる o

また，復旧手順作成に要する時間は 全てのケースで 1秒以内であった。第5章で述べた文献 (54)の

方法に比較して，約30%の処理時間で解を得ることができる。

表 6.3に本システムの知識数(ルール数)を示す。参考のために実システムの概略の知識数も併記し

た。同友からわかるように本システムでは，全知識の約2/3を占めている復旧目標系統作成の知識のほ

とんどを数理計画法に置き換えているため 全体の知識数を 40%程度にまで削減することができる。

表 6.2 処理時間の比較 (秒)

(単位;秒， 3M 1 P S のEWS使用)

ケース 文献(5 4 )の方法 提案方式

39 1 2 

2 196 1 6 

3 69 1 4 

表 6.3 知識数の比較

No. 項 目 実システム 本システム

1 復旧目標系統作成 200程度 12 (93) 

2 復旧操作手順作成 100程度 4 3 

( )内の数値は，本システムで数理計画法を適用

備 しない場合の知識数

-知識数の減少率:

五島J (12+43) *100// (93+43) =40.4 (%) 
-実システムと本システムの知識数の差異は，主とし

て電力系統を表現するデータの詳細度の違いによるo
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6.6 結言

本章では，知識ベース的手法と数理計画的手法との融合による事故復旧システムについて提案したD 復

旧目標系統決定には知識ベースにより高速化を図った数理計画的手法を，復旧操作手順には知識ベース処

理的手法を適用した。本方式は解の最適性を保ちながら処理時間も許容範開におさめることのできる方法

である。さらに，知識の一部を数理計画的手法に置き換えているため，知識の取り抜いに伴う開免コスト

や運用開始後の維持コストの削減が期待される。

実用に供されている事故復旧エキスパートシステムの知識数は，著者の実務の経験からするとルールベー

スで約300程度である。この内訳は，復旧目標系統の決定に 200.復旧予j順の決定に 100棺度であ

る。本方式によると，復旧目標系統の決定を数理計画法に置き換えたために.実質のルール数は10%符

度まで減少させることができ 従来管理の難しかった知識ベースに格納する知識の取り扱いも符易になる

ことが予想される o そして，大規模なモデルを用いたケーススタディにより本庁式が高速に復旧手順を決

定することができることを示した。この処理速度は 事故発生から復旧手順の作成までのけ標値が60秒

であることを考えれば，事故検出の機能を加えても十分なリアルタイム性能を実現していると考えられる。

本方式は，ほとんどの場合には十分有効であると考えているが，部分問題の解に未復旧負仰が残るよう

な場合には系統全体としての協調先見が必要であると考えられる o このような協調処理が必要となるのは，

今回対象とした系統よりも多くの電圧階級を有するような複雑な系統構成の場合に与えられるが，そのよ

うな状況に対応できるより知的な事故復旧方式の開発が望まれる o 多段決定問題としての解法もその一つ

の解決方法になろう o

計算機技術の進歩によりさまざまな手法を適用したシステムが，比較的容易に構築可能になってきた。

しかし，どのような手法をとるにせよ複雑になり過ぎては，システムの信頼性や保守性の点から問題であ

る。特に，現在の知識ベースシステムでは，知識数が増えるに従って知識聞の相互関係が複雑になるため，

知識の更新に伴うシステム全体の完全性の確認が難しくなっている o 本論文のような数理計画法的子法に

よる復旧目標系統決定法を事故復旧エキスパートシステムに組み込むことにより 知識の数を減少させ，

事故復旧システム全体の複雑さを緩和させるのも一つの解決方法であろう o

-109-



第 7 j寧結論

第ア章 結 号.d除

白岡

電力系統の計両-運用のための系統運用計算機の自動化項目として r平常時操作」と「復旧操作」に

着目して述べてきた。 r平常時操作」では，いかなる系統構成に対しでも知的に操作指令手順を自動合成

し，かつ，その子)般の縦正ができる信頼性の高いシステムの構築方法について示した。 r復旧操作」では，

オンラインでの使用を念頭に置き，し=かなる系統構成と運用状態においても知的にかつ高速に復旧操作指

令手順を自動合成することができる信頼性の高いシステムの構築方法を示した。

以ド，阜毎に内作と得られた結果を要約する o

(第2章) 論理性成による平常時操作手順の決定

計算機による「平常時保作」の本格的な自動化を目的として開発した論理生成方式について述べた。ま

ず r、ド常時操作」の基本的な考えノ7として. (i)停電範囲最小. (ii)停電時間最小，および(iii) 安

全な操作の3つの円的に分類し，この目的を満足するような操作手順の自動合成方法を示した。そして，

この11的を実現する効本の良いアルゴリズムを確立するために 電力系統を構成する要素を 6つの設備グ

lレーフ。に分知した。特に本方式は，不必要な停電を回避するために，あらかじめ実際の停止操作に先立っ

て実施する“作屯[II}避予順"や，停止操作後の“一時停電設備への再課電手順"も作成できる知的なシス

テムとして完成している。この開発により得られた考え方は，以後の「平常時操作」の核となり現在開発

されている実川システムのほとんどで利用されている。

(第3草) 知識ベース方式による平常時操作手順の決定

第2市で開発した千続き司!J訴を用いた論理生成による「平常時操作」システムは，そのソフトウェア

の規模が非常に大きいために.その維持・管理の点で問題のあることが明らかになってきた。そこで，本

市ではソフトウェアの維持・管理の簡素化を目的とし，第2章で示した手順の自動生成に対する規則jを知

識ベースシステムのルールとして記述し 手続きとデータの部分を分離した知識ベースシステムの提案を

行なった。また.f栄作千j阪の妥、円性を知識ベースで検証する機能や，ワーキングメモリ上に存在する推論

の中間結果を“深い知1議"をmし=て動的に検証する機能の構築方法も示した。この知識の動的検証は，よ

り信頼性の高いシステムを構築するためには必要であると考えられるが現在の実システムでは不足してい
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る機能であるo このシステムはシリアルインターフェイスで結合した 2台のパーソナルコンビュータ上に

インプリメントされ，その性能を評価した結果十分実用に供しうることが判明した。このように，本章で

対象としたオフライン的な業務を支t愛する計算機システムには，パーソナルコンビュータでもかなりの部

分がカバーできると考えられる o

(第4章) 線形計画法の適用による復旧目標系統の決定

本章以降は r復旧操作」に関連した方式の提案を行なった。本章では，事故による停電が発生した場

合に復旧の目標となる系統構成(復旧目標系統)を，最小費用流問題として解く Ji法の従来を行なった o

グラフ的なデータ構造を用いることによって復旧目標系統を決定する効率のよいアルゴリズムを開発した。

そして，実系統の事故例に適用して通常の運転状態では極めて高速に解を求めることがnJ能で、あることを

示した。復旧目標系統の決定を最小費用流問題として解く方法は従来提案されていない方法であり.系統

計算機による事故復旧操作の自動化の一つの望ましい方法であると考えられる。

(第5章) 混合整数計画法の適用による復旧目標系統の決定

第4章で示した復旧目標系統の決定方式は，系統の運用状態が重負符の場合には運用面からすると運用

者に馴染まない系統構成が得られる場合があった。このため 本章では復旧同標系統を構成するブランチ

の採否と，復旧対象負荷の採否に 0-1変数を割当て，ブランチ潮流に連続変数を割、IJてて，復11I日標系

統決定問題を定式化する方法を与えた。特に 従来全く考慮、されていなかった運用者の復旧優先度に対応

する“復旧操作コスト"の概念、を提案し，運用者にも受け入れられやすい解が得られることをぷした。こ

の方式も第4章と同じ実系統の事故例に適用して，分校限定法により良好な結果が得られたことを述べた。

更に r第4章の方式を問題のスクリーニングとして用いた後に本方式を適用する」という実用システム

としての枠組みの提案も行なった。

(第6章) 知識ベースと数理計画法の融合による復旧手順の決定

本章では，第5章で提案した方式を実用化する上で必要になる処理速度の向上に対する徒系を行なった。

よく知られているように分枝限定法のような厳密な最適解を求めるアルゴリズムは， 0-1変数の個数の

指数オーダーの計算量を必要とするため問題の規模が大きくなると，許容時間内に計算が終 fしないとい

う事態になる。そこで，原問題を事故復旧特有の知識で部知問題に分解して効率良く解く方法を提案した。

この方法を，第4・5章で用いた実系統の事故例よりも更に大規模なモデル系統に対して適用し，極めて

高速に解が得られたことを示した。この知識ベースと数理計画法の融合による事故復旧システムは，知識

数の減少に伴う知識ベースシステムの開発や維持に要するコストの削減の効果も期待できる優れた方法で

あると考えられる o
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本論文では，電力系統操作の計算機による自動化という観点から，知的で信頼性があり，かつ実用に供

しうるレベルの方式の検討を行ないある程度の成果を収めることができたと考えているが，不十分と考え

られる部分，あるいは継続した研究が必要であると考えられる部分も少なくない。今後の課題として更に

研究が必要であると考えられる事項を以下に示す。

( 1) r平常時操作」は， “停止調整"から“停止件名管理そして“操作件名作成"と“操作指令手

順作成"および 検証"のような機能があるが，現状のシステムではいずれも一貫した思想のもと

にシステムが開発されているとは言いがたい。また 電力系統のセキュリティとの関係も考慮した

本格的なシステムは未だ存在していなし=。今後は 将来実施される操作の面から考えられた電力系

統のセキュリティ指標の開発と共にこの指標を用いた「平常時操作」としてのトータルシステムの

開発を目指してしミく必要があると考えられる o

(2) r復旧操作」に対しては現在まで本論文の提案も含めて様々な方法(論理生成方式，知識ベース方

式，数理計画法的方式)が提案されているが，いずれも復旧操作全体をカバーするものではないと

考えられる o 今後は本論文でも一部実現したようにこれらの方法を融合し，総合的な事故復旧シス

テムを目指していく必要があると思われる o また 個別な検討項目としては以下のものがある o

(i) 第4章のネットワークプログラツミングによる方法における放射状制約の導入に関する検討。

(íi) 第 5~6章の混合整数計画法の適用による方法における 全体協調処理"の実現方法の検討。

(iii) r復旧傑作」に対する新しい手法の適用に関する検討。特に，現在の計算機処理の定石にもなっ

ている「復旧目標系統決定」と「復旧手順作成」の 2段階アプローチの再検討。リアルタイム

性からすると 1段階アプローチが望ましいが 現在のところ効率的な手法が開発されていない。

以上，本論文で示した電力系統操作の計算機による自動化の研究は r平常時操作」と「復旧操作」の

両面からの検討により それぞれの操作に対して新しい知見を提示することができたと考えている o 本論

文の内容は系統傑作全体からすれば狭い範囲をカバーするにすぎないが 電力系統操作の計算機による自

動化の発展に対して一助となれば幸いである o
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付録 A 電力系統操作関連用語

付 録

A.電力系統操作関連用語

本論文で使用している電力系統操作関連の用語の中で代表的な用語を説明する o

( 1 )事業所

事業所とは傑作を実施する箇所を特定するために主に使用される用語であり，以下の種別が決められて

いる o 電気所という呼び方もあるが，電力会社では事業所と呼んでいる場合が多い。

付表A.l 事業所種別

事業所種別 説 明

発電所
発電機を所有し電力の供給源となる事業所。発電用変電所と呼ばれることもあ

るo

変電所
発電機を所有せず電圧階級を変更することを目的とする事業所。送電用変電所

と呼ばれることもある D

配電用変電所
需要家に対して電力を分配することを目的とする事業所。配変と略して呼ばれ

ることカ5多い。

開閉所
送電線の途中に設置され遮断器を有し，送電線を分離あるいは他のノレートに分

岐させることを目的とする事業所。

送電線の途中に設置され遮断器を有さずに断路器のみを有し 送電線を分離さ

rJ日間tfp せることを目的とする事業所。送電線の開放操作に-s.その送電線の停電状態

を作りだす必要があり傑作の手順を難しくする要因になっている。

特別品ifJ二;需要家
需要家の中で大口の需要家であり. 6 6 kVや22kVの電圧階級で受電して

いる事業所。特高と略して呼ばれることが多い。

法活線の運用管理の責任を有する事業所であるo 送電線の作業などの場合には，

送了日深 送電課に対して作業開始・終了の連絡を行う必要があるために，操作指令手順

にもこの連絡の手順が含まれるo

(2)設備

投備とは傑作を実施する部分を特定するために主に使用される用語であり 以下の種別が決められてい

るo また，設備は系統j!]用計算機で電力系統燥作を管理するための最小の設備の単位であり，実体のある

実設備と，実体のない(処昭仁の円的で導入された)仮想設備がある。設備は必ずいずれかの事業所に

所属させることによりその管照責任が明確になっているため，操作の手順表の先頭には事業所を特定する

項目が「所名」として記入される o
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付表A.2 設備種別

設備種別 説 明

発電所・変電所等に設置され複数の送電線や変圧器との電力の授受を行うための設

備であり，その接続先等により以下の種類、に細分される o

発電所・変電所の主たる母線であり，電圧階級の高い側を一次母線，

主母線
低い側を二次母線と呼ぶ。また，その形態から，単母線(開閉器によ

り分離できない母線)や複母線(開閉器により分断できるほ線)とも

呼ばれることがある o

連絡母線 構内連絡線ヘ接続する場合の母線である o

一次側の主母線が用地などの原因で省略されている場合には，送電線

引込母線 が直接変電所に引き込まれる場合がある D このような部分に定義され

母線 る仮想的な母線である o

局配母線 発電所・変電所構内の局配変圧器ヘ接続する場合の母線である。

調相母線 調相設備ヘ接続する場合の母線である。

3次母線 変圧器の3次側の母線である o

中性点母線 中性点設置装置ヘ接続する場合の母線である。

発電機母線 発電機ヘ接続する場合の母線で、ある o

特高受電母線
特高に設置された電力の受電のための母線である o 送電線の引込線か

ら電力の供給を受ける D

発電所・変電所に設置され変電所に設置され電圧階級の変更を行うための設備であ

り，その接続先等により以下の種類に細分される。

主変圧器 発電所・変電所の主たる変圧器である。

変圧器 局配変圧器 発電所・変電所構内の局部配電用の変圧器である口

所内変圧器 発電所・変電所構内の所内電力用の変圧器である o

起動用変圧器 発電所(火力)の補機を起動するための変圧器である o

接地用変圧器 中性点の接地のための変圧器である。

発電機 発電所設置され電力を発生させるための設備である o

変電所に設置され電圧の安定化のために進相あるいは遅相の無効電力を電力系統か

ら消費するための設備であり 以下の種類に細分される o

調相設備 並列コンテ.ンサ 進相無効電力を消費するための設備である。

分路リ7クトル 遅相無効電力を消費するための設備である o

同期調相機 進相および遅相無効電力を消費するための設備である。

NR 接地用抵抗である o

中性点接地
NL 接地用リアクトルで、ある o

装置

PC ベターゼンコイルで、ある o
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引込線 送電線から，発電所・変電所・配変・開閉所・開閉塔・特高の母線に引き込む部分

の設備である。

抱合せ設備 変電所などの引込口で複数の引込線が遮断器を有さないで断路器のみを介して接

続される部分に定義される仮想、設備である。電力系統にはこのような非標準な設備

形態が存在するので，平常時・事故時ともに計算機での処理が難しくなっている o

精内連絡線 発電所・変電所の構内で距離的に離れた別の箇所へ送電するための設備である o

送電線区間 系統燥作での送電線は，この区間と次の分岐との集合からなる総称名である。系統

操作では，操作の対象となるのは発電所・変電所・配変・開閉所-開閉塔・特高な

どの引込線であるから，送電線自体はあまり意味がない。送電線区間は，引込線と

引込線の聞の部分定義される設備である。

送電線分岐 送電線分岐は，送電線の分岐の部分に定義される仮想設備である o

(3)接続子

接続子は，設備と設備の接続部分に定義される開閉器群の集合であり，以下のような形態が考層、されて

いる。

No. 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

付表A.3 接続子の形態

接 続 子 形態

dベ開閉器群(1)~

。ー〈開閉器群(1)}-c>
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説明

~:自設備

接続子の所属する設備

<l-:接続先端子

自設備が接続子を介して

他の設備ヘ接続・するため

の端子であり，他の設備

に直接接続する場合と他

の設備に所属する接続子

内の接続元端子に接続す

る場合がある

よ:接続元端子

他の設備が接続子内の分

岐点ヘ接続してくる場合

の端子である o

C二コ:開閉器群

分岐のない直列に接続す

る開閉器の集合(論理開

閉器ともいう)。
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9 

1 0 

(4)停止件名と操作件名

停止件名とは，予定作業停止の要求のあった事項の総称であり，停止件名番号で管理されている。停

止件名には，停止対象設備，停止要求日時，目的などの項目が含まれる。このような.停止件名は電力会

社の各事業所から給電所などに集められて 停止調整(停止計画)業務により，電力の需要予想などを考

慮したり，隣接の複数の停止件名を同時期にまとめる等の調整を行い，最終的に作業日時が決定される o

停止調整が完了した停止件名は 操作件名としてその後は新しい番号体形のもとで管理される o すなわ

ち，操作件名は複数の停止件名から構成されることが多い。このことは，その操作の手順が停止件名聞で

複雑に絡み合うことになり 手順の作成を難しくしている o 本論文の第2-----3章は，この平常時保作の手

順の計算機による自動生成について述べている。

(5)操作指令手順表

操作指令手順表は 実際に操作の手順をまとめたもので系統操作の中で一番重要な役割lをもっている。

操作手順表は，実際の操作の 1週間前後に作成され十分に手順の誤りがないかが検証される o 操作指令手

順表は，手順番号，所名，操作対象設備，操作指令用語等から構成される。また，操作当日には傑作の前

に改めて想定していた系統構成や需要などのデータとの相違がないかを検証した後実施に移される。

(6) 目的指令と一操作一指令

従来の操作指令手順は 一操作手順ステップがー操作に対応していた。すなわち，操作対象の開閉器を

特定して「入れるJ. r開く」などの一操作一指令による操作が行われていた。しかし，この方式では

近年の複雑化した系統操作では百ステップを越えるような手順表となり，操作の目的が見えなくなりその

検証が非常に煩雑になってきた。そこで導入されたのが目的指令による操作の形態である o 目的指令で

は，関連する開閉器操作をまとめて「使用」や「復旧J. r作業停止」などの指令にしたものである。こ

-121-



付録 A 電力系統操作関連用語

れにより，手順表の予順ステッフが少なくなり，その手順で何をしたいのかが運用者に理解しやすくなっ

た。現在では，この目的指令を採用した電力会社が増えている o

(ア)設備の状態

設備の状態にLはま丸充停電状態

作関係のアフプ。リ一ケ一シヨンソフトは作成されている。充停電状態と運用状態は，実運用のシステムでは

設備・機25の友ぷ色とタグと呼ばれるEI1( 申"や 作"など)により運用者にわかるようになっている o

ド衣の o内の色はあるシステムの表示色の一例である o また，運転状態は計算機での処用のために使用

される。例えば，事故復旧では，運転状態が使用中の設備を用いて，復旧対象の系統(充停電状態が停電

中の設備の集合から運転状態が運用停止中，作業中，事故停止中の設備の集合を除いた設備の集合)を復

1[1するための予順を決定するのである。

付表A.4 設備の状態

状態 種 類 定 義

充電中(白)
、当該設備が充停電判定処理により充電と判定された状

態。
充停電状態

停電中(シアン)
当該設備が充停電判定処理により停電と判定された状

態ロ

使用中
苛該i設備が充電中でかつなにも目的指令用語手順によ

る指令が出されていない状態。

運用停止中
当該設備が停電中あるいは「運用停止」等の目的指令

用語手順による指令が出されている状態。
迎4訴状態

作業1~J 
当該設備が停電中あるいは「作業停止」の日的指令用

語手順による指令が出されている状態。

LJ~故停止中
当該設備が事故設備判定処理により事故設備あるいは

事故候補設備と判定された状態。

I ~f 人作業実施中(黄)
当該設備が充電中でかつ「申入作業開始」の連絡用語

手順による指令が出されている状態。

運用停止実施中(シアン)
、当該設備が停電中でかつ「運用停止作業開始」の連絡

用語手順による指令が出されている状態。

ill!川状態 作業実施中(黄)
、当該設備が停電中でかつ「作業停止作業開始」の連絡

用語手順による指令が出されている状態。

事故中(亦)
、当該設備が事故設備判定処理により事故設備と判定さ

れた状態。

事故候補中(紫)
、当該設備が事故設備判定処理により事故候補設備と判

定された状態。
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B.平常時操作指令手順作成知識

8.1 論理生成の生成規則

付表B.l 論理生成の生成規則

処理 員IJ規

停電回避手)願作成 I(1)併用可能設備は，発変電所の母線，変圧器，引込線のみとする。

(2) 併用可能開閉器(課電操作開閉器)は電圧有操作IJ~閉誌であり，かつ

初期系統で開であること o

(3)複数の課電操作開閉器が存在する場合は，事業所楕別と設備稀別の優

先順位(表2.2.表 2.3参照)により J つの課電操作開閉訟を選

択する。

( 1 )複数の停止対象設備が存在する場合には，事業所種別と設備椅別によ停止対象設備の

停止手順作成 り優先順位(表2.4 表 2.5参照)に従って手順を作成する o

(2 )一つの停止対象設備を停止する操作の場合に，複数の手順の生成が必

要なものは以下である。

( 2 -1 )ユニット変圧器の二次側操作が必要な場合

0ユニット変圧器の併用解く

0三次母線の運用停止

。ユニット変圧器の作業停止

(2 -2 )変圧器(三次側設備あり)の作業(運用)作止の場合

0調相機 (RC)を解列する

0構内連絡線，引込線の運用停止

O変圧器の作業(運用)停止

(2-3)中性点母線の作業停止の場合

0中性点接地装置 (NR，NL， PC)の運用停止

O中性点母線の作業停止

(2 -4 )三次母線の作業(運用)停止の場合

0調相機 (RC)を解列する
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付録 B 平常時操作指令手順作成知融

0機内連絡線，引込線の運用停止

。次母線の作業(運用)停止

(2 -5)複母線(甲，乙母線)の作業(運用)停止の場合

0甲，乙母線を併用する(母線停止前に併用していない場合)

O対象母線以外の母線を併用解く

0甲(乙)母線の作業(運用)停止

(2-6)単母線(変圧器一次側)の作業(運用)停止の場合

0連絡母線との併用解く

0ブスセクションを介しての母線との併用解く

O単母線の作業(運用)停止

(2-6)単母線(変圧器二次側)の作業(運用)停止の場合

0連絡母線との併用解く

0ブスセクションを介しての母線との併用解く

O単母線の作業(運用)停止

(3)複母線(甲，乙母線)あるいは主変圧器が操作対象設備の場合には，

当該設備に関する常時予備設備があれば，あらかじめ使用する操作指

令手順を作成した後に当該設備を停止する操作指令手順を作成する。

(4 )特高の設備が操作対象設備の停止指令手順を作成する上で次のことを

考慮した処理とする D

(4 -1 )特高に適用される操作指令については次の二種類があり，特高

単位に該当する操作指令手順を作成する。

01傑作 1指令の特高

01目的操作 1指令の特高

(4-2)開閉操作を伴う操作指令手順の中に次の連絡・確認のための

保作指令用語を作成する。

O開放確認

。操作ロック

Oロック解除
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(4-3)特高の引込線をループ切替えする場合は あらかじめ受電回線

受電回線を併用する操作指令手順を作成する o

(5)一定の停止操作手順を用いて操作指令手順を作成する上で，無電圧操

作の単独LSを開閉する燥作が含まれる操作指令手順がある場合は，

その操作条件を考慮して停止燥作順位の順位換えをする o

(6) CBとそのCBが所属する設備がともに操作対象設備であれば，各々

操作指令手順を作成する o

従属停電設備への ( 1 )再課電可能設備は，発変電所の母線，引込線とする。

再課電手順作成 (2 )再課電可能開閉器(課電操作開閉器)は電圧有操作開閉認であり，か

つ初期系統で閉であること D ただし，閉の開閉器がない場合は，課電

操作開閉器となり得る関の開閉器を選ぶ。

(3)複数の課電傑作開閉器が存在する場合は 事業所種別と設備種別の優

先順位(表2.2，表2.3参照)に従って手順を作成する o

使用手順の作成 ( 1 )使用操作指令手順の作成順位は作成した操作指令手順の逆順位とする。

(2 )使用保作を行うことにより 他の停止中でなけばならない設備に影響

を与えてはならない。この場合には，復旧するのみなら作成可能か否

かを判断し，可能であれば復旧のための手順を作成する o
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8.2 事業所種別による課電操作優先順位

付表B.2 事業所種別による課電操作優先順位

優先順位 事業所種別

1 発電所

2 送電用変電所(一次側電圧階級の高い送変を優先)

8.3 設備種別による課電操作優先順位

付表B.3 設備種別による課電操作優先順位

優先順位 設備種別

l 一次側母線に接続する以下の操作対象設備

(一次側電圧階級の高い母線を優先)

引込線(開閉器番号の若番を優先)

2 母連(開閉器番号の若番を優先)

2 主変圧器

(二次側電圧階級の高い変圧器を優先，

複数あれば開閉器番号の若番順変圧器を優先)

3 二次側母線に接続する以下の操作対象設備

( -次側電圧階級の高い母線を優先)

母連(開閉器番号の若番を優先)

2 抱合わせ設備(開閉器番号の若番を優先)

3 引込線(開閉器番号の若番を優先)
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8.4 事業所穫別による停止操作優先順位

付表B.4 事業所種別による停止操作優先順位

停止操作優先順位(レベル 1) 停止操作優先順位(レベル2)

送電線に接続する配変，特高 電源、の事業所に最も近い特高を優先し，

順次に停止順位を決定する o

(一回線受電特高は除く)

2 電源、の事業所に最も近い配変を優先し

順次に停止順位を決定する。

3 一回線受電特高を対象に電源の事業所に最も近い

特高を優先し，順次に停止順位を決定する。

2 停止対象設備の送電線と連係 1 電源端・負荷端データ(注)の老い苔!服

していない発変電所

(開閉器が開放中の場合)

3 停止対象設備の送電線と連係 1 電源、端・負荷端データの老い苔!阪

している発変電所

4 その他 1 開閉塔(無電圧操作単独LSのみをイjするもの)

(注) 電源端・負荷端データ

事業所を連係する送電線は 一つの送電線毎に複数の事業所と関連があり次の3荷額に分類できる。

( 1 )送電線の電気を供給している事業所

(2 )送電線から受電している事業所

(3 )送電線の開閉器を開放しているが連係あるいは受電可能な事業所

上記， (1)を“電源、端"の事業所， (2) (3)を‘負荷端"の事業所とする o
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付録 B 平常時撮作指令手順作成知識

8.5 設備種別による停止操作優先順位

付表B.5 設備種別による停止操作優先順位

停止操作優先順位(レベル 1) 停止燥作優先順位(レベル 2)

主変変圧器二次側が接続する 引込線(開閉器番号の若番を優先)

主母線，補助母線に媛続する 2 配電線(開閉器番号の若番を優先)

停止対象設備 3 局配変圧器(号機番号の若番を優先)

(主変圧器自身は除く) 4 発電機(号機番号の若番を優先)

b 補助母線(号機番号の若番を優先)

6 抱合わせ設備(開閉器番号の若番を優先)

7 接続設備(開閉器番号の若番を優先)

8 上記以外の設備(順不同)

2 主変変圧器および主変変圧器 二次母線に接続する設備(順不同)

に接続する停止対象設備 2 二次中性点母線に接続する設備(順不同)

3 一次中性点母線に接続する設備(順不同)

4 三次母線

5 中性点母線(二次側優先)

6 主変変圧器

3 主変変圧器 ー次側が接続する 引込線(開閉器番号の若番を優先)

主母線，補助付線に接続する 2 配電線(開閉器番号の若番を優先)

停止対象設備 3 局配変圧器(号機番号の若番を優先)

(主変圧器自身は除く) 4 発電機(号機番号の若番を優先)

5 補助母線(号機番号の若番を優先)

6 抱合わせ設備(開閉器番号の若番を優先)

7 接続設備(開閉器番号の若番を優先)

8 上記以外の設備(順不同)

4 主母線，連絡母線，特高受電 l 特高受電母線(順不同)

母線 2 連絡母線(順不同)

3 二次側主母線

→ 4 一次側主母線
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c.事故復旧用モデル系統と入力データ

C.1 事故復旧用モデル系統

付表 C.l 事故復旧用モデル系統の概要

系 統 モデル 1 モデル2

ノード数 27 8 6 

ブランチ数 5 1 129 

負荷数 8 1 1 

特徴 文献 (37)による 設備総合自動化プロジ‘ェクト

実際の事故例 の事前検討用系統を一部変更

した系統

参照箇所 第4---5章 第6章

モデル系統図 付図C. 1 付図C.2 

入力データ 付表C. 1 付表C.2 
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電 源

Pl P2 

(30) 

P3 P4 

>く 開"状態の

ブランチ。:停電部分

E-v尚

E'v'町
付図C.l モデル系統 1
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付録 C 事故復旧用モデJレ系統と入力データ

C.2 事故復旧用入力データ 1

付表C.l 入力データ 1(基本データ)

ブランチ番号 復旧操作コスト 容量 ブランチ番号 復旧操作コスト 容量

O. 0 1. 0 3 1 O. 0 l. 0 

2 1. 5 1. 0 3 2 O. 0 1. 0 

3 O. 0 1. 0 33 O. 0 1. 0 

4 O. 0 1. 0 34 O. 0 1. 0 

5 O. 0 1. 0 3 5 O. 0 1. 0 

6 O. 0 1. 0 3 6 O. 0 l. 0 

7 O. 0 1. 0 3 7 O. 0 l. 0 

8 O. 0 1. 0 38 O. 3 1. 0 

9 O. 0 1. 0 3 9 O. 3 
17己「

1 0 O. 0 1. 0 40 O. 0 l. 

1 1 O. 0 1. 0 4 1 O. 0 1. 

1 2 O. 0 1. 0 42 5. 0 l. 0 

1 3 O. 0 1. 0 4 3 O. 5 1. 0 

1 4 O. 0 1. 0 44 O. 0 l. 0 

1 5 O. 0 1. 0 4 5 O. 5 l. 0 

1 6 O. 0 1. 0 4 6 O. 0 l. 0 

1 7 O. 0 1. 0 4 7 5. 0 1. 0 

1 8 O. 0 1. 0 48 O. 3 1. 0 

1 9 O. 0 1. 0 49 O. 0 1. 0 

20 O. 0 1. 0 50 O. 3 1. 0 

2 1 O. 0 1. 0 5 1 O. 0 1. 0 

22 O. 0 1. 0 

23 O. 0 1. 0 

24 O. 3 1. 0 
一一一一一一一→

25 O. 3 1. 0 
一一一一一一一『

2 6 O. 0 1. 0 
-・E・E・-・E・..，

27 O. 0 1. 0 
一一一一一斗

28 O. 0 1. 0 

29 O. 0 1. 0 

3 0 O. 0 1. 0 

-132-



付録 C 事故復旧用モデル系統と入力データ

C.3 事故復旧用入力データ 2

付表C.2 入力データ 2 (基本データ)

ブランチ番号 復旧操作コスト K廿- 量 ブランチ番号 復旧操作コスト 町廿』 量

O. 0 10. 0 29 O. 0 2. 5 

2 O. 0 10. 0 3 0 O. 0 2. 5 

3 O. 0 10. 0 3 1 O. 0 2. 5 

4 O. 0 10. 0 32 O. 0 2. 5 

5 O. 0 4. 5 3 3 O. 0 2. 5 

6 O. 0 4. 5 34 O. 0 2. 5 

7 O. 0 4. 5 35 O. 0 2 5 

8 O. 0 4. 5 3 6 O. 0 2. 5 

9 O. 0 4. 5 3 7 O. 0 2. 5 

1 0 O. 0 4. 5 38 O. 3 2. 5 

1 1 O. 0 4. 5 39 O. 3 1. 0 

1 2 O. 0 4. 5 4 0 O. 0 2. 1 

1 3 O. 0 4. 5 4 1 O. 0 O 6 

1 4 O. 0 4. 5 4 2 O. 0 2. 1 

1 5 O. 0 4. 5 4 3 O. 0 O. 6 

1 6 O. 0 1. 0 44 O. 0 2. 1 

1 7 O. 0 1. 8 45 O. 0 1. 0 

1 8 O. 0 1. 0 4 6 O. 6 O. 6 

1 9 O. 0 1. 8 4 7 O. 0 O. 6 

20 O. 6 1. 8 48 O. 0 1. 0 

2 1 O. 0 1. 0 4 9 O. 6 10. 0 

22 O. 0 20. 0 50 O. 6 10. 0 

23 O. 0 20. 0 5 1 O. 0 1 O. 0 

24 O. 0 20. 0 52 O. 0 10. 0 

25 O. 0 10. 0 53 O. 0 4. 0 

2 6 O. 0 10. 0 54 O. 0 4. 0 

27 O. 0 10. 0 55 O O 4. 0 

28 O. 0 2. 5 56 O. 0 2. 0 
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付録 C 事故復旧用モデル系統と入力データ

ブランチ番号 復旧操作コスト ~仕- 量 ブランチ番号 復旧操作コスト K廿...". 量

57 O. 0 2. 0 86 O. 0 3. 2 

58 O. 0 2. 0 87 O. 0 1. 0 

59 O. 0 2. 0 88 O. 6 3. 2 

60 O. 0 2. 0 89 O. 0 4. 0 

6 1 O. 0 2. 0 90 O. 0 4. 0 

62 O. 0 2. 0 9 1 O. 0 4. 0 

63 O. 0 2. 0 92 O. 0 3. 2 

64 O. 0 2. 0 93 O. 0 3. 2 

65 O. 0 2. 0 94 O. 5 4. 0 

66 O. 0 2. 0 95 O. 0 4. 0 

67 O. 0 O. 6 96 O. 0 4. 0 

68 O. 0 1. 8 97 O. 0 4. 0 

69 O. 0 1.4 98 O. 0 4. 0 

70 O. 0 1.4 99 O. 0 4. 0 

7 1 O. 0 1. 0 100 O. 0 4. 0 

72 O. 0 O. 6 101 O. 0 4. 0 

73 O. 0 1. 8 102 O. 0 4. 0 

74 O. 0 1. 4 103 O. 0 4. 0 

75 O. 0 1.4 104 O. 0 4. 0 

76 O. 0 1. 0 105 O. 5 4. 0 

77 O. 0 O. 6 106 O. 0 1. 0 

78 O O 1. 8 107 O. 0 1. 4 

79 O. 0 1. 4 108 O. 0 2. 0 

80 O. 0 1. 0 109 O. 0 2. 0 

8 1 O 6 1. 4 110 O. 0 2. 0 

82 O. 0 1. 4 111 O. 0 2. 0 

83 O O 1. 0 112 O. 0 1. 0 

84 O. 0 4. 0 1 1 3 O. 0 3. 6 

85 O. 0 1. 0 1 1 4 O. 0 1. 0 

一一
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付 録 C J解放復旧用モデル系統と入力データ

ブランチ番号 復旧操作コスト 容 量 ブランチ番号 復旧操作コスト 容 量

1 1 5 O. 0 3. 6 

116 O. 0 l. 0 

117 O. 6 1. 4 

1 1 8 O. 0 l. 0 

1 1 9 O. 0 l. 4 

120 O. 6 2. 0 

1 2 1 O. 0 l. 0 

122 O. 0 2. 0 

123 O. 0 2. 0 

124 O. 0 2. 0 

125 O. 0 2. 0 

126 O. 0 1. 0 

127 O. 6 2. 0 

128 O. 6 2. 1 

129 O. 0 l. 0 
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